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序　　　　論

　現在，　鱗翅目のアゲハチョウ科は世界に 600種以上
が分類記載されており（Collins and Morris, 1985），大半
の種が熱帯あるいは亜熱帯地域に分布している。本科の
系統分類学的研究は鱗翅目のなかで最も詳細に行われて
きたが，未だに多くの未解決な問題点が残されている
（Ackery et al., 1998）。本科はウラギンアゲハ亜科，ウ
スバアゲハ亜科，アゲハチョウ亜科の 3亜科に分類され
ているが，これら亜科の系統関係についても不明な点が
多く，さらなる研究が必要である（Hauser, 1993）。
　アゲハチョウ科各種の系統類縁関係は，主に形態学的
観点から，分岐分類学的に研究されてきた（Ford, 1944; 
Munroe, 1960; Brock, 1971; Ackery, 1975; Scott, 1984; 
Igarashi, 1984; Miller, 1987）。また，細胞遺伝学的研究
（前木，1957；斎藤，1988）も報告されている。本科の
分類に採用されてきた形質は成虫の形態，幼虫の形態と
食草，蛹の形態，地理的分布など多岐にわたる。しかし，
これらの形質はグループが異なるとそれぞれの重み付け
が変わってくるため，亜科，族，属などの高次レベルの
分類の基準には同じ尺度が用いられてこなかった。
　一方，分子的手法を用いて DNAやアロザイムレベル
からの分子系統学的研究が現在，活発におこなわれてい
る。このような研究は，現存生物が持っている相同な

DNAやタンパク質を比較することによって，過去にそ
れらの生物がたどってきた進化のプロセスを明らかにす
ることが可能である。また，分子時計により，生物が共
通祖先から分岐した年代を推定することもでき，生物の
系統類縁関係を共通の尺度で客観的かつ定量的に研究す
ることができる。
　近年になって多くの研究者がミトコンドリア DNA
（mtDNA）の制限酵素断片長多型（RFLP）や塩基配列
決定による系統解析について報告している。アゲハチョ
ウ科においても Hagen and Scriber（1991）の研究から
始まり，mtDNAの遺伝子である COI，COIIなどを用い
た分子系統学的研究が報告されている（Caterino and 

Sperling, 1999; Caterino et al., 2001）が，従来の形態的
研究から推定された系統とは見解の相違があった。その
後，アゲハチョウ亜科（Aubert et al., 1999），アオスジ
アゲハ族（Makita et al., 2003），キシタアゲハ族
（Morinaka et al., 1999; Moronaka. et al., 2000），ギフ
チョウ属（Makita et al., 2000），カラスアゲハ亜属（八木，

2001）などの亜科，族，属レベルの分類学的検討もすす
み，日本のアゲハチョウ科については Yagi et al.（1999）
が mtDNAの ND5遺伝子領域による系統類縁関係につ
いて報告した。
　mtDNA分析の利点はその単純な遺伝様式と，分析に
際しての取り扱いが容易なことによるものであるが，分
析できる塩基サイト数はアロザイム分析と比較して必ず
しも多くはない。また，mtDNAは核 DNAとは独立し
たものであり，異種間移入の例も数多く知られているた
め，進化関係を推測する際には注意が必要である。一
方，それと比較してアロザイム分析は，核 DNAにコー
ドされている多数の酵素遺伝子座を同時に分析すること
ができるため，種間の系統解析には非常に有効な分子的
手法で，鱗翅目においてもアロザイム分析が多くの分類
群について報告されてきた（eg. Menken, 1982; 
Matsuoka et al., 1983, 1984; Martin and Pashley, 1992; 
Sperling and Harrison, 1994）。しかし，アゲハチョウ科
における報告例は極めて少なく，わずかに近縁種間の研
究が報告されているだけである（Kominami et. al., 
1991）。従って，アゲハチョウ科の総合的な系統分類学
的位置付け，および族や属など，種レベル以上の高次分
類群間の系統類縁関係についてはほとんど知見が得られ
ていないのが現状である。
　今回，著者らは，日本産アゲハチョウ科の属間，およ
び族間の系統進化学的関係をアロザイム分析により調査
したので，それらの結果について報告する。またアゲハ
チョウ科の自然集団内に保有されている遺伝的変異につ
いても報告する。

日本産アゲハチョウ科の分子系統学的研究

松村　行栄＊1・五十嵐聖貴＊2・松岡　教理＊3

＊1　エーザイ株式会社信頼性保証本部コーポレートQA部
＊2　弘前大学大学院理学研究科　　　　　　　　　　　　
＊3　弘前大学農学生命科学部分子進化学研究室　　　　　

（2005年　9　月　7　日受付）

弘大農生報　No. 8 : 1 － 8, 2005



2

材料および方法

（1）材料
　本研究では日本に生息するアゲハチョウ科 9属のう
ち，ベニモンアゲハ属以外の 8属から各々代表種を選び
アロザイム分析を行った。8種の種名，　採集地点およ
び分析個体数は表 1にまとめて示してある。分析にはす
べて成虫個体を使用した。採集個体は，実験に使用する
まで－ 40℃ に冷凍保存しておいた。なお，本文中の和
名，学名，および分類体系は Igarashi（1984）および五
十嵐（1979）に従った。

（2）アロザイム分析
　アロザイム分析には冷凍保存した成虫個体を，翅・
脚・触角・口吻を除去して重量を計り，解剖バサミで細
かく切り刻んでから，Potter-Elvehjemタイプのガラス
ホモジナイザーを用いて抽出した。抽出緩衝液には，個
体重量の 5 － 10倍量の 20 mMリン酸綬衝液（0.1 M KCl, 
1 mM EDTA, pH7.0）を用いた。これを 15,000 rpmで

10分間遠心分離し，その上清を電気泳動試料とした。ア
ロザイム分析には各個体について 0.03 － 0.10 mlの電気
泳動試料を用い，7.5％ポリアクリルアミドゲルを支持
体とする電気泳動をおこなった（Matsuoka and 
Hatanaka, 1991）。アロザイム分析した酵素はα-
GPDH, ADH, G6PD, GCDH, ICDH, LDH, MDH, ME, 
ODH, XDH, HK, PGM, SOD, AAT, ALK, ESTおよび

LAPの 17酵素であった。これら 17酵素のアロザイム分
析により合計 35酵素遺伝子座が検出された。

（3）集団内の遺伝的変異の推定
　35酵素遺伝子座の対立遺伝子頻度から，遺伝的変異の
程度を示す 4種のパラメータである 1遺伝子座あたりの
対立遺伝子数 （A），多型的遺伝子座の割合 （P），平均ヘテ
ロ接合体率の観察値 （Hobs） と期待値（Hexp）を算出した。
多型的遺伝子座は最も頻度の高い対立遺伝子頻度が 0.95
以下である遺伝子座とした。

（4）アゲハチョウ科８属間の遺伝的距離と系統類縁関係
の推定

　属間の遺伝的分化の程度を知るため，35酵素遺伝子座
の対立遺伝子頻度から Nei（1972）の式により遺伝的類
似度 （I） と遺伝的距離 （D） を算出した。そして，遺伝的距

離 （D） から 3 つの分子系統樹を作成した。すなわち

Sneath and Sokal（1973）の UPGMA法（非加重結合法），
および Saitou and Nei（1987）と Studier and Keppler
（1988）の NJ法（近隣結合法）によるアゲハチョウ科 8
属の分子系統樹と，UPGMA法と NJ法の両方の系統樹
で共通する系統関係を示すコンセンサス分子系統樹の 3
つである。なお，NJ法で得られる分子系統樹は無根系
統樹であるため，OTU（Operational Taxonomic Unit: 
操作上の分類単位）を結ぶ枝長の内，最も長いものの中
央を樹根として有根系統樹を距離 Wagner 法（Farris, 
1972）により作成した。

結　　　　果

　17酵素のアロザイム分析の結果，合計 35遺伝子座が
検出された。35酵素遺伝子座における対立遺伝子頻度
から，集団内の遺伝的変異の程度を示す 4種のパラメー
タを算出した。その結果は表 2にまとめて示してある。
それによるとアゲハはこれら 4種のパラメータにおいて
最大値を示し，最も高い遺伝的変異を示した（A=1.78, 
P=62.5％ , Hobs=24.0％ , Hexp=23.2％）。一方，モンキ
アゲハはすべてのパラメータにおいて最小値を示し，集
団内の遺伝的変異がもっとも低かった（A=1.29, 
P=20.8％, Hobs=7.3％, Hexp=8.4％）。他の 6種は遺伝
的変異の程度は若干異なっていたが，種間の差異はあま
り見られなかった。
　次に，アゲハチョウ科 8属 8種間の遺伝的分化の程度
を調査するため，35酵素遺伝子座における対立遺伝子頻
度から Nei（1972）の Iと Dを算出した（表 3）。その結
果，　アゲハチョウ科 8属 8種間で最も近縁関係にある
のはカラスアゲハ（カラスアゲハ属）とモンキアゲハ

松村・五十嵐・松岡

表 1．アロザイム分析に用いたアゲハチョウ科 8種の種名，和名，略称，採集地，採集年月日，個体数

個体数採集年月日採　集　地略称和　名種　名

3
10

4
7

6

4
3
6

1994年 7月 6-14日
-----
-----
-----

1993年 9月 29日
1993年 10月 30日
1993年 7月 30日
1993年 8月 2日
1993年 8月 12日
1994年 7月 23日
1994年 8月 12-14日
1993年 8月 12日

山梨県北巨摩双葉町
鳥取県岩美郡国府町
鳥取県鳥取市
群馬県藤岡市
群馬県藤岡市

群馬県藤岡市

群馬県勢多郡宮城村
群馬県多野郡吉井町
群馬県勢多郡宮城村
群馬県勢多郡宮城村

Sm
Lj

Pag
Ata

Px

Mh
Acb
Gs

ホソオチョウ
ギフチョウ

ウスバシロチョウ
ジャコウアゲハ

アゲハ

モンキアゲハ
カラスアゲハ
アオスジアゲハ

Sericinus montela
Luehdorfia japonica

Parnassius glacialis
Atrophaneura alcinous

Papilio xuthus

Menelaides helenus
Achillides bianor
Graphium sarpedon
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（モンキアゲハ属）（I=0.543, D=0.661）であり，最も遠縁
なのはホソオチョウ（ホソオチョウ属）とモンキアゲハ
（I=0.209, D=1.565）であった。8 種の全組合せ（28 ペ
アー）の IとDの平均値は I=0.374, D=1.01であった。図

1は，Dから UPGMA法によって作成した分子系統樹で
ある。この分子系統樹から明らかなように，アゲハチョ
ウ科 8属 8種の系統関係は，ホソオチョウ・ギフチョウ
（ギフチョウ属）のグループ，ウスバシロチョウ（ウスバ
シロチョウ属）・カラスアゲハ・モンキアゲハのグループ，
そして，アゲハ（キアゲハ属）・ジャコウアゲハ（ジャコ
ウアゲハ属）・アオスジアゲハ（アオスジアゲハ属）のグ
ループの 3つの大きな系統群に分かれることが判明し
た。タイスアゲハ族の 2種であるホソオチョウ・ギフ
チョウは 1つのクラスターを形成した。このタイスアゲ
ハ族とともにウスバアゲハ亜科を構成しているウスバシ
ロチョウは，アゲハチョウ亜科に近縁であった。アゲハ
チョウ亜科は，カラスアゲハ・モンキアゲハの系統，ア
ゲハ・ジャコウアゲハの系統，そしてアオスジアゲハの
系統の 3つのグループに分かれた。そしてアオスジアゲ
ハはアゲハ・ジャコウアゲハのグループと近縁であった。
また，ホソオチョウ，ギフチョウ，ウスバシロチョウ，
アオスジアゲハは，それらの系統が分岐してからの枝長
が比較的長かった。
　図 2は，同じく Dをもとにして NJ法により作成した
アゲハチョウ科 8属 8種の分子系統樹である。その結
果，ホソオチョウ・ギフチョウのグループと，その他 6
種の 2つの大きな系統群に分かれた。NJ法を用いた分
子系統樹でも UPGMA法による分子系統樹と同様にタ
イスアゲハ族 2種の近縁性，そしてウスバシロチョウと

アゲハチョウ亜科の近縁性が示唆された。アゲハチョウ
亜科の分岐パターンは，まずアオスジアゲハの系統が分
岐し，次にアゲハの系統が分岐した後，ジャコウアゲハ
の系統とその他 2種の系統が分岐する結果が得られた。
　UPGMA法と NJ法により作成した 2つの分子系統樹
の違いは以下の 2点である。すなわち，（1） ジャコウア
ゲハのクラスターの系統的位置が，UPGMA法ではアゲ
ハのクラスターと近縁なのに対し，NJ法ではウスバシ
ロチョウ・カラスアゲハ・モンキアゲハのグループと近
縁である。（2） アオスジアゲハの系統の分岐の位置が，

UPGMA法では，キアゲハ・アゲハ・ジャコウアゲハの
共通祖先と分岐しているのに対して，NJ法ではウスバ
シロチョウ・アゲハチョウ族・ジャコウアゲハの合計 5
種の共通祖先と分岐する結果となった。
　図 3は，UPGMA法と NJ法の 2つの分子系統樹で共
通して得られた結果をまとめたコンセンサス系統樹であ
る。この系統樹は樹形のみを考慮したものであり，枝長
は遺伝的分化の程度を示していない。UPGMA法と NJ
法ではそれぞれ 6の単系統群がみられたが，コンセンサ
ス系統樹においてはそのうちの 4つの単系統群が再現さ
れた。コンセンサス系統樹を現在の分類体系（Igarashi, 
1984）と比較すると以下のようになる。すなわち，一致
点は（1） タイスアゲハ族 2属 2種は単系統である。（2）
別族に分類されているアオスジアゲハは，アゲハチョウ
亜科のなかでは系統的に異なる特異な種である。一方，
相違点は（1） ウスバアゲハ亜科は単系統群ではない。（2）
アゲハチョウ族は単系統群ではないという点であった。

表 2．アゲハチョウ科 8種における遺伝的変異

GsAcbMhPxAtaPagLjSm指　　標

35

  1.48

35.5

15.7

16.4

35

  1.46

39.3

16.1

17.5

35

  1.29

20.8

 7.3

 8.4

35

  1.78

62.5

24.0

23.2

35

  1.46

42.3

13.7

17.8

35

  1.29

28.6

17.1

11.0

35

   1.52

42.9

19.0

16.7

35

  1.29

28.6

22.2

12.7

分析した酵素遺伝子座の数

1遺伝子座あたりの対立遺伝子数（A）

多型的遺伝子座の割合（P）（％）

平均へテロ接合体率（観察値：Hobs）（％）

平均へテロ接合体率（期待値：Hexp）（％）

（種名は略称で示した）

表 3．アゲハチョウ科 8種間の遺伝的類似度 （I） （斜め上半分） と遺伝的距離 （D） （斜め下半分）

GsAcbMhPxAtaPagLjSm

0.358

0.325

0.339

0.381

0.476

0.347

0.410
－

0.453

0.334

0.426

0.480

0.496

0.543
－

0.892

0.209

0.244

0.455

0.375

0.415
－

0.661

1.058

0.314

0.414

0.307

0.414
－

0.879

0.701

0.742

0.375

0.246

0.294
－

0.882

0.981

0.734

0.965

0.315

0.371
－

1.224

1.181

0.787

0.853

1.082

0.344
－

0.992

1.402

0.882

1.411

1.097

1.124

－

1.067

1.155

0.981

1.158

1.565

0.792

1.027

Sm

Lj

Pag

Ata

Px

Mh

Acb

Gs
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考　　　　察

集団内の遺伝的変異
　表 2に示した 4種類のパラメータは，いずれも集団内
に保有されている遺伝的変異の程度を表す尺度である。
すなわち 1遺伝子座あたりの対立遺伝子数（A），多型的
遺伝子座の割合（P），平均ヘテロ接合体率の観察値
（Hobs）と期待値（Hexp）である。鱗翅類 68分類群で
これまでに報告されている Hexpの平均値は 14％で，今
回の数値は，これらと同等の値であった。本研究で分析
したアゲハチョウ科 8属 8種の中では，アゲハが最も高
い遺伝的変異を示し，モンキアゲハがやや低い変異性を
示した。
　多様な生物における平均ヘテロ接合体率のデータが蓄
積するにつれ，多くの研究者が遺伝的変異の程度に影響
を与える要因について報告している。そのうち，相関関
係が明らかになっている要因の一つに，生物集団の大き
さ（population size）がある。Nei（1983）と Nei and Graur
（1984）は，77の生物種について Hexpと集団サイズと
の相関関係を詳細に分析し，それらの間に有意な正の相
関関係があると報告した。これは，集団サイズが大きく
なるほど，より多くの遺伝的変異（大半が中立突然変異）
を集団内に保有できるためである。本研究で得られた
Hexpにみられる差も種の集団サイズの差を反映してい
る可能性が高い。つまり，アゲハ集団は大きく，モンキ
アゲハ集団は集団サイズが小さいことが示唆される。し

かし，現在棲息数が減少しているギフチョウ集団の遺伝
的変異が平均的な数値（Hexp=16.7％）であったことは，
集団サイズ以外の他の要因も考慮しなければならないだ
ろう。

系統樹の作成
　Nei（1972）の遺伝距離（D）から，UPGMA法と NJ
法を用いて分子系統樹を作成した。Nei et al.（1983）は，
より正確な分子系統樹を作成するためには，距離尺度に

Nei（1972）の Dを用い，系統樹作成法は UPGMA法を
用いた方が良いと報告している。これは，Dがアロザイ
ム分析によって検出できるアミノ酸置換数を測定するた
めに考案されたものであること，そしてUPGMA法は種
の分子系統樹を作成するために考案されたものであると
ともに，遺伝距離を平均化するという操作によって遺伝
距離の誤差が減少するという利点があるためである。ま
た，根井（1990）は，近年考案された NJ法の利点が高
いことを考慮し，UPGMA法と NJ法の両方で相同な樹
形が得られれば，その分子系統樹はかなり信頼性が高い
と報告している。UPGMA法と NJ法で異なった樹形が
得られた場合には，それらの相違点のどちらがより確か
なものかを決定することは一般に困難であるが，そのよ
うな場合には，2つの樹形の共通点を総合して作成した
コンセンサス系統樹が高い信頼性をもつ。本研究では，

UPGMA法と NJ法の分子系統樹の樹形がいくつかの点
で異なっていたため，アゲハチョウ科 8属 8種の系統類

松村・五十嵐・松岡
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図 1． UPGMA法により作成したアゲハチョウ科
8種の分子系統樹。

Sm

Lj

Pag

Acb

Mh

Ata

Px

Gs

0.505

0.054

0.539

0.065

0.477

0.160

0.102

0.064
0.407

0.5090.038

0.356
0.039

0.384

図 2． NJ法により作成したアゲハチョウ科 8種の
分子系統樹。



5

縁関係については図 3のコンセンサス系統樹に基づいて
考察する。
　アゲハチョウの細胞遺伝学的研究から，日本産アゲハ
チョウ科各種の染色体数（n）はウスバシロチョウ属 3
種が n=29，キアゲハが n=31，アオスジアゲハが n=20
なのを除いて，その他の種は全て n=30である（斎藤，

1988）。本研究の結果は，染色体レベルの知見とよく一
致している。すなわち，ウスバシロチョウは，その系統
が分岐してからの枝長が長く（UPGMA法と NJ法の平
均でD=0.445），このグループを別亜科とする分類システ
ムを支持するものである。また，アオスジアゲハは外部
形態も他のアゲハチョウ亜科の種とは大きく異なってお
り，アオスジアゲハもその系統が分岐してからの枝長が
長く（UPGMA法と NJ法の平均で D=0.400），本種をア
ゲハチョウ亜科内でアオスジアゲハ族として分類学上区
別するのは妥当な分類体系であると考えられる。

族（Tribe）間の系統類縁関係
　日本列島には，ウスバシロチョウ族は 1属 3種，キシ
タアゲハ族は 2属 2種，アオスジアゲハ族は 1属 2種が
棲息しているが，本研究ではこれら 3族からは代表種を

1種ずつ分析した。従って，これら3種は3族を代表して
いるものとした。Ford（1944）は，成虫および幼虫期の
形態学的比較に加えて，幼虫の食性，成虫の鱗粉色素の
化学的性質などの比較研究から世界に産するアゲハチョ

ウ科の総合的な分類体系を提唱した。彼は日本産アゲハ
チョウ科の亜科として，アゲハチョウ亜科，ギフチョウ
亜科，ウスバシロチョウ亜科の 3亜科を設けた。このギ
フチョウ亜科は現在のタイスアゲハ族に，ウスバシロ
チョウ亜科は現在のウスバシロチョウ族にそれぞれ相当
するものであり，現在の Ackery et al（1998）の分類体
系では，これら 2亜科はウスバアゲハ亜科としてまとめ
られている。Ford（1944）はそれら 3亜科を独立した系
統群と考えており，亜科間の近縁関係については示唆し
ていない。
　その後，白水（1955）は Ford（1944）の分類体系を変
更してアゲハチョウ科の系統類縁関係について新たな分
類体系を提唱した。ここでもアゲハチョウ亜科，ギフ
チョウ亜科，ウスバシロチョウ亜科の 3亜科を設けた
が，最も大きな変更点はギフチョウ亜科とウスバシロ
チョウ亜科をより近縁なグループであると解釈した点で
ある。白水（1955）が両亜科が近縁であると考えた根拠
は，それらの雄性外部生殖器の形態学的類似性と，ウス
バシロチョウ亜科のシリアアゲハ属（Archon）がギフ
チョウ亜科の形質も兼備している点である。また，

Munroe（1960）も白水（1955）と同様な理由で両亜科を
一つの亜科に再分類した。
　本研究の結果では，タイスアゲハ族が系統的に独立し
たグループであること，そしてウスバシロチョウがかな
り遺伝的に分化を遂げていることが示された。この結果
は，両グループを独立した系統であると考えてた Ford
（1944）の分類体系とよく一致する。
　本研究では，アゲハチョウ族が 3つの系統に分かれ，
キシタアゲハ族はそのうちの 1つの系統に近縁であっ
た。つまり，アロザイム分析からはアゲハチョウ亜科を

3族に分類することは妥当ではないと考えられる。また
アオスジアゲハ族は比較的独立した系統群であることが
示唆されたが，その分岐の位置は明確にされなかった。

Munroe（1960）は，アゲハチョウ科の中でもアゲハチョ
ウ亜科の分類が最も困難であると述べており，今後この
亜科のさらなる系統分類学的研究が望まれる。

属間の系統類縁関係
　日本産アゲハチョウ科は，タイスアゲハ族とキシタア
ゲハ族がそれぞれ 2属を含む他は，1族につき 1属の分
類である。本研究ではキシタアゲハ族のベニモンアゲハ
（Pachliopta aristolochiae interposita）を分析していない
ため，タイスアゲハ族のホソオチョウ属とギフチョウ属
間の系統類縁関係を分析した。
　タイスアゲハ族は日本産の 2属の他に，タイスアゲハ
属（Parnalius），シボリアゲハ属（Bhutanitis）の 2属が
ユーラシア大陸と北アフリカに分布している。Ford
（1944）は，以上の 4属を形態学的観点から，ギフチョウ
属・タイスアゲハ属の系統と，ホソオチョウ属・シボリ
アゲハ属の 2つの系統に分化していると考えた。ただ
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図 3． アゲハチョウ科 8種のコンセンサス系統樹。
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し，その分化の程度は別族に分類する程ではないと述べ
ている。それに対し，白水（1955）は蛹と雄性外部生殖
器の形態学的類似性から Ford（1944）の 2系統説に異論
を唱えた。本研究の結果は，ホソオチョウ属とギフチョ
ウ属は遺伝的分化の程度がかなり高く，分子系統樹にお
いても両者は系統的に異なる属であることを明らかに示
した。この 2属の高い遺伝的分化は，Ford（1944）の 2
系統説を支持する。

要　　　　約

　日本産アゲハチョウ科 8属 8種の系統類縁関係をアロ
ザイム分析により調査した。分析した種はウスバアゲハ
亜科タイスアゲハ族のホソオチョウ，ギフチョウ，同亜
科ウスバシロチョウ族のウスバシロチョウ，アゲハチョ
ウ亜科キシタアゲハ族のジャコウアゲハ，同亜科アゲハ
チョウ族のアゲハ，モンキアゲハ，カラスアゲハ，同亜
科アオスジアゲハ族のアオスジアゲハの 8属 8種であ
る。17酵素のアロザイム分析から 35遺伝子座が検出さ
れた。35 遺伝子座における対立遺伝子頻度から，Nei
（1972）の遺伝的距離（D）と遺伝的類似度（I）を算出
し，8属 8種間の遺伝的分化の程度を推定した。その結
果，8種間で最も近縁関係にあるのはカラスアゲハとモ
ンキアゲハであり，最も遠縁なのはホソオチョウとモン
キアゲハであった。次に，8属 8種間の系統類縁関係を
調査するため，遺伝的距離（D）から UPGMA法と NJ
法を用いて分子系統樹を作成した。その結果，（1） タイ
スアゲハ族の 2種（ホソオチョウとギフチョウ）は単系
統である。（2） アゲハチョウ科 8属 8種の中で外部形態
が特殊化しているアオスジアゲハはやはり分子レベルか
らみても遺伝的分化の程度が高い。（3） アゲハチョウ族
の 3種（アゲハ，モンキアゲハ，カラスアゲハ）間の系
統類縁関係は外部形態から推定されるものと，よく一致
した。（4） 一方，ウスバシロチョウの系統的位置付けは
現在の分類体系とは異なり，ウスバシロチョウは，同じ
亜科に分類されているタイスアゲハ族と系統的に近縁で
はないことが示唆され，本属の分類学的再検討が望まれ
る。
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ABSTRACT

　　The phylogenetic relationships among eight genera of the family Papilionidae（Lepidoptera）from Japan 

were studied by allozyme analysis of 17 different enzymes. Eight species adopted were Papilio xuthus, 

Achillides bianor, Menelaides helenus, Parnassius glacialis, Luehdorfia japomoca, Atrophaneura alcinous, 

Graphium sarpedon and Sericinus montela. From the allozyme variation in 35 genetic loci scored, the Nei’ s 

genetic distances between eight species of the Papilionidae were calculated and the molecular phylogenetic 

tree for eight species of the Papilionidae were constructed by UPGMA and NJ-methods. The phylogenetic 

trees indicated the followings:
（1） The two species（Sericinus montela and Luehdorfia japonica）of tribe Zerynthiini were monophyletic.
（2） Among eight species of the Papilionidae, Graphium sarpedon of special morphological characters was 

genetically differentiated from other seven species at allozyme level.
（3） The phylogenetic relationships among three species of the tribe Papilionini were well consistent with 

that inferred from the morphological study.
（4） The phylogenetic positions of Parnassius glacialis was inconsistent with the taxonomic system adopted 

widely by many workers: P. glacialis was not closely related with the member of Zerynthiini-group of 

the same subfamily Parnassiinae.

  �������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 1 － 8, 2005
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Introduction

　　Since the technique of enzyme electrophoresis was introduced into population genetic studies, many 

workers have reported the levels of genetic variation observed in various groups of organisms.　However, 

biochemical surveys of genetic variation in marine invertebrates have been limited when compared with 

those in other animals such as insects or mammals.
　　The present author has been studying the molecular phylogeny of echinoids and asteroids of 

echinoderms（eg. Matsuoka, 1987; Matsuoka and Hatanaka, 1991; Matsuoka and Suzuki, 1989; Matsuoka et 

al., 1994） . In addition to the serial biochemical systematics of echinoderms, I reported on the population 

genetic studies of echinoderms which survey the genetic variation within populations by using allozyme 

analysis.　Such studies would provide basic information  to clarify the maintenance mechanism of genetic 

variation within populations of echinoderms.    Echinoderms are in some respects well suited for population 

genetic studies. Many species are abundant and form large dense populations which can be sampled 

extensively without disturbing their natural population densities.　Furthermore, as many species have 

broad geographical distribution, we can study the difference in the extent of genetic variation among local 

populations of one species and the population genetic factors that  produce the differences.　Fortunately, 

the seas around Japan are diversified in biogeochemical conditions and the marine fauna, and have been 

well known to be a rich yield for marine invertebrates.　In particular, the echinoderm fauna is very 

abundant and in echinoids the number of endemic species and genera from the Japanese waters are greatest 

in the world（Shigei, 1974） . Therefore, we have good conditions for undertaking the studies to clarify the 

genetic structure of natural populations of echinoderms.
　　Though the asteroids and echinoids have been used extensively as experimental animals in the fields of 

developmental biology and biochemistry, the population genetic study is much backward when compared 

with other experimental animals such as insects （Drosophila）and mammals.　Recently, the molecular 

phylogenetic study indicated that the echinoderms are closely related to vertebrates（Miyata, 1994） . Namely, 

the echinoderms are on the key position in the animal evolution.　As the population genetic study is closely 

related to the evolution, it would provide valuable information for elucidation of evolution to examine how 

much genetic variation has accumulated within echinoderm populations by using allozyme analysis.　In the 

present population genetic studies, the author chose the two starfish species, Acanthaster planci of the 

family Acanthasteridae and Echinaster luzonicus of the family Echinasteridae as target species.　These two 

starfish are found in shallow water of subtropical seas of Ryukyu Islands（Okinawa）in Japan.　It is famous 

Genetic variation in two starfish,
Acanthaster planci and Echinaster luzonicus,

from Okinawa

Norimasa MATSUOKA

Division of Molecular Evolution, Faculty of Agriculture & Life Science,
Hirosaki University, Hirosaki 036-8561, Japan

（Received for publication September 7, 2005）
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that A. planci is the poisonous starfish and destroys the coral reef by eating the polyps of corals.　On the 

other hand, E. luzonicus shows extensive intraspecific variation in body color.
　　In this paper, I report on the results of allozyme study designed to estimate the degree of genetic 

variation  and genetic differentiation in the two starfish, Acanthaster planci and Echinaster luzonicus from 

Ryukyu Islands （Okinawa）in southern Japan, and compare the data with those of other echinoderms 

reported previously.　Further, I would like to discuss about the maintenance mechanism of protein 

polymorphism in echinoderms.

Materials and Methods

　　The two starfish species, Acanthaster planci and Echinoaster luzonicus were collected from the coasts of 

Seragaki in Onnamura of Okinawa Pref. by scuba diving and snorkering.　Immediately after collection, the 

pyloric caeca were cut off from living specimens and frozen in dry ice.  They were then transported to my 

laboratory of Hirosaki University, where they were stored at -40℃until being analysed.　The number of 

individuals used in allozyme analysis was three for A. planci and 12 for E. luzonicus.　As A. planci is 

poisonous and dangerous starfish, it was much difficult to collect by scuba diving and snorkering, and thus 

the number of specimens was small. Allozyme analysis was performed on 7.5％ polyacrylamide gel by the 

method described in Matsuoka and Hatanaka （1991） .　About 0.2g pyloric caeca was individually 

homogenized with 3 vols. of 20mM phosphate buffer containing 0.1M KCl and 1mM EDTA （pH 7.0）by 

using Potter-Elvehjem type homogenizer in an ice water bath.　The tissue extract was centrifuged at 

10,000 rpm at 5 min and the clear supernatant was used for enzyme electrophoresis.　Electrode buffer was 

Glycine-tris buffer, pH 8.3.　After electrophoresis, the following 11 different enzymes was analyzed: malate 

dehydrogenase（MDH） , nothing dehydrogenase （NDH） , xanthine dehydrogenase （XDH） , glucose-6-

phosphate isomerase（GPI） , hexokinase （HK） , superoxide dismutase （SOD） , aspartate aminotrasferase
（AAT） , alkaline phosphatase （ALK） , peroxidase （PO） , esterase （EST） and leucine amino peptidase （LAP） . 

Allozyme analysis was conducted as described in Matsuoka and Hatanaka （1991） .

Results and Discussion

　　Thirty five genetic loci were detected from the allozyme variation observed in 11 enzymes. Of 35 loci 

scored, the following nine loci were polymorphic（Mdh-2, Hk, Po-3, Po-4, Est-1, Est-3, Est-6, Lap-1 and Lap-

6） . From the allele frequencies data in 35 genetic loci, the author calculated the extent of genetic variation 

within  populations of the two starfish.　The results are summarized in Table 1. As shown in this table, the 

number of alleles per locus  （A） was 1.13 and 1.26, the proportion of polymorphic loci  （P）12.5％ and 

Table 1. Genetic variation and genetic differentiation in two starfish species, 
Acanthaster planci and Echinaster luzonicus from Ryukyu Islands

ElApParameter

11   
35   
 1.26
22.9  
 9.3  

11     
35     
1.13  
12.5   
6.1  

No. of enzymes analysed
No. of genetic loci scored
No. of alleles per locus （A）
Proportion of polymorphic loci （P） （％）
Expected average heterozygosity （H） （％）

0.417
0.875

Genetic identity （I）
Genetic distance （D）

Ap : A. planci,  El : E. luzonicus
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22.9％ , and the expected average heterozygosity per locus （H）6.1％ and 9.3％ for A. planci and E. 

luzonicus, respectively.
　　In parallel with the molecular phylogenetic studies of echinoderms, I have reported on the extent of 

genetic variation within populations of various echinoderm species.  It is valuable to compare the extent of 

genetic variation in two starfish species studied here with those observed in other echinoderm populations. 

Table 2 summarizes the values of the average heterozygosity per locus（H）in various echinoderms reported 

previously and those of the two starfish, A. planci and E. luzonicus in this study. The echinoderm species 

shown in this table are divided into two large groups: one is those living in shallow water and the other 

those in deep-sea water. Table 2 indicates that the asteroids from shallow water have the lower genetic 

variability than the echinoderms from deep-sea. The average heterozygosity per locus（H=6.1％ , 9.3％） 

in the two starfish examined in this study were comparable to H values of other echinoderm species living 

in shallow water as well as the two asteroids, but considerably lower than those of echinoderms from deep-

sea.　In addition to asteroids, we reported the genetic variation within various echinoids from Japanese 

waters（Matsuoka, 1987; Matsuoka and Suzuki, 1989; Matsuoka, 1989） . According to it, all of 13 species 

belonging to four different families of the order Echinoida and four species of the order Diadematoida  from 

shallow water showed the low genetic variability. For example, Toxopneustes pileolus of the family 

Toxopneustidae was H=0.9％ , Strongylocentrotus nudus of the Strongylocentrotidae H=2.6％ , Echinometra 

mathaei of the Echinometridae H=1.5％, and Diadema setosum of the Diadematidae H=3.5％. Similar results 

have also been observed in some marine invertebrates other than echinoderms （Valentine and Ayala, 1978）.
　　To explain the difference of genetic variation in marine invertebrate populations from different 

Table 2. Genetic variation in various starfish populations

Source　　　Species  ���������Average heterozygosity （H）

a
a
a
a
a
b
b
c
c
c
c

present study
present study

d
e
e
e
e

f

g
h
h

 2.9
 8.7
 3.3
 3.8
0
 4.1
 2.3
 7.6
 8.5
 6.4
 5.9
 6.1
 9.3

16.7
14.4
10.1
10.8
19.5

17.0

14.0
22.4
27.7

（1） Shallow water echinoderms
Class Asteroidea
　Asterina pectinifera
　Asterina batheri
　Asterina coronata japonica
　Asterina pseudoexigua pacifica
　Asterina minor
　Asterias forbesi
　Asterias vulgartis
　Asterias amurensis
　Coscinasterias acutispina
　Aphelasterias japonica
　Plazaster borealis
　*Acanthaster planci
　*Echinaster luzonicus

（2） Deep-sea echioderms
Class Asteroidea
　Distolasterias nippon
　Myxoderma sacculatum ectenes
　Pteraster jordani
　Diplopteraster multiples
　Nearchaster aciculosus
Class Ophiuroidea
　Ophiomusium lymani
Class Echinoidea
　Prionocidaris baculosa
　Asthenosoma ijimai
　Asthenosoma ijimai R.

a=Matsuoka （1981） , b=Schopf and Murphy （1973） , c=Matsuoka et al.（1994） , 
d=Matsuoka et al.（1993） , e=Ayala et al.（1975） , f=Ayala and Valentine （1974） , 
g=Matsuoka and Inamori （1999） , h=Matsuoka et al.（2004）
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environments, several predictions were proposed until now.　Ayala and Valentine（1974）suggested that 

marine invertebrates from trophically stable environment such as deep-sea water generally show higher 

genetic variation than those from trophically unstable environment such as shallow water in temperate 

latitudes.　Namely, populations in trophically unstable environment would be selected, and  the population 

size becomes smaller and the founder effect begins to act for the population.　The founder effect decreases 

the extent of genetic variability in population.　Their prediction is based on the natural selection theory, 

but it can also be explained by the neutral theory.　Kimura（1983）stated in his neutral theory that most 

mutations at molecular level are selectively neutral and most of the remainnings mildly deleterious. 

Therefore, the latter mildly deleterious genes would be selected in unstable environment such as shallow 

water in temperate latitudes.　On the other hand, in more stable environment such as deep-sea water, some 

of such mildly deleterious genes can function and may be maintained in populations.　As a result, the 

extent of genetic variation in marine invertebrates from unstable environment such as shallow water would 

become lower than that from stable environment such as deep-sea water.　The prediction of Ayala and 

Valentine（1974）seems not to be contradictory to the neutral theory of Kimura（1983） .
　　From the extensive allozyme studies in various organisms, several workers noted that small 

populations have lower heterozygosity than  large populations.　For example, Selender et al.（1971） 

reported that the Santa Rosa Island（off the Gulf Coast of the Florida panhandle）population of Peromyscus 
polionotus of which the population size is known to be of the order of 12,000, showed much lower 

heterozygosity（H=1.8％）than the Florida population（H=8.6％） .　The cave populations（200-500 

individuals）of the characid fish Astyanax mexicanus in Mexico also showed a very low heterozygosity when 

compared with the nearby surface population（Avise and Selender, 1972） .　One of the most extreme 

examples of low heterozygosity is that of the cheetah, the fastest running land animal of the carinivores. 

The population size of the species has been estimated to be from 1,500 to 25,000.　O’ Brien et al.（1985） 

examined 52 electrophoretic loci for 55 individuals, and they discovered that the cheetah has no genetic 

variability. It is interesting to see that this highly evolved animal species has little genetic variability.　Nei
（1983）and Nei and Graur（1984）examined the relationship between average heterozygosity and population 

size for 77 different species.　As a result, they found a positive correlation between heterozygosity and 

population size.　Putting these data together, I would like to propose that the difference in the extent of 

genetic variation between invertebrates from shallow water and those from deep-sea is closely related to 

their population size.　Namely, it would be well expected that the population size of invertebrates from 

deep-sea is much larger than that from shallow water, and thus marine invertebrates of the large population 

size from deep-sea can maintain higher genetic variability than those of the small population size from 

shallow water.
　　As evident from Table 2,  several workers reported until now that  deep-sea echinoderms have higher 

genetic variation than shallow water species: The starfish, Distolasterias nipon from deep-sea of Mutsu Bay 

in Aomori Pref. of northern Japan showed considerably high genetic variation（H=17％）（Matsuoka et al., 

1993） . Additionaly, the primitive echinoid, Prionocidaris baculosa, of the order Cidaroida from deep-sea had 

high genetic variation（H=14.0％）（Matsuoka and Inamori, 1999） .　Ayala et al.（1975）reported that all 

of four starfish species from deep-sea water showed high genetic variation（H=10-20％） .　Further, Ayala 

and Valentine（1974）found that the ophiuropid, Ophiomusium lymani from deep-sea also showed the high 

genetic variation（H=17％） .　 More recently, we reported the allozyme study demonstrating that the 

echinothurioid, Asthenosoma ijimai, from Japanese waters consists of two distinct species : one is A. ijimai 

from Sagami Bay in Honsyu and the other A. ijimai R. from Rykyu Islands（Okinawa）（Matsuoka et al., 

2004） .　　The two echinothurioids, A. ijimai and A. ijimai R.　are deep-sea species and both of them 

showed the high genetic variation（Table 2） .
　　With respect to the difference of genetic variation in echinoderms from shallow water and deep-sea, 

N. MATSUOKA
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Kimura（personal communication）who proposed the neutral theory（Kimura, 1983）suggested that the 

echinoderm species from deep-sea would have larger population size than those from shallow water, and 

thus the larger population size make it possible to hold the higher genetic variation within populations.　In 

order to confirm the difference of genetic variation between shallow water and deep-sea echinoderms, 

further extensive population genetic studies in various marine invertebrates from different environments 

would be  required.
　　Gojobori（1982）examined the relationship between the enzyme groups and heterozygosity by using 

data on 20 different enzymes from 14 Drosophioa species, 14 Anolis species and 31 other species.　As a 

result, he found that enzymes with various functional constraints tend to have low heterozygosity.　The 

present study showed that esterase（EST）or peroxidase（PO）of non-specific enzymes are more variable 

than dehydrogenases of higher substrate-specificity.　These findings support the neutral theory of Kimura: 

the more strictly functional constraints would decrease the neutral regions of the molecules and the 

probability of amino acid replacement being selective neutral becomes smaller for enzymes with strictly 

functional constraints.
　　To estimate the degree of genetic differentiation between the two starfish species studied here, I 

calculated the genetic identity（I）and genetic distance（D）from allele frequencies data by the method of 

Nei（1972） .　As a result,　the genetic identity was I=0.417 and the genetic distance was D=0.875. 

Previously, we reported the phylogenetic relationships among five asteroid species of  the family Asteriidae 

by allozyme analysis（Matsuoka et al., 1994） . Table 3 summarizes the I and D values obtained between  the 

five asteroids and the present data.  As evident from this table, the I and D values between A. planci and E. 

luzonicus were comparable to those obtained between asteroids of different genera. 　As described in 

Matsuoka and Sugiyama（2005） , Thorpe （1982）examined the relationship between the taxonomic rank 

and genetic identity in various organisms and prepared the figure showing the positive correlation between 

them.  According to the figure, the range of genetic identity （I）in each taxonomic rank is as follows: 

conspecific local populations are I=0.9-1.0, closely related species of the same genus I=0.7-0.89, distinct 

species of the same genus I=0.5-0.7, and different genera of the same family I=0.2-0.49.  When compared the 

present data with his figure, the I value（I=0.417）between A. planci and E. luzonicus was comparable to 

those observed between different genera in many other animals.　The traditional taxonomic system that the 

Table 3. Genetic identities（I）and genetic distances（D）between 
different genera of asteroids

DIPairs

0.744
0.835
0.726
0.514
0.837
0.681
0.924
0.914
0.994
1.022

0.875

0.475
0.434
0.484
0.598
0.433
0.506
0.397
0.401
0.370
0.360

0.417

A. amurensis vs Ap. japonica

A. amurensis vs C. acutispina

A. amurensis vs D. nipon

A.amurensis vs P. borealis

Ap. japonica vs C. acutispina

Ap. japonica vs D. nipon

Ap. japonica vs P. borealis

C. acutispina vs D. nipon

C. acutispina vs P. borealis

D. nipon vs P. borealis

*A. planci vs E. luzonicus

The data except A.planci and E.luzonicus were quoted from 
Matsuoka et al.（1994） .  The genus names are that A: Asterias, 
Ap: Aphelasterias, C: Coscinasterias, D: Distolasterias and P: 
Plazaster.

Genetic variation in starfish
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present two asteroids should be classified into two different genera is consistent with the present allozyme 

study.
　　In comparison between allozyme analysis and mtDNA analysis, Nei（1987）suggested that the 

resoloving power of mtDNA is not necessarily higher than that of allozymes. 　This is particular so when 

the restriction enzyme technique is used.　 According to the estimation of Nei（1987） , electrophoresis is 

expected to survey about 100 nucleotides per locus. If we examined 30 loci by electrophoresis, it is 

equivalent to studying 3,000 base pairs at mtDNA level.　 Therefore, the resolving power of allozyme 

analysis is not lower than mtDNA analysis which has been using extensively until now. 　Murphy et al.

（1996）claimed that in phylogenetic and population genetic studies many molecular characters should be 

used and that the enzyme loci at allozyme analysis are the important molecular characters.　The number of 

molecular characters adopted in protein electrophoresis is more enough than that of mtDNA study. 

Although protein electrophoresis is one of the traditional methods, it is one of  powerful techniques for 

estimating genetic variation within population and genetic differentiation between related taxa.
　　In conclusion, I would like to propose that the shallow water echinoderms tend to show lower genetic 

variability than those from deep-sea and that the degree of genetic variability within populations is closely 

related to the population size.

Abstract

　　Enzyme polymorphism was studied in the populations of two tropical starfish species, Acanthaster 

planci of the family Acanthasteridae and Echinaster luzonicus of the Echinasteridae from Ryukyu Islands
（Okinawa） in Japan by allozyme analysis of 11 different enzymes.  In 35 genetic loci scored, the proportion 

of polymorphic loci（P）was 12.5％ and 22.9％, the average heterozygosity per locus（H）was 6.1％ and 

9.3％ , for A. planci and E. luzonicus, respectively. These values were comparable to those observed in 

many other asteroids and echinoids living in shallow water as well as the two starfish studied here, and 

lower than those of echinoderms from deep-sea. The author suggested that the extent of genetic variation is 

closely related to the population size:Echinoderms from deep-sea have large population size, and thus they 

can maintain high genetic variability within population. Furthermore, the substrate specific enzymes
（dehydrogenases）of strict functional constraints showed the lower genetic variability than the non-specific 

enzymes such as esterase（EST）or peroxidase（PO）of weak functional constraints. The result is consistent 

with the neutral theory of Kimura. The genetic identity（I）and genetic distance（D）between the two starfish 

species were I=0.417 and D=0.875.　 These values were comparable to those obtained between different 

genera in other asteroids and many animal groups. The maintenance mechanism of genetic variation in 

echinoderm populations was discussed in some detail from the viewpoints of population genetics and the 

neutral theory with putting the allozyme data  of echinoderms obtained until now together.
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　海産無脊椎動物の集団内に存在する遺伝的変異の保有
機構に関しては，報告例が少なく未だ不明な点が多い。
著者は，インド・西太平洋の熱帯・亜熱帯海域のサンゴ
礁に生息している棘皮動物ヒトデ類・オニヒトデ科のオ
ニヒトデ（Acanthaster planci）と，ルソンヒトデ科のル
ソンヒトデ（Echinuster luzonicus）の沖縄集団の遺伝的
変異を，アロザイム分析により調査した。その結果，11
酵素で検出された 35酵素遺伝子座において，多型的遺
伝子座の割合（P）は，オニヒトデで 12.5％，ルソンヒ
トデで 22.9％であった。また平均へテロ接合体率（H）
は，オニヒトデで 6.1％，ルソンヒトデで 9.3％であっ
た。これらの数値は，深海産の棘皮動物で報告されてい
る値よりかなり低いものであり，浅海産の棘皮動物での
数値と同等の値であった。これまでの一連の棘皮動物

（ウニ類・ヒトデ類）の集団遺伝学的研究から，深海産の
棘皮動物は高い遺伝的変異を示すが，浅海産の棘皮動物
は低い変異性を示す。これは集団サイズの大小と密接に
関係していると推察された。また機能的制約の強弱と酵
素多型の程度の関係を調べた結果，機能的制約の強い基
質特異性の高い酵素（脱水素酵素群など）は，非特異的
酵素であるエステラーゼ（EST）やパーオキシダーゼ
（PO）などより遺伝的変異が低い傾向にあった。この結
果は中立説と一致する。また 2種の遺伝的分化の程度を
示す遺伝的距離（D）は D=0.875であり，他の棘皮動物
での数値と比較した場合，別属間で観察される値と同等
な D値であった。

棘皮動物ヒトデ類のオニヒトデとルソンヒトデ集団における遺伝的変異

松　岡　教　理

弘前大学農学生命科学部分子進化学研究室

N. MATSUOKA
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緒　　　　言

　従来の育種法に代って細胞工学的育種法が注目されて
いる。この技術を用いた育種では多くの場合培養細胞が
用いられる。しかし，この培養細胞やそれからの再分化
個体には多くの突然変異が高頻度で生じることが報告さ
れてきた（9，14）。このような植物細胞培養中に生じる変
異はソマクローナル変異と呼ばれる （16）。これは細胞培
養技術を必要とする育種において大きな障害となる。一
方では，有益なソマクローナル変異を逆に育種に利用す
ることも出来る。従来の突然変異育種では化学的変異原
である EMS（ethylmethane sulfonate），NMU（nitro-
somethyl urea）等や物理的変異原である X線，γ線等
が多く用いられてきた。しかし，ソマクローナル変異と
変異原を用いた突然変異の間にどのような違いが存在す
るのか未だ不明な点が多い。これらの違いを検討するた
めにはソマクローナル変異に関する調査だけでなく，突
然変異原によるものとの比較検討が必要である。そこ
で，イネ（Oryza sativa L．）種子に X線を照射した栽培
品種「つがるおとめ」及び「むつほまれ」の核ゲノム DNA
についてイネのランドマーカーを用いサザンブロット解
析を行いソマクローナル変異と違いがあるかどうか検討
した。

材料及び方法

実　験　材　料
　品種「つがるおとめ」及び「むつほまれ」の種子に半
致死線量の X線（300Gy, LD50）を照射し，生育させた
それぞれの品種 95個体及び 88個体（以下 xTu及び xMu
と記す）を突然変異の解析に供試した。また，6ヶ月培養
したカルスから再分化したそれぞれ 128個体の品種「つ
がるおとめ」及び「むつほまれ」（以下 Tu及びMuと記
す）をソマクローナル変異の解析に供試した。

実　験　方　法
　DNAの抽出
　イネの緑葉 2～ 3 gを乳鉢に入れ，液体窒素で凍結し，
紛状になるまで摩砕した。これに Urea Extraction 
Buffer（0.7 M Urea, 0.35 M NaCl, 0.05 M Tris-HCl, 0.02 
M EDTA, 1％ Sodium N-Lauroyl Salcosinate）を加え，

37℃ で 60分間振とうした。これに phenol : chloroform : 
isoamyl alcohol（25 : 24 : 1）を等量加え，室温，3000rpm，
で 20分間遠心した。得られた上層に 3 M酢酸ナトリウ
ム（pH5.2）を上層の 1 / 10倍量，イソプロパノールを

1.1 倍量加え，－ 80 ℃ で 20 分間静置した後，4 ℃，

3000rpmで 20分間遠心した。上清を捨て，沈殿物に TE
バッファー（10mM Tris-HCl, 1 mM EDTA, pH8.0）を

500 μ l加え，その後，RNase（0.2 μ g / μ l）を 25 μ l加え，

37 ℃ で 1 時間静置し，phenol : chloroform : isoamyl 
alcohol（25 : 24 : 1）を等量加え，室温，14000rpm で

10分間遠心した。得られた上層に 3 M酢酸ナトルウム
（pH5.2）を上層の 1 / 10倍量，イソプロパノールを 1.1
倍量加え，－ 80 ℃で 20分間静置した。その後，4 ℃，

14000rpmで 10分間遠心し，上清を捨て 70％エタノール
で洗浄した。その後，5分間減圧乾燥し，TEバッファー
を 100μ l加え完全に溶解した。

　プローブに用いたランドマーカー
　農林水産省のイネゲノム解読チームより分譲していた
だいたランドマーカーセット 1，セット 2及びニュー
セットのそれぞれ 70，78及び 192クローンをサザンブ
ロット解析に用いた。ランドマーカーセット 1は全てゲ
ノミック DNAクローンで，セット 2及びニューセット
はそれぞれ 23個及び 12個のゲノミック DNAクローン
を含むが，他は全てカルス及び根の cDNAクローンで構
成されている。すなわち，セット全体で 105個のゲノ
ミックDNAクローンと235個のcDNAクローンを含む。
ランドマーカーはそれぞれ特有の塩基配列を有し，イネ

ソマクローナル変異と X線照射による突然変異の
イネランドマーカーによる解析と比較

山田　　誠＊2・盧　　忠恩＊1・倉田　裕介＊3・松永ゆかり＊4・新関　　稔＊1
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ゲノム上での位置が同定されている DNA断片である。
また，ランドマーカー各セットは，その DNA断片をイ
ネ全染色体上にほぼ均一に配置された連鎖地図を構成し
ている。

　サザンブロット解析
　各サンプルの DNA に制限酵素及び制限酵素バッ
ファーを加え，37 ℃ で終夜処理した。制限酵素処理産
物は 1xTAE バッファー（40 mM Tris-acetate, 1 mM 
EDTA, pH8.0）中の 0.8％アガロースゲルで電気泳動し
た。電気泳動したアガロースゲルは，0.4N NaOHによ
り ナ イ ロ ン メ ン ブ レ ン（Hybond-N+ Amersham 
Pharmacia Biotech）へトランスファーした。ナイロンメ
ンブレンを 2xSSC中で 10分振とうし，120℃，20分で

DNA を固定した。作製したナイロンメンブレンを，

Hake’ sハイブリダイゼーションバッファー（6xSSC, 2 
mM EDTA, 10 mM Tris-HCl pH7.5, 5xDenhards, 20 
mM Na phosphate buffer, 1% N-Lauroyal Salcosinate, 
0.2 mg/ml salmon sperm DNA）に浸し，65 ℃，1時間
プレハイブリダイゼーションした。プローブを 25 ng / 
27 μ lに濃度調整し，Random Primerを 10 μ l加え，100
℃ で変性した。Labelling buffer 10 μ l, klenow enzyme 

1 μ l を加え，さらに RI（α-32P）を 25 μ l加えて 37 ℃，

1 時間静置した。ラベルされたプローブ溶液を

1000rpm，2分間遠心し 100 ℃で変性した。プローブ溶
液をハイブリダイゼーションバッファーに加え，18時間
ハイブリダイゼーションした。2xSSC 5 分，2xSSC, 
0.1％ SDS 5分，2xSSC, 0.1％ SDS 10分，0.2xSSC, 
0.1％ SDS 1時間ナイロンメンブレンを洗浄した。イ
メージングプレートで一晩シグナル検出を行い，マック
バス 1000（Fuji Japan）を用いてシグナルを観察した。

　X線照射
　品種「つがるおとめ」及び「むつほまれ」の種子に半
致死線量の 300Gy （HD50）の X線照射した。その後，温
室でワグナーポットに播種し育成した。

実験結果及び考察

　種子に半致死線量（300Gy, LD50）の X線照射による
変異について xTuと xMuそれぞれ 5個体に多型が検出
されたが，出現頻度に品種間差が認められ「むつほまれ」
が「つがるおとめ」より明らかに多かった（表 1）。その
原因は不明である。また，X線照射された個体の DNA

表 1.  イネ種子に X線照射して得られた植物の核 DNAを HindIIIで消化したサザンブロット解析によって出現した
多型の頻度とそのプローブの染色体番号。　X線照射量は 300Gy

C4）B3）A2）C4）B3）A2）

0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
3

1
1
1
1
0
1
1
1
1
0
0
1
1
1
1
1
1
1
1
16

1
1
1
1
3
3
4
4
4
4
6
7
7
9
9
9
10
12
12

　cDNA クローンのプローブ 1）

 R117
 C1370
 R1613
 C250
 R1925
 C944
 C107
 C335
 C734
 C513
 R2171
 C1057
 C213
 R79
 R1751
 C506
 C809
 C901
 C732
 合計

0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
2

1
1
1
1
1
0
1
0
1
1
1
1
1
1
12

1
1
1
2
2
2
2
2
2
6
6
11
12
12

ゲノミック DNA
　クローンのプローブ 1）

 G302
 G165B
 G359
 G275
 G45
 G243
 G365
 G1314B
 G1327
 G329
 G2028
 G111
 G261
 G2140
 合計

1） Gxx, Gxxx及び Gxxxx : ランダムゲノミックDNAクローン , Cxxx及び Cxxxx :カルスの cDNAクローン , Rxx, Rxxx, 
及び Rxxxx : 根の cDNAクローン。

2） 染色体番号。
3） 「むつほまれ」で多型を示した個体数。
4） 「つがるおとめ」で多型を示した個体数。

山田・盧・倉田・松永・新関
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を Hin dIIIで消化したサザンブロット解析の結果，ゲノ
ミックDNAクローンで 14プローブ（13.3％）及び cDNA
クローンで 19プローブ（8.1％）で多型が検出された。そ
の 1例を図 1に示す。cDNAクローンで明らかにゲノ
ミック DNAクローンより多型出現頻度が低いのは，遺
伝子クローンである cDNAで変異が生じた場合，カルス
からの胚発生時や幼植物時に枯死する率が高いためと考
えられる。
　また，xMu-83個体では 18プローブ，xMu-47個体で
は 5プローブで多型が見られた。同じような現象がカル
スからの再分化個体においても観察された。これら特定
の個体に変異が蓄積しても枯死しなかったのは多くの突
然変異が異型接合体であったためと考えられる。また，
多くの変異が特定個体に集中した原因の一つとして，

DNA修復などに関与する遺伝子の変異によることが考
え得る。放射線照射によって DNAの構造変化や DNA
鎖の切断（1本鎖切断，2本鎖切断）等の塩基損傷がお
こること，そしてその塩基損傷の 95％以上を修復出来
る非常に効率のよい修復系が報告されている（12）。こ
のことから特定の個体において DNA修復に関与する遺
伝子が変異することにより，本来の効率的で正確な

DNA修復系に何らかの異常が生じ多数の変異が修復さ
れなかったのではないかと推定される。我々は「つがる
おとめ」及び「むつほまれ」両品種において，Hin dIIIで
消化し 4 個のゲノミック DNA クローン及び 3 個の

cDNAクローンをプローブとしたサザンブロット解析で
カルスからの再分化個体において多型を観察した（表

2）。しかも，各プローブにおいて同じ多型が複数見ら

ソマクローナル変異と X線による突然変異のイネにおける比較

図 1. X線照射した「むつほまれ」のサザンブロット解析における多型。
 ゲノミック DNAを Hin dIIIで消化し，ランドマーカーのゲノミック

DNAクローン G365をサザンブロット解析のプローブとして用いた。
 C-Mu : コントロール。

表 2. Hin dIIIで消化しイネのランドマーカーをプローブとしたサザンブロット解析によって出現した多型とその
プローブの染色体番号

E6）D5）C4）B3）A2）

2
9
2
2

4
1
0

0
2
1
1

2
1
1

14.4
18.2
15.9
 7.4

12.1
14.5
 9.8

12.9
 8.7, 5.2
11.6
 3.8, 3.5, 2.7

 6.5, 5.2, 1.2
 9.8
 5.7

 1
 2
 3
11

 8
 9
11

ゲノミック DNA
　クローンのプローブ 1）

 G54
 G132
 G232
 G24

cDNA
　クローンのプローブ 1）

 R2662
 C570
 C950

1） Gxx及び Gxxx :ランダムゲノミック DNAクローン , Cxxx : カルスの cDNAクローン , Rxxx : 根の cDNAクローン。
2） 染色体番号。
3） コントロールバンドのサイズ（kb）。
4） 多型バンドのサイズ（kb）。
5） 多型を示した「むつほまれ」の個体数。
6） 多型を示した「つがるおとめ」の個体数。
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れ，かつ両品種間でも同じ多型が見られた。さらに，多
型を示したゲノミック DNAクローン G232をプローブ
として用いたサザンブロット解析によって多型が観察さ
れた 3個体において，より詳細なサザンブロット解析を
行った結果，上述のように Hin dIIIによる消化では 3個
体間で同じ多型を示すが，Bam HIによる消化では 3個体
間で多型パターンが異なっていた（図 2）。また，Hin dIII
で消化し，レトロトランスポゾンの Tos17の gag領域を
含む断片をプローブとして用いて行ったサザンブロット
解析で，バンドサイズが G232をプローブとして用いた
ときに観察された余剰の多型バンドのサイズと一致し
た。これらの結果から，Tos17がG232及びその付近に挿
入されたことが示唆された。さらに Tos17には Hin dIII
サイトは存在しないが Bam HIサイトが存在すること，
及び Tos17が転移した 2つのHin dIIIサイト内に Bam HI
サイトが存在し，Bam HI消化で異なる多型パターンを
示すことと関係することが示唆された。以上のことか
ら，G232領域付近のシーケンスを行ったところ，多型の

見られた 3つの個体全てにおいて座は一致しないが，

G232及びその付近に Tos17が挿入されていることが判
明した（図 3）。すなわち G232及びその付近が Tos17転
移のホットスポットであることを意味している。Tos17

のターゲットサイトは 3個体とも異なるが比較的近い座
に挿入されることから，Tos17の転移に関わる何らかの
因子がこの付近に存在することが示唆された。このよう
なホットスポットは G54及び cDNAの R2662クローン
の中あるいはその領域付近にも見いだされた。Tos17は

HIROCHIKA et al.（5）によって発見された内在性 LTR
型レトロトランスポゾンである。非遺伝子領域よりも遺
伝子領域に転移しやすく，その標的領域は，例えば

kinase / resistance遺伝子のような，ある特定のGC含量
領域により選択的に転移することが報告されている（7）。
一方，X線照射においては一つのプローブで複数の同じ
多型が見られることはなく，ホットスポットのような領
域は存在しないと推定された。
　また，X線を照射したことにより，レトロトランスポ

図 2. Hin dIII及び Bam HIで消化し，ゲノミック DNAクローン G232をプローブとした
サザンブロット解析。

 Ni（品種「日本晴」）及び C-Mu, C-Tu : コントロール。

山田・盧・倉田・松永・新関

図 3.  G232で多型を示した個体において Tos17の挿入された G232の中及びその周辺の構造解析。
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ゾン Tos17が活性化されることは現在のところ観察され
ていない。イネに存在する他の転移因子 Tos10 及び
Tos19が培養により活性化されることが報告されている
が（5），これらも X線によって活性化されないかは不明
である。最近では，γ線を照射したイネにおいてトラン
スポゾンの活性化が見られたという報告がある（4）。
　ソマクローナル変異の一つとして DNAメチレーショ
ンパターンの変化が報告されている（10, 11）。また，ソ
マクローナル変異におけるメチレーションパターンの変
化は，メチル化の頻度は増加よりも減少するという報告
もある（8）。そこで X線照射ではどうかを検討した。

xTuと xMuのそれぞれ任意のサンプルから DNAを抽
出し，それらをメチル化感受性の制限酵素 Hpa IIとメチ
ル化非感受性の制限酵素 Msp Iで消化し，任意のプロー
ブでサザンブロット解析を行った。xMu及び xTu各 2
個体を用いて R77及び C970をプローブとしてサザンブ
ロット解析した結果，バンドパターンに変化は見られな
かった（図 4）。しかし，X線照射個体及びコントロール
共に感受性の Hpa IIの方が非感受性の Msp Iよりもサイ
ズの大きいバンドが検出されたことから，そのバンドの
内側に Msp Iで切断され得るメチル化部位が既に存在し
ていたと推定される。また，他に xMuと xTu合わせて

7個体についてメチレーションの検索を行ったが見つか
らなかった。つまり，X線照射による DNAメチル化パ
ターンの変化は上述のソマクローナル変異と比較して起
きにくいと言える。
　これらの結果から，ソマクローナル変異と X線による
変異の特徴はかなり異なることが明らかになった。従来
の変異原と比較して，植物育種におけるソマクローナル

変異利用の有用性について考えてみると，エンドウにお
いてソマクローナル変異は EMS処理による変異よりも
多くの種類の変異体を生じ，遺伝的可変性を高頻度で得
ることが出来ること（3），再生植物体ではリボゾーム

DNAの反復配列等の増幅がみられ，一部は染色体の中
で安定性を持ち後代へ遺伝され，反復配列の頻度変異は
遺伝子型に依存していることなどが報告されているので
（1），変異拡大への利用が期待される。さらに，組織培養
によりレトロトランスポゾン Tos17が活性化されること
を利用したトランスポゾンタギングがイネで成功したと
いう報告があり（2），様々な応用が期待される。

摘　　　　要

　この研究では，イネゲノム解読に用いられたランド
マーカーセット1，セット 2及びニューセットのDNAク
ローンを用いてイネ品種「つがるおとめ」及び「むつほ
まれ」の種子に X線照射して得られた個体，及び培養細
胞からの再分化個体の突然変異をサザンブロット解析で
調査した。　セット 1，セット 2及びニューセットは合わ
せて 105のゲノミックDNAクローンと 235の cDNAク
ローンで構成されている。X線照射で変異を生じた個体
は各品種とも 5個体で同数であったが，特定個体で多く
のプローブで多型が認められ，DNA修復系の異常が推
定された。また，レトロトランスポゾン Tos17の転移や
メチレーションパターンの変化は認められなかった。一
方，培養細胞からの再生個体では Tos17の転移が見ら
れ，転移位置にホットスポットが存在した。また，メチ
レーションパターンの変化や反復配列の増大なども報告

図 4. DNAメチレ－ションパターンの解析。
 レーン 1-6 : Hpa II（メチレイションに感受性）で処理。
 レーン 7-12 : Msp I（メチレイションに非感受性）で処理。
 プローブは C970クローンを使用した。

ソマクローナル変異と X線による突然変異のイネにおける比較
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されており，ソマクローナル変異が，エピジェネテック
なメチル化は別としても，イネ育種にとって応用の可能
性のあることが示唆された。
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SUMMARY

　　By using rice DNA clones of landmarker set 1, set 2 and new set, RFLP analysis was carried out in 

plants of cv. Tsugaruotome and cv. Mutsuhomare which were derived from 300 Gy of X-ray-irradiated 

seeds.　 In the three landmarker sets were consisted of 106 genomic DNA clones and 235 cDNA clones. 

Each cultivar has five plants which showed polymorphism.　 It is considered that the occurrence of some 

mutation of gene concerned with DNA repairing because certain plants showed polymorphism by many 

landmarkers as probes. 　Activity of retrotransposon such as Tos17 and alteration of methylation pattern 

were not observed on any plants derived from X-ray-irradiated seeds. 　On the other hand, in plants 

regenerated from cultured calli, it was found the movement of Tos17 to certain area of hot spot and 

alteration of methyration pattern. 　Furthermore, it has been reported that amplification of repeated DNA 

segment which was not observed in the mutation induced by X-rays. 　Thus, on plant breeding the 

somaclonal variation may be more useful than the mutation induced by X-rays.

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 17 － 23, 2005
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緒　　　　論

　活性酸素やフリーラジカルによる生体傷害反応が発癌
や老化につながり，種々の疾病の発症要因になることが
明らかにされており，その予防が広い視点から注目され
ている（1 － 3）。活性酸素やフリーラジカルは，薬物，
金属，虚血－再灌流，ストレスなどが原因となって生成
し，生体内の脂質やタンパク質，糖，DNAの主鎖の切
断，あるいは，塩基の修飾を起して，生体膜の傷害や遺
伝子の傷害に至る （4）。このような作用に対して，生体
には活性酸素，フリーラジカルの生成をできるだけ抑え
る　①予防的抗酸化物，できるだけ速やかに活性酸素，
フリーラジカルを消去，捕捉，安定化する　②ラジカル
捕捉型抗酸化物，活性酸素，フリーラジカルの作用に
よって生じた損傷を修復し，失ったものを再生する　③
修復 ･再生抗酸化物，必要に応じて防御機構を誘導し，
特定の場に抗酸化酵素などを遊走させる，④適応機能が
生体には備わっている （4）。しかし，現社会では，多様な
ストレスに応答して，生体内で多量の活性酸素ならびに
フリーラジカル産生が誘発され，上記の防御機能では消
去しきれず，種々の生活習慣病発症を誘導している可能
性が指摘されている。
　茶葉飲料などに含まれているカテキン類は，古くから
抗酸化作用や抗発癌プロモーター作用が認められ，発癌
予防の観点から注目されている。カテキン類は多価芳香
族炭化水素の 2個以上の水素がヒドロキシル基で置換さ
れたポリフェノール群の一種であり，その構造は

flavan-3-ol類が順次縮合した縮合型タンニンという基本
構造を成し，緑茶には図 1に示すようにエピカテキン
（epicatechin），エピガロカテキン（epigallocatechin），
エピカテキンガレート（epicatechin gallate），エピガロ
カテキンガレート（epigallocatechin gallate）が含まれ
ている。タンニンには，縮合型カテキン類の他に加水分
解性タンニンであるガロタンニンやエラジタンニン，カ
フェータンニン，シソ科タンニン，エラジタンニンオリ
ゴマーなどがある （5）。

抗酸化剤の機能は，ラジカル捕捉，水素供与，電子供与，
過酸化物分解，一重項酸素クエンチャー，酵素阻害，お
よびシネルギストなどがあるが，カテキン類などの機能
は，自動酸化を阻止するラジカル捕捉のタイプが主要な
機能と考えられる．すなわち，各タンニンがラジカルス
カベンジャーとして働き，脂質過酸化の連鎖反応で生じ
たラジカルを消去すると考えられ，その抑制効果はα －
トコフェロールやアスコルビン酸の数倍も持続すると考
えられている （6）。すなわち，茶葉飲料に含まれている
ポリフェノールが生体に有効な形態で利用されるなら
ば，その積極的摂取で生体内の抗酸化システムは強化さ
れるであろう。
　本稿では，市販および自作の茶飲料に含まれるカテキ
ンのポリフェノールレベル，各茶葉飲料のフリーラジカ
ル捕捉機能，およびカテキンオリゴマーで，今後の新規
健康飲料やサプリメント素材として期待されるりんご未
熟果実由来プロシアニジン化合物の抗酸化機能を調べ
た。

材 料 と 方 法

1  . 使用した市販茶葉飲料と茶葉
　A社製グァバ葉配合－沖縄島茶，B社製高濃度カテキ
ン飲料，C社製ウーロン茶，D社製紅茶葉より冷水で作
成した紅茶を試料とした。

2. 試料のポリフェノール濃度測定
　各サンプルを，適宜脱イオン水で希釈し，Decenditら
の方法（7）に従ってバニリン－硫酸試薬を使用し，（＋）
－カテキン当量で各サンプル中に含まれるポリフェノー
ル濃度を算出した。

3. 茶葉飲料の抗酸化機能
　各サンプルの抗酸化機能について，Bloisの方法 （8）に
従って，DPPHラジカル捕捉作用からその強度を比較し
た。すなわち，各サンプルを適宜希釈し，1mM DPPH-

茶葉飲料のポリフェノールレベルとフリーラジカル捕捉機能，
ならびにプロシアニジン類の抗酸化機能の検証

佐々木文之・石川　絵理・長利　　卓・佐藤　玲子・竹本　成孝
本田　真也・藤兼　洋一・鈴木　喬士・長田　恭一

食品栄養化学研究室

（2005年10月14日受付）
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MeOH溶液に加えよく混合して室温で 30min静置した
後，517nmで吸光度を測定した。その時の吸光度の差よ
り，DPPHラジカルの消去率を算出した。

4. プロシアニジン化合物の抗酸化機能
　約 1gの精秤した亜麻仁油に，りんご未熟果実由来プ
ロシアニジン化合物（6.4mg/ml）の MeOH溶液を 1ml
加え（対照は無添加），100℃の恒温乾燥器で，0.5，1，

2および 3時間加熱した後に，公定法（9）に従って過酸
化物価を測定した。

結　　　　果

1  . 茶飲料中のポリフェノール濃度の定量
　標準で用いた（＋） －カテキン当量で算出した結果，各
茶葉飲料のポリフェノール量は，A社製グァバ葉配合－
沖縄島茶（A茶）は 260ug/ml，B社製高濃度カテキン
飲料（B茶）が 1482ug/ml，C社製ウーロン茶（C茶）
が 235ug/ml，D社製紅茶葉より冷水で作成した紅茶（D
茶）が 647ug/mlであった。

2. 茶飲料中のDPPHラジカル捕捉機能
　A茶，B茶，C茶，D茶の DPPHラジカル消去の容

Catechin (-)-Epicatechin                       (-)-Epigallocatechin 

(-)-Epicatechin gallate (-)-Epigallocatechin gallate 
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Fig. 1. Structures of representative catechins in green tea
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Fig. 2. The dose-dependent DPPH radical scavenging 
potency of each tea beverage.

Fig. 3. The antioxidant activity of procyanidins rich 
powder from unripe apple on peroxidation of 
linseed oil by heating.

茶葉飲料とプロシアニジン類の抗酸化機能
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量依存による変動を図 2に示す。B茶が最もDPPHラジ
カル捕捉機能に優れており，続いて D茶，さらに，C茶
とA茶が同程度で，最も捕捉機能が弱かった。この順位
は，先に定量したポリフェノール濃度の順位と同じであ
り，茶葉飲料に含まれているカテキン類濃度がDPPHラ
ジカルの捕捉機能に大きく寄与することを示唆してい
る。
　DPPHラジカルを 50％捕捉する時に添加した各茶葉
飲料は，A 茶は 0.0375ml，B 茶は 0.00360ml，C 茶が

0.0323ml，D茶が 0.0199mlであった。先に定量した各サ
ンプルのポリフェノール濃度から，DPPHラジカルを

50％捕捉する時に添加した各サンプルのポリフェノー
ル量は，B茶が最も少なく 5.33ugであり，次いで，C
茶が 7.57ug，A茶が 9.76ugと続き，紅茶は 12.90ugと
最も多くのポリフェノールを必要とする結果となった。

3. プロシニアジン化合物の抗酸化機能
　α －リノレン酸を 50％以上含む亜麻仁油にりんご未
熟果実由来プロシアニジン化合物を添加して加熱した結
果，過酸化物価の変動は，図 3に示すように，プロシア
ニジン化合物を添加しなかった油脂よりも，添加したと
きの油脂の過酸化物価は全体的に下回った。プロシアニ
ジン化合物添加による油脂の過酸化制御効果を算出した
結果，ラジカル連鎖反応誘導期（1 － 2時間）では 68.5％，
ラジカル連鎖反応増幅期（2 － 3時間）では 23.8％の制
御効果を示した。かし，反応時間が経過するにつれて，
プロシアニジン化合物による油脂の過酸化制御機能は低
下していくことが観察された。

考　　　　察

1  ． 茶葉飲料中のポリフェノール濃度
　4種類の茶葉飲料に含まれるポリフェノール濃度を定
量したところ，B茶には 1本（340g）あたりで 540mg
のカテキンが存在していた。一方，A 茶には 1 本
（500ml）あたり，250mgのポリフェノールが存在してい
た。このようなポリフェノール含有量の差異は，各種茶
葉飲料の製造行程に違いがあるからであろう。例えば，
紅茶は茶生葉を陰干して，萎凋，揉捻，発酵，乾燥など
を経て製品化する。このときに行われる発酵はカテキン
類を減少させ，それに伴って数種の赤～赤褐色の色素が
生成される。良質な紅茶ほどカテキン類は多く，抗酸化
活性が強い品種とされているが，本実験で用いた紅茶葉
は一般に入手できるものなので，カテキン濃度は緑茶に
比べると幾分低くなると思われる。しかし，本実験では
紅茶葉から時間を掛けて色素を抽出しなかった点，なら
びに湯ではなく冷水を用いて色素を溶出した点を考慮す
ると，本来であれば，さらにポリフェノール濃度は高く
なったものではないかと考えられる （10）。烏龍茶も半発
酵茶で，茶葉を日光にあて，萎びさせながら酸化酵素を

ある程度まで作用（発酵）させた後，釜で炒って酵素を
破壊してから揉んで製品としている （10）。A茶は，グァ
バの葉により生産されているが，グァバ（和名；蕃石榴
（ばんざくろ））は亜熱帯植物の一つで，日本では沖縄県
の北部の山岳地帯に多く自生しており，その製造法は葉
の部分を乾燥処理した後，これを煎じてお茶として飲用
される。グァバの抗酸化成分はケルセチンであるとされ
ている （11）。ただし，B茶については厚生労働省が認定
している特定保健用食品として高濃度茶カテキンを意図
的に加えていることから，ポリフェノール濃度が高くな
るのは当然の結果であろう。

2. 茶飲料中ポリフェノールのDPPHフリーラジカル
　  捕捉機能
　本実験で用いた茶葉飲料にはカテキン類が存在してお
り，それらは抗酸化機能を有しているので，フリーラジ
カルを捕捉する能力があると考えられる。そこで，各種
茶葉飲料の DPPHラジカルの消去活性を算出したとこ
ろ，ラジカルを 50％消去する時に供した茶葉飲料量か
ら，抗酸化機能は B茶≫ D茶＞ C茶≒ A茶となり，B
茶が最も強い抗酸化力を有していることが予想された。
また，茶葉飲料に含まれるポリフェノール濃度によるラ
ジカル 50％消去に要する 1mlあたりのポリフェノール
重量を算出したところ，B茶が 5.33ug，C茶が 7.57ug，A
茶が 9.76ug，D茶が 12.90ugとなった。D茶はラジカル

50％消去時の量が 2番目に少ない抗酸化能を示したに
もかかわらず，ポリフェノールの量は最も高くなった。
このような現象が生じた原因には D茶以外の市販茶葉
飲料には保存性を保つために，少量のビタミン Cが加え
られているが，D茶は茶葉から直接抽出しているので，
ビタミン類は全く入っていない。すなわち，ビタミン C
のラジカル捕捉作用も示されるであろうから，ラジカル

50％消去時のポリフェノール量は少なくなってしまう
可能性がある。さらに，D茶は，発酵によりカテキン類
の減少とともに，赤や赤褐色の色素，すなわち，テアフ
ラビンやその縮合物であるテアルビジンという成分が産
生する。これらの抗酸化能については，種々のカテキン
類と比較した例がないものの，他の製品に含まれるポリ
フェノール類より劣るのであれば，D茶が他の茶飲料よ
りポリフェノール濃度が高いにもかかわらず，ラジカル
消去に多量を費やすのは予測できる。しかしながら，テ
アフラビン等の抗酸化機能は比較的強いことが他の研究
で報告されているので前者の原因が本研究で得られた結
果に寄与しているものと思われる。

3. 不飽和脂肪酸におけるプロシニアジンの抗酸化機能
　りんご未熟果実由来プロシアニジンを添加した亜麻仁
油は過酸化物価上昇を低下させ，ラジカル反応誘導期で
ある反応 1 － 2時間では約 7割，ラジカル反応増幅期であ
る反応 2 － 3時間では約 25％反応を抑制した。このよう

佐々木・石川・長利・佐藤・竹本・本田真也・藤兼・鈴木・長田
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に，プロシアニジン化合物を約 65％有し，その大半が

2 － 3量体であるりんご未熟果実由来プロシアニジン化
合物は，過酸化されやすい多価不飽和脂肪酸を 50％以
上含む油脂の過酸化反応を効果的に抑制することが明ら
かである。おそらく，構造中の多数の水酸基がラジカル
種を還元して安定化させていることが予想される。しか
し，反応初期と比較して反応時間が長くなると，過酸化
抑制機能は弱くなってきた。これは，ラジカル反応増幅
期に基質であるラジカル種が著しく増大するのに対し
て，それらを捕捉するプロシアニジン化合物が減少して
いくために生じているものと思われる。一方，8量体以
上のプロシアニジン化合物を含むホップ由来のプロシア
ニジン化合物を使用して，亜麻仁油を用いた同様の試験
を行った結果，ラジカル反応誘導期では 62.4％，ラジカ
ル反応増幅期では 37.4％，過酸化反応が抑制された。こ
のように，りんご未熟果実由来プロシアニジン化合物の
方が，少し脂質過酸化制御効果が強いことが伺える。こ
の違いの原因は，おそらくプロシアニジン化合物重合度
の違い，あるいは，その他に含まれる微量成分の影響も
無視できないものと思われる。今後，モノマー成分であ
るカテキンと，これらのプロシアニジン化合物の抗酸化
強度を同じ条件で比較検討したいと考えている。さら
に，各ポリフェノール類のバイオアベイラビリティー
は，未だに不明な部分が多く，この部分も考慮していか
なければならないと思われる。

摘　　　　要

　4種類（A社製グァバ葉配合－沖縄島茶，B社製高濃
度カテキン飲料，C社製ウーロン茶，D社製紅茶葉より
冷水で抽出した紅茶）の茶葉飲料中に含まれているポリ
フェノールレベルとフリーラジカル捕捉機能，ならび
に，多価不飽和脂肪酸を多く含む亜麻仁油にりんご未熟
果実由来プロシアニジン化合物（APP）を加えて加熱し
た場合の脂質過酸化防止機能を検討した。その結果，各
茶葉飲料のポリフェノールレベルは，A社製グァバ葉配
合－沖縄島茶 （A） が 260ug/ml，B社製高濃度カテキン飲
料（B）が 1482ug/ml，C社製ウーロン茶（C）が 235ug/ml，

D社製紅茶葉より冷水で抽出した紅茶 （D） が647ug/mlで
あった。DPPHラジカル捕捉機能は，B＞ C＞ A＞ D
の順に捕捉機能が強かった。すなわち，茶葉飲料のフ
リーラジカル捕捉機能は，その中に存在するポリフェ

ノール濃度と構成する成分に依存していることが伺え
た。APPを亜麻仁油に添加した場合に，油脂の過酸化は
抑制された。とくに，APPは加熱時間が 1 － 2時間であ
るラジカル反応誘導期を強く抑制することが明らかと
なった。

お　わ　り　に

　本稿は，17年度応用生命工学科 3年生の実習で行われ
た結果であり，比較的新規な知見を含み，かつ，とくに
立派な報告書をはじめて見出したので，その報告書を改
訂し，本人の了解を得てここに公表する。
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SUMMARY

　　The levels of polyphenolic compounds and antioxidant activities of 4 species of tea beverages（A: 

Okinawa-Shimacha combined guava leaf; B: Catechin beverage having high level of catechin; C: Oolong 

tea; D: Black tea from commercial black tea leaf）were examined. Moreover, the antioxidant activity of 

procyanidins compounds rich powder from unripe apple（APP）on linseed oil was examined. The level of 

polyphenolic compounds of each beverage was in the decreasing order B （1482ug/ml） ＞ D （647ug/ml） ＞ A
（260ug/ml） ＞ C （235ug/ml） . The DPPH radical scavenging potency of each beverage was in the decreasing 

order B ＞ C ＞ A ＞ D. Therefore, the free radical scavenging potency depended on both the level and the 

component of polyphenolic compound. The peroxidation of linseed oil was inhibited by addition of APP. 

Especially, the additive APP interfered with the inducing period of radical chain reaction. 

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 24 － 28, 2005
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Abstract

　　Feeding chronology of juvenile gobiid fish, Chaenogobius gulosus, was concurrently studied at two 

tidally different localities, i.e. the shore of Asamushi facing Mutsu Bay, and the shore of Fukaura facing the 

Sea of Japan. The main food items were classified into three categories, namely, benthic animals, planktonic 

animals, and terrestrial insects. Benthic animals were much taken at night, but were also taken during the 

daytime when water level was low. Zooplankters were chiefly taken when water level was high during the 

daytime. Terrestrial insects were mainly eaten in the evening. Thus the feeding chronology of juvenile C. 

gulosus was composed of diel rhythm and tidal rhythm, corresponding to observed behaviour of the fish.

Keywords: Feeding activity rhythm, intertidal fish, goby, Chaenogobius gulosus

　　Intertidal fishes are exposed not only to diel but also to tidal change of environment. Tidal change of 

environment is drastic to these fishes, including abiotic factors such as water level, water turbulence, 

temperature and light intensity, as well as biotic ones like prey availability and predation risk.
　　Fishes, including gobiids, inhabiting this habitat are known to display an endogenous circatidal rhythm 

of ca. 12.4 hours when placed in a constant environment（Gibson 1973, Gibson and Hesthagen 1981, 

Northcott et al. 1990, Sawara and Azuma 1992） . Typical tidal rhythm is a rhythm of about 12.4 hours, but 

it varies from coast to coast, depending on the local topography. So, it is an interesting problem to compare 

the activity rhythms between different populations, belonging to a same species, inhabiting tidally different 

localities. Sawara（1992）studied the activity rhythm in the juveniles of a goby, Chaenogobius gulosus

（formerly Chasmichthys gulosus） , in a constant environment, and compared the rhythms between two goby 

populations inhabiting rocky shores which have very different tidal regimes. The goby collected at 

Asamushi, which faced Mutsu Bay, had a clear circatidal rhythm, whereas those from Fukaura, which faced 

the Sea of Japan, did not exhibit such clear one.
　　However, it is not known what kind of activities in the field corresponds to the activities exhibited in 

laboratory. So, it is an interesting problem to study and compare the activity rhythm of the juvenile C. 
gulosus in the field, between the above two localities.
　　In the present study, we examined the changes of the index of gut fullness and of the diet composition 

of juvenile C. gulosus over 27 hours, concurrently collected at two tidally different localities, on spring tide 

and on neap tide. Moreover, we observed the behaviour of the C. gulosus at each time of collection, 

especially on two aspects, namely, whether they were shoaling or solitary, and whether they were floating 

Feeding Activity Rhythms of Juvenile Gobiid Fish, Chaenogobius gulosus,
at Tidally Different Localities.
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in water column or being on substrate. Then we discussed the correspondence between the high activity 

exhibited in constant environment and the activity pattern in the field.

Study Area

　　Samples were collected at two rocky shores facing Mutsu Bay and the Sea of Japan, in Aomori 

Prefecture（Fig. 1） . These sites were the same localities where the materials were collected in a former 

study （Sawara 1992） . Both sites are well protected from heavy wave actions. The shore of Asamushi （40

 ° 54’ N, 140 ゚  52’ E） , facing Mutsu Bay, has a comparatively regular, semidiurnal tidal regime, and larger 

amplitude. In contrast, the shore of Fukaura（40 ゚  39’ N, 139 ゚  56’ E） , facing the Sea of Japan, has an irregular 

tidal regime, alternating semidiurnal and diurnal tides, and smaller amplitude. These differences in tidal 

regime were previously described in detail by Sawara（1992） .

Materials and Methods

　　Chaenogobius gulosus（Guichenot）is a gobiid fish and a resident in all types of intertidal zone including 

sandy shore and sometimes brackish estuaries, though mostly found at rocky shores. Although adults are 

benthic and solitary, juveniles are often seen floating in water column, usually forming shoals. The 

materials used in this study were juveniles at the transient stage from floating to benthic life.
　　Collection of the fish was concurrently made in 1996 at rocky shores of Asamushi and Fukaura, over 27 

hours on 30-31 July（spring tide）and on 7-8 August（neap tide） , and once more for Asamushi fish on 14-

15 August（spring tide） , though over 24 hours this time. These collection sites were the same sites where 

the materials were collected in a previous study（Sawara 1992） . The fish were collected at three hours 

interval, except for nighttime on 31 July at Asamushi when collection was difficult, by three to five persons 

at a time, using hand-nets. Collection was made within 40 minutes at most, usually less than 10 minutes. 

Collected fish were immediately killed by overdose of an anesthetic, MS222, to prevent regurgitation of gut 

contents, and transferred to 10％ formalin. Head lamps were used for nighttime collection. Water 

temperature, weather condition, and the behaviour of the juvenile C. gulosus（shoaling or solitary, floating 

or benthic）were recorded at each time of collection. An automatic water level recorder（Rigosha RMT） 

was used at Fukaura, whereas the data for water level at Asamushi were available from the records by 

Asamushi Water Level Recording Station.
　　Later the samples were weighed and measured for their body lengths to the nearest 0.5mm, and 

dissected under a binocular microscope. The gut was divided into two parts, namely, the anterior portion 

and the posterior portion, at the first bending, and the contents were separately weighed, and the food items 

Yuji SAWARA and Kouichi SATO

Fig. 1. Sketch map of the collection localities.
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in the anterior were classified and the volume of each item was recorded by points method, allocating 100 

points in total to each food item according to its volume by eye. The index of gut fullness was calculated as 

gut content weight / body weight × 100.

Results

　　The tidal amplitudes on the days studied were as follows: ca. 70cm and 60cm on spring tides at 

Asamushi（30-31 July and 14-15 August, respectively） , ca. 30cm on spring tide at Fukaura（30-31 July） , and 

ca. 32cm on neap tide at Asamushi（7-8 August）and ca. 19cm on neap tide at Fukaura（7-8 August） .
　　The ranges of the water temperature variation during the study periods were: 1.3（Asamushi）and 1.0 
（Fukaura）degrees centigrade on 30-31 July, 4.9（Asamushi）and 2.2（Fukaura）degrees on 7-8 August, 

and 3.3 degrees at Asamushi on 14-15 August, respectively. The highest temperature measured was 26.9 at 

16:00 at Fukaura on 8 August, whereas the lowest was 20.2 at 1:00 and 4:00 at Asamushi, on 8 August.

Fig. 2. Changes of the average index of fullness of 
anterior gut and diet composition. Food compo-
nents were classified into three categories, 
benthic animals, planktonic animals, and terres-
trial insects, with unidentifiable materials. Black 
bar represents nighttime. Arrows indicate high 
tide（▲）and low tide（▼） , respectively. Each 
figure indicates the number of samples dissected. 
The index of fullness of anterior gut was 
compared between successive high and low 
peaks. NS: Not significant,＊ : P ＜ 0.05,＊ ＊ : P ＜ 0.01
（Mann-Whitney U-test） . A: Asamushi spring tide
（July 30-31） . B: Fukaura spring tide（July 30-31）. 
C: Asamushi neap tide（August 7-8） . D: Fukaura 
neap tide（August 7-8） . E: Asamushi spring tide
（August 14-15） .
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<Changes of index of gut fullness>
　　The number of the samples dissected was 787 in total （N=112 for Asamushi July 30-31, N=164 for 

Asamushi August 7-8, N=151 for Asamushi August 14-15, N=180 for Fukaura July 30-31, N=180 for 

Fukaura August 7-8） . The average body length slightly increased during the study period, from 27.83 ±

2.65mm（mean ± SD）on 30-31 July to 28.59 ± 3.80mm on 7-8 August for Fukaura fish, and from 23.67 ±

2.75mm（mean ± SD）on 30-31 July to 29.88 ± 3.80mm on 14-15 August for Asamushi fish. The overall 

average body length was 28.21 ± 3.29mm （mean ± SD, N=360） for Fukaura fish and 27.09 ± 4.40mm（mean
± SD, N=427）for Asamushi fish, respectively.
　　The index of anterior gut fullness was higher during the nighttime than daytime for 4 sampling periods 

except for Asamushi 30-31 July when planktonic copepods were much taken in the daytime（Fig. 2A-E） . 

Gastric evacuation rate was not directly measured, but the quick disappearance of anterior gut contents in 

the morning on 31 July at Fukaura, 8 August at Fukaura and 15 August at Asamushi suggests the rate of 

evacuation for juvenile C. gulosus in the field. Considering the change of the index of fullness, juvenile C. 

gulosus seems to forage both in the daytime and at night, but more food was taken during nighttime in most 

cases.

<Food composition>
　　The main food items, known from the gut content analysis for all samples collected irrespective of the 

time of day（N=787） , were small invertebrates, such as crustaceans（gammaridean amphipods, isopods, 

copepods, ostracods, caprellids etc.） , polychaetes, foraminiferans, and terrestrial insects（hymenopteran 

adults, aphids etc.） . Plant materials were negligible. Gammaridean amphipods were by far the most 

important food item, comprising 37.3 percent of gut content weight for overall samples combined （N=787）. 

Foraminiferans（genus Ammonia）（8.9 percent）and planktonic copepods（calanoids and cyclopoids）（8.6 

percent）were the second and third important items. The fish collected on 30-31 July at Asamushi had a 

strikingly different diet composition from the other samples. Gammaridean amphipods comprised only 2.8 

percent in weight, while the percentage of planktonic copepods amounted to 58.3 percent. In contrast, 

gammaridean amphipods amounted to 34.8-47.4 percent for the other four samplings.
　　We classified these food items into three categories, namely, benthic animals（gammaridean amphipods, 

isopods, ostracods, harpacticoid copepods, benthic foraminiferans［genus Ammonia］ , polychaetes, 

caprellids）, planktonic animals（calanoid and cyclopoid copepods, zoea larvae, fish larvae, mysids） , and 

terrestrial insects such as hymenopteran adults and aphids.
　　The three food categories were consumed in different time of day and time of tide. Benthic animals 

were primarily taken at night, but they seemed to be also taken in the daytime particularly when the water 

level was low. On the other hand, zooplankters were chiefly taken in the daytime, especially when water 

level was high. This was particularly notable on 30-31 July（spring tide）and on 8 August（neap tide）at 

Asamushi when planktonic copepods were abundantly consumed. However, fish larvae and zoea larvae 

were eaten irrespective of the tidal state, being consumed even when water level was relatively low as 14 

August（spring tide）at Asamushi and 30 July（spring tide）at Fukaura. Terrestrial insects did not seem 

to have clear period of consumption, but were much eaten in the evening on 14 August at Asamushi and on 

7 August at Fukaura.
　　Juvenile C. gulosus were usually found to be in one of two conditions, i.e., either forming shoals in 

midwater or dispersed on substrate. However, some juveniles were found forming shoals on substrate, 

particularly in the early morning, and some, probably strayed individuals, were occasionally found solitarily 

in midwater in the daytime.
　　At night, the juveniles were always found dispersed on substrate irrespective of tidal state. In the 

daytime, on the other hand, they were not always forming shoals in midwater, and some individuals were 
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found solitarily on substrate, when water level was low, like those at night. Therefore, the behaviour of 

juvenile C. gulosus was related to two environmental rhythmicities, namely, diel rhythm and tidal rhythm. 

There was no difference in the behaviour neither between the two localities nor between tidal regimes
（spring tide or neap tide） . 

Discussion

　　The main food of juvenile C. gulosus was small invertebrates, such as gammaridean amphipods, 

isopods, ostracods, copepods, polychaetes, caprellids, foraminiferans and terrestrial insects. Gammaridean 

amphipods were the most important food item. These food habits of juvenile C. gulosus roughly coincide 

with those of sub-adults reported by Sasaki and Hattori （1969） at Pacific coasts in Chiba Prefecture, Japan. 
　　The feeding chronology known from the change of gut contents showed that both diel and tidal 

components contributed to the feeding pattern of juvenile C. gulosus. Although juvenile C. gulosus took 

foods throughout a day, it usually foraged more intensively at night than in the daytime. At night, they took 

benthic foods irrespective of the tidal state. In contrast, in the daytime, the juveniles took benthic foods 

more around low tide, while consumed planktonic foods more around high tide, thus corresponding to tidal 

rhythm. The consumption of planktonic copepods at high tide was notable at Asamushi than at Fukaura. It 

is unlikely that the change of water temperature had any significant effect in forming such feeding patterns, 

because C. gulosus took more food in the nighttime when the water temperature was generally low, 

suggesting that relatively low water temperature at night did not suppress feeding activity.
　　These changes in gut contents well corresponded with their behaviour observed in the field. At night, 

the juveniles were always found dispersed on the substrate irrespective of tidal state. It is uncertain 

whether this is simply resulted from their inability to keep shoaling and orientation in midwater at night or 

not. Whatever the reason, benthic small invertebrates are of easier access to the fish then. The diel activity 

pattern of the small invertebrates eaten are not known in detail, but the amphipods, isopods and ostracods 

studied so far have rather nocturnal than diurnal activities in most cases（Robertson and Howard 1978, 

Alldredge and King 1980, 1985, Sudo et al. 1987） , although the situation is sometimes complicated（e.g. 

diurnalism in immatures vs. nocturnalism in adults of an isopod; De Ruyck et al. 1991） . Therefore, night 

activities of the small invertebrates may also have contributed to the nighttime feeding by juvenile C. 

gulosus because of their higher detectability, although the nature of the sense used to take food at night is 

unknown. Exploitation of small benthic invertebrates when they migrate into water column during 

nighttime is also reported for other fishes（Robertson and Howard 1978, Robertson and Klumpp 1983, Sudo 

et al. 1987） .
　　In the daytime, on the other hand, the juveniles more tended to form shoals in midwater around high 

tide, and planktonic small animals were more likely to be available for them. Planktonic foods usually 

comprised relatively small portion of the overall foods taken, and consumption of planktonic foods at high 

tide in the daytime did not regularly occur. However, planktonic copepods can make a large portion of the 

gut content in some case, like on 31 July at Asamushi. Planktonic copepods（cyclopoids and calanoids）are 

known to form dense aggregations and make good food patches for shore fishes when they are transferred 

onshore（Noda et al. 1992, 1998） . The larger tidal amplitude at Asamushi may have contributed to transfer 

the aggregations of planktonic copepods onshore on high tide. Benthic animals, on the other hand, were of 

easier access when water level was low and most juveniles were on substrate, although some individuals 

remained in midwater. The terrestrial insects were seemingly more eaten in the evening, but the 

rhythmicity was not so clear, probably because non-diel factors such as weather and wind condition were 

more important.
　　The feeding rhythm of juvenile C. gulosus can be regarded principally as diel one partially 

Activity rhythm of Chaenogobius gulosus
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superimposed by tidal one. During the nighttime, the juveniles take benthic foods irrespective of tidal state. 

In the daytime, on the other hand, they take planktonic foods more while water level is high, and benthic 

foods more around low tide, thus corresponding to tidal rhythm. The coexistence of diel and tidal 

components in the feeding pattern is known in other intertidal fishes, although some fish is reported to have 

only tidal component with no diel modulation（Archambault and Feller 1991） . The feeding pattern is varied 

from species to species and / or from habitat to habitat. Fundulus heteroclitus, a salt marsh dweller, basically 

is a diurnal forager, taking more food in the daytime, but is more active while high tide（Weisberg et al. 

1981） , although the change in food composition was not reported. The feeding chronology of a mudflat 

inhabitant, the mudskipper Periophthalmus sobrinus, is also influenced by both tidal and diel rhythms, being 

less active after dark and most active around the daytime low tide（on spring tide）or high tide（on neap 

tide）（Colombini et al. 1996） . Juvenile silver perch, Bairdiella chrysura feed nocturnally within the intertidal 

zone during high tide（Kleypas and Dean 1983） . In the case of juvenile C. gulosus, it is characteristic that 

the rhythmic change of food items taken is closely related to microhabitat shift between in midwater and on 

substrate.
　　In a previous study in laboratory（Sawara 1992） , juvenile C. gulosus freshly caught at Asamushi 

exhibited a clear circatidal activity rhythm. The activity peak was around the time of predicted high tide. 

This high activity was not recorded in bottom beam set at the bottom of the experimental glass tank, but 

recorded in the upper beams. This means that the juveniles tend to be in midwater around the time of 

predicted high tide, just being the case in the field known from the present study. Fukaura fish, however, 

did not show such a clear tide-related activity in laboratory. Both fish showed rather solar day rhythm, 

having activity peaks also in upper beams around predicted time of dusk. Therefore, the activity pattern of 

juvenile C. gulosus in laboratory had both tidal and diel components. It is unlikely, however, that the high 

activity around dusk has any coincidence with the present field study. The activity pattern exhibited in 

laboratory seems to have only partly correspondence with the feeding patterns known from the present 

study. These activity patterns exhibited in constant environment may be more related to shoal-forming 

behaviour rather than to feeding behaviour of juvenile C. gulosus. However, it is pointed out that the high 

activity has not always a corresponding activity in the field（Gibson 1992） , so we should be cautious to 

draw any conclusion about the nature of the activity of juvenile C. gulosus under constant condition until its 

ecology and behaviour have been intensively studied in the field.
　　What is the reason for the juvenile C. gulosus to form shoals in midwater in the daytime high tide ？ It 

is unlikely that the juveniles float in midwater primarily to take planktonic foods, because these foods 

appear to be unpredictable and quantitatively less important than benthic foods. Shoaling behaviour must 

be avoidance from predation, because shoaling by small-sized fish is interpreted to be a response to 

increased predation risk（Pitcher 1986） . We observed some piscivorous fish, such as Pseudoblennius cottoides

（Richardson） , to attack juvenile C. gulosus at the study sites when water level was high, but these 

observations still remain episodic, and the change of predation risk is not clear yet. The nature of the 

predation pressure to juvenile C. gulosus is open to study in the future.
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　潮汐の異なる 2つの海岸（浅虫，深浦）において，ド
ロメ Chaenogobius gulosusの採餌活動周期を，3時間お
き連続採集法によって調べた。大潮および小潮の日に，
両方の海岸で同時に採集を行い，過麻酔して殺しホルマ
リン固定したあとで，解剖して消化管内容物を調べたと
ころ，様々なエサ品目が見られ，それらを 3つのカテゴ
リー（底生動物，動物プランクトン，陸生昆虫）に分け
ることができた。底生動物は潮汐を問わず夜間にはよく
食われており，また日中でも水位が低くなる時間帯によ
く食われていた。一方動物プランクトンは日中の，水位

が高い時間帯に主に食われており，浅虫の海岸では大潮
の満潮の際に特によく食われていることがあった。陸生
昆虫はどちらかといえば夕方に食われていた。以上のよ
うに，ドロメ幼魚の採餌活動には，日周期の要素と潮汐
周期の要素とがみられた。これは現場における行動観察
の結果，すなわち夜間には単独で底質上におり，日中に
は水位の高いときは成群して浮泳し，水位が低下すると
群れを解いて底質上に下りることとよく対応していた。

潮汐の異なる海岸におけるドロメ幼魚の採餌活動周期

佐原　雄二・佐藤　功一＊

弘前大学農学生命科学部生物生産科学科環境生物学講座
＊（株）建設環境研究所 　　　　　　　　　　　　　　　　　
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Ⅰ　緒　　　　言

　青果物の貯蔵法として近年注目されているのは氷温冷
蔵 10）であろう。この方法は，0 ℃から氷結点までのマイ
ナスの温度領域で青果物を凍結させずに過冷却状態のま
ま貯蔵する方法である。この温度領域は氷温領域と呼ば
れており，氷結点が果実の種類や品種により異なるた
め，それに合わせて氷温領域も変動する。氷温領域では
プラスの温度領域で貯蔵する普通低温貯蔵に比べて呼吸
量を大きく抑制できることが報告されている 8）。しかし
技術的課題として温度を一定に保つこと，および過冷却
状態を保持して凍結させないために衝撃を与えないこと
が挙げられる。なお，氷温冷蔵より氷温貯蔵という呼び
方のほうが一般的であるが，この言葉は商標登録されて
いるので勝手には使えない。
　氷温冷蔵の問題点は，一つは通常では凍結する氷点下
の低温領域で青果物を凍結させずに維持するにはいかな
る方法があるかを見出すことと，もう一つは氷温冷蔵は
普通低温貯蔵に比べて多くの手間と費用を要するが，そ
の青果物にとってそれに見合うほど氷温冷蔵が優れてい
るかを知ることであると思われる。前者については，伊
藤が詳しく述べている 1）のでそれに譲り，本研究は，後
者を明らかにすることに重点を置きつつ，伊藤の方法を
実践することをも試みた。
　供試青果物は，日持ちのよくないイチゴとブドウとす
る。両者の実験の時期，方法は若干異なるがほぼ似通っ
ているのでまとめて報告する。なお，実験には園芸学講
座の卒業生渡邊英晃君と村瀬正樹君の協力を得たので，
両名にはここに深く謝意を表する。

Ⅱ　実　験　方　法

 1　供試果実と試験区
　イチゴは弘前青果市場で購入した品種「とよのか」で，

1粒平均の質量，比重，横径，縦径は，それぞれ 14.965g，

0.852，33.4 mm，41.3 mmであった。
　ブドウは，農業法人津軽ぶどう村で生産された「ス

チューベン」で，1房の平均質量は 283.5 g，1粒平均の
質量，比重，横径，縦径は，それぞれ 4.97 g，1.076，

19.81 mm，21.258 mmであった。
　試験区は，両試料とも氷温冷蔵区と対照区としての低
温貯蔵区の二つを設けた。低温貯蔵区（以下低温区とい
う）の庫内設定温度は両試料とも 1 ℃とした。氷温冷蔵
区（以下氷温区という）は，予備実験の結果，凍結点が
イチゴで－ 1.6 ℃以下，ブドウで－ 2.6 ℃以下であった
ので，供試材料の品温が凍結点以下にならないようにイ
チゴで－ 1.4 ℃，ブドウで－ 2.3 ℃ を保つように庫内の
温度と包装容器を工夫した。

2　貯蔵の方法
　低温貯蔵は，本学部 351号室に設置してあるプレハブ
ユニット冷蔵庫（ヤマト科学 KK製）を用いた。供試材
料が直接庫内の空気に触れて蒸散が早まるのを避けるた
めに，イチゴではプラスチック製のパックに 20粒ずつ
入れ，また，ブドウでは 1.5 mmの通気孔を 1袋当たり

28個空けたポリプロピレンで 1房ずつ包み，それらをふ
たのない箱に入れて貯蔵した。
　氷温区では厚さ 20～ 25 mmの発泡スチロール製の箱
をインキュベータ（SANKYO製）内に四つ配置する。イ
チゴは前述のパックを一つ一つビニール袋で包装し，ま
たブドウは有孔のポリプロピレンで包装し，それらを発
泡スチロール箱に入れて貯蔵する。このようにすること
でインキュベータ内の温度は設定温度から± 3 ℃ 程度
の変動が見られるにもかかわらず，発泡スチロール箱内
は± 0.5 ℃程度の変動に抑えられる。イチゴの場合，実
際の発泡スチロール箱内の温度は－ 1.7～－ 1.2 ℃ であ
るが，上段にある A，Cの箱では下段にある B，Dの箱
に比べ 0.2 ℃程度低い温度で安定していた。果実の内部
温度は－ 1.2～－ 1.6 ℃にて安定した。また，ブドウの内
部温度は－ 2.0～－ 2.6 ℃の範囲にあった。

3　測定項目および測定日
　イチゴの貯蔵期間は 24日間とし，3日ごとに計 9回諸
測定を行なう。0日目はイチゴ 2パック（40個）につい

氷温冷蔵に関する研究
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て測定し，氷温区と低温区で貯蔵法を分ける以前のデー
タとして記録する。3日目以降の測定において氷温区と
低温区でそれぞれ 1パック（20個）の計 40個を測定す
る。よって，24日の貯蔵期間で 360個のイチゴが測定に
必要とされる。
　ブドウは，貯蔵期間を 35日間とし，7日ごとに 6回測
定した。供試房数は 1回 1試験区に 5房で，全部で 60
房を必要とする。
　測定項目を次に示すが，1）～ 5）はイチゴとブドウに共
通で，6）以降はどちらか 1方のみのものである。

 1） 重量変化率：重量変化は，毎回同じ試料について自
動上皿天秤（Mettler PM400）を用いて質量を測定した。
貯蔵開始日（0日目）の質量に対する測定日ごとの質量
の百分率を重量変化率（％）として表示することにした。
供試個数は，イチゴは 1試験区 5個の計 10個，ブドウ
は 1試験区 5房の計 10房で，あらかじめそれぞれに番
号を付けておいた。

 2） 比重：比重は島津製作所製の電子天秤及び比重測定
キットにより測定する。イチゴもブドウも果実全体を 1
個ずつ測定する。注意点として，この方法は電子天秤及
び比重測定キットによる誤差が大きいため小さい単位ま
で正確に測定する場合には不適であり，継続して変化を
調べるには比重の変化が大きい場合に適する方法であ
る。

 3） 糖度：糖度は屈折糖度計（アタゴ KK製 1N-1 α）
によって測定する。果実糖度をBrix％で表す。まず，試
料をおろし金付き容器ですりつぶし，すりつぶした果汁
と果肉をガーゼにくるんでろ過する。ろ過された果汁を
糖度計に数滴たらして測定する。同じ果汁について 2回
測定し，その平均を測定値とする。供試個数は，両材料
とも 1試験区あたり 5個とした。

 4） 含水率：含水率は 105 ℃，24時間乾燥法によって測
定する 4）。ここで言う含水率は一般には水分と呼ばれる
湿量基準の含水率である。ブドウについては，果粒部含
水率のほかに，果梗部についても毎回含水率を求めた。

 5） 酸含量：酸含量は 1 / 10N水酸化ナトリウム水溶液を
用いた中和滴定法により測定する。酸含量のうち，イチ
ゴについてはクエン酸を，ブドウについては，酒石酸を
次式で求めた 3）。
　　　　　酸含量（mg / 100ml） ＝ a × F × b × 100
　　　ここで，a : 1 / 10N水酸化ナトリウム水溶液の滴定
量（ml），F : 1/10N水酸化ナトリウム水溶液のファク
ター，bの値は，クエン酸のとき 0.0064，酒石酸のとき

0.0075とする。

 6） ビタミン C含量：ビタミン C含量はインドフェノー
ル法により還元型（アスコルビン酸）を測定する。食品
中のビタミン Cには還元型（アスコルビン酸）と酸化型
（デヒドロアスコルビン酸）の二つがあるが，アスコルビ
ン酸は還元力が強く，食品が劣化していくと酸化してそ
の含量が減少する，すなわち，鮮度の判定には還元型の

方がよいといわれているゆえんである 4）。

 7） 硬度：イチゴについて硬度を測定した。デジタル
フォースゲージに図 1に示す円錐アタッチメントを装着
し測定する。あらかじめ十字の中心には円錐アタッチメ
ントの頂点が当たるように調節しておき，イチゴを半分
に切断し，十字の中心がイチゴの中心になるように配置
した後，円錐アタッチメントをゆっくり降下させイチゴ
に差し込んでいく。図の斜線で示した部分，つまり円錐
の頂点から 10.6mm離れた凹凸のある部分までをイチゴ
に差し込み，負荷を測定する。上記の測定を 1個のイチ
ゴにつき 2回（2分割したイチゴに 1回ずつ）行い，そ
の平均値を測定値とする。

 8） 脱粒抵抗力：ブドウについて，脱粒抵抗力をプッ
シュ・プル・スケールを用いて測定する。スタンドに固
定したプッシュ・プル・スケールに小鉤のアタッチメン
トを取りつけ，果粒を果梗から切り離し，果粒と果帯と
果梗の一部がついている状態のブドウ果粒を果帯と果梗
が真下にくるようにピンセット（ピンセットから果粒が
抜けないようにピンセットを輪ゴムで固定しておく）で
固定し，そのピンセットを小鉤から吊り下げる。そし
て，真下から別のピンセットを使って果梗を真下に引っ
張り，その引張力負荷を測定する。最大値をそのブドウ
果粒の値とし，1房当たり 5粒調べ，その平均をそのブド
ウの値とする。

 9） 氷結点，過冷却時間：氷結点，過冷却時間は，図 2
のように，時間と温度の関係を描いた冷却曲線から決定
する。測定方法は図 3のように，イチゴでは中心部に，
ブドウでは果梗から切り離した果粒の中心部に熱電対を
差し込み，超低温層の中に，3 重に包装した発泡スチ
ロール箱の一番内側に入れる。試料が冷却していき潜熱
を放出して凍結するまでの時間と温度の関係を記録して
いく。発泡スチロールの箱を 3重にするのは，凍結させ
るブドウの環境温度を－ 5 ℃～－ 6 ℃の間でできるだけ
安定させるためである。そして，記録紙から氷結点，過

図 1　円錐アタッチメント
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冷却時間を読みとる。氷結点は過冷却後の潜熱を放出し
て，温度が高くなった平坦部の最も高い温度とする。過
冷時間は氷結点よりブドウの温度が低下した過冷却状態
となってから潜熱を放出して，温度が高くなるまでの時
間とする。

Ⅲ　実験結果と考察

　実験の主目的は氷温区と低温区とを比較することであ
るので，次の実験結果の 2～ 10については図示したグラ
フより判別するとともに，2元配置（試験区間と貯蔵日数
間）による有意差の検定を行った。

 1　外観の変化

 1） イチゴ：イチゴの外観の経日変化は，貯蔵開始日
（0日目）から 3日目まではほとんど見られず，6日目か
ら損傷イチゴが発見された。損傷の個数は表 1に示すよ
うに，小カビ，大カビ，腐敗の 3通りであった。小カビ
とは，ゴマ粒大のカビがイチゴ表面の一部に見られるも
ので，それ以上の大きさのものを大カビとした。つまり
小カビはふき取れば健全なものと全く区別しがたい程度
の軽損傷である。腐敗は，色が茶色っぽく変色して果肉
が柔らかくなったものや表面が白い綿状のもので覆われ
たイチゴをいう。低温区では貯蔵開始から 15日目頃か

ら損傷イチゴが急激に増え，氷温区の 3倍以上になって
いる。21日目の両試験区のイチゴを写真 1に示した。
発生した腐敗やカビは本学部の原田幸雄教授に伺ったと
ころ，ボトリチス（botrytis cinerea），ムコール（mucor 
mucede），スクレロチニア（sclerotinia sclerotiorum）と
いう菌であった。

 2） ブドウ：貯蔵したブドウ果粒の 35日目の外観には大
きな違いが見られる。低温区は貯蔵期間が経過するほ
ど，しおれた果粒が目立つようになった。しかし，氷温
区のほうは貯蔵期間が経過しても，しおれた果粒は見ら
れず，貯蔵前と変わらず鮮度を維持できている。また，
外観からはわからないが，果粒を手にとってみると，感
触からも氷温区の果粒の方が全体的に明らかにはりがあ
り，低温区より鮮度が維持されている。
　　貯蔵したブドウ果梗を写真 2，同 3に示す。写真の
ように両者には大きな違いが見られる。低温区は貯蔵期
間が経過するほど，硬く黒ずんでいき，細く軽くなって
いく。氷温区のほうは，貯蔵する前とほとんど変わらな
い状態で，青々していて太くずっしりしている。

2　重量の変化

 1） イチゴ：重量変化率を図 4 － 1に示す。氷温区の重量
減少率は最大でも 1.3％であるのに対して低温区では

2.9～ 3.9％であり，氷温区では低温区に比べて約 1 / 3の

図 3　氷温冷蔵用発泡スチロール内の温度測定方法

　

図 2　青果物の冷却曲線と氷結点・過冷却時間

表 1　貯蔵イチゴの損傷発生個数

低　　温　　区氷　　温　　区

累　計腐　敗大カビ小カビ損　傷累　計腐　敗大カビ小カビ損　傷

00003日目

3331116日目

633109日目

104454412日目

2855818105515日目

433121520191018日目

8033437244421日目

10020203124724日目
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重量減少率に抑えられたことがわかる。

 2） ブドウ：貯蔵中の重量の変化を図 4 － 2に示す。氷温
区と低温区では大きな違いが見られる。氷温区は目減り
が小さく，35日経過時も貯蔵前の 1％以内である。これ
に対し，低温区では日数の経過とともに目減りが大き
く，35日経過時には初めの 6％以上に達している。すな
わち，氷温区は目減りを低温区の 1/6に抑制している。

3　比重の変化

 1） イチゴ：比重は 0.83～ 0.87の範囲で経日変化した
が，一定の傾向は見られず，また，氷温区と低温区との
有意差（5％水準）も認められなかった。

 2） ブドウ：貯蔵中のブドウ果粒の比重は，貯蔵期間 35
日間を通して氷温区と低温区とも 1.072～ 1.082の範囲
で変動しているが，貯蔵期間を通した一定の傾向は見ら
れない。ここで，ブドウの比重が 1を超える大きな値で
あることが，氷結点が－ 2.8 ℃と普通の青果物の中でも
低い値であることに関連するものと思われる。

4　含水率の変化

 1） イチゴ：含水率の経日変化を図 5 － 1に示した。含水
率は氷温区と低温区ともに上昇の傾向を示しているが，
分散分析の結果，氷温区と低温区には有意差は見られな
かった。

 2） ブドウ：貯蔵中のブドウ果粒の含水率の変化につい
ては，低温区のほうは貯蔵期間が経過するほど，果粒を
潰したときに出てくる果汁の量が，少なくなるのが観察
された。しかし，測定値は，貯蔵期間 35日間を通して氷
温区と低温区とも 81.5～ 82.5％の値で変動しており，
貯蔵期間を通した一定の傾向は見られず，また，試験区
間の有意差も認められない。貯蔵中のブドウ果梗の含水
率の変化を図 5 － 2に示す。果梗の含水率は外観からも
わかるように，低温区のほうは，貯蔵期間 0日から 35
日にかけて 60％から 30％まで，だいたい半分程度に低
下している。氷温区のほうには，果梗の含水率低下は見
られない。このことからも，氷温区ではブドウの鮮度が
維持されていることがわかる。鮮度の低下が外観からも
数値からもよくわかるのが，果梗の含水率である。

写真 1　貯蔵 21日目のイチゴ

写真 2　低温区で 35日貯蔵したブドウの果梗 写真 3　氷温区で 35日貯蔵したブドウの果梗

加藤・張・福地



41

5　糖度の変化

 1） イチゴ：糖度の経日変化を図 6 － 1に示した。図より
低温区の 9日目以降は減少の傾向を示し，氷温区では一
定またはやや増加の傾向を示している。しかし，分散分
析の結果，氷温区と低温区には有意差が見られなかっ
た。糖度と氷結点の相関を調べたところ，糖度が増加す
ると氷結点は降下する傾向が見られた。この傾向は，水
溶液が呈する氷結点の降下が希薄な溶液においてはその
濃度に比例するというラウールの法則により理解でき
る。

 2） ブドウ：貯蔵中の糖度は，低温区では貯蔵期間 0日
から 28日にかけて，18.5Brix％前後で変動しているが，

35日には 19.3Brix ％程度まで増加している。このよう
に増加しているのは，ブドウが貯蔵中に追熟していった
ことが原因であると考えられる。氷温区は，測定値にば
らつきはあるが，貯蔵期間を通して，糖度の増加は認め
られない。糖度と氷結点の相関を図 6 － 2に示す。ブド
ウについても氷結点は糖度と高い相関があり，相関係数

R2 ＝ 0.5332である。氷結点は低温区と氷温区とも，貯蔵
期間の経過とともに低下している。低温区は貯蔵開始の

14日目以降は低下している。これは，氷結点は果粒の糖
度と高い相関があり，追熟によって糖度が増したことに
よって，氷結点が下がったためと考えられる。氷温区
も，貯蔵 21日目に氷結点が大きく低下している。この

�� ��

��
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原因として考えられるのは，果粒の糖度の増加である
が，貯蔵期間 21日に糖度の大きな増加は見られなかっ
た。氷温区貯蔵期間0～ 14日のブドウ果粒の糖度と氷結
点には R2 ＝ 0.5936の高い相関が見られる。また，氷温区
貯蔵期間 21 ～ 35日のブドウ果粒の糖度と氷結点にも R2

 ＝ 0.5176の高い相関が見られる。よって，糖度以外の別
の要因が，原因として考えられる。つまり，貯蔵期間 14
日から 21日にかけて，糖度以外の他の成分が大きく変
化していると考えられる。氷結点に影響を与える糖度以
外の要因は果粒中の水分であり，水分が低いほど氷結点
は低くなる。

6　酸度の変化

 1） イチゴ：クエン酸含量の経日変化を図 7に示した。
氷温区と低温区ともに測定日ごとの変動が見られるが，
全体として増加の傾向を示している。しかし，分散分析
の結果，氷温区と低温区には有意差が見られなかった。
比重と酸含量の相関については，比重が増加すると酸含
量も増加する傾向が見られた。また，硬度と酸含量の相
関は，硬度が増加すると酸含量も増加する傾向が見られ
た。

 2） ブドウ：貯蔵中の酒石酸は，全貯蔵期間を通して個
体差による測定値のばらつきはあるが，0.9～ 1.2％の範
囲にあり，試験区間の有意差は見られない。

7　ビタミンC含量の変化

 1） イチゴ：ビタミン C含量の経日変化は 21日目まで
は両試験区ともほとんど変化が見られず，分散分析の結
果においても氷温区と低温区には有意差が見られなかっ
た。しかし，低温区の 24日目は全て腐敗したイチゴを
測定したためか急激な減少の傾向を示している。

 2） ブドウ：貯蔵中のビタミン Cの変化を図 8に示す。
ビタミン Cは低温区では，貯蔵期間の経過とともに低下
している。貯蔵期間0日から 35日にかけて，1.9 mg％か
ら 1.2 mg ％程度まで低下している。氷温区は貯蔵開始
日から 28日にかけて，測定値に変動はあるが，1.8 mg 
％以上を維持している。しかし，35日には 1.7 mg ％ま
で低下している。一般に，ビタミン Cは低温でよく維持
されると考えられ，実験結果からも氷温冷蔵でよく維持
されている。

8　イチゴの硬度の変化
　硬度の経日変化を図 9に示した。供試したイチゴが測
定日ごとに異なるため，個体差の影響でグラフには大き
な起伏が見られ，一定の傾向は見出せない。分散分析の
結果，氷温区と低温区には有意差が見られなかった。

9　ブドウの脱粒抵抗力
　貯蔵中の脱粒抵抗力の変化を図 10に示す。脱粒抵抗
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力については，低温区は貯蔵期間の経過とともに低下し
ていく。貯蔵期間 0日から 35日にかけて，0.28 kgから

0.23 kgにまで低下している。氷温区は，貯蔵期間 0日か
ら 35日にかけて，測定値にばらつきはあるが，だいたい

0.28～ 0.30 kgで維持されている。よって，氷温区では
ブドウの鮮度が維持されているといえる。

10　貯蔵中の氷結点
　貯蔵中のブドウの氷結点の変化を図 11に示す。氷結
点は両試験区とも貯蔵開始日から 14日目にかけてはほ
ぼ一定であるが，21日以降は低温区では徐々に低下して
いき，また氷温区では 21日には氷結点が大きく低下す
るが，その後は再びほぼ一定の傾向を示す。このよう
に，貯蔵中に氷結点が低下していることは，ブドウの内
容成分，特に糖度との関係が強いことを示すが，貯蔵中
に氷温冷蔵適性が高まっていることがわかる。

11　結論
　今回供試したイチゴ，ブドウともに氷温冷蔵のほうが
低温貯蔵よりはるかに有利であることが明らかになっ
た。

 1） イチゴについては，氷温冷蔵の方が低温貯蔵に比べ
て外観（目視と写真撮影による），重量変化率，損傷個数
の点ではるかに優れていた。低温区では貯蔵開始から 9
日目まではカビによる損傷果粒が多少見られるもののそ
れ以外は鮮度が保たれていたが，12日目には鮮度を失
い，また損傷果粒も急激に増加していた。これに対して
氷温区では 18日目まではカビによる損傷果粒が多少見
られるものの鮮度が保持されていた。しかし，比重，糖
度，硬度，酸含量，含水率，ビタミン C含量については
氷温区と低温区の有意差を見出すことはできなかった。
外観観察によると低温障害は見られなかったが，氷結点
は－ 1.2～－ 2.0 ℃ の範囲で変動していることから，今
後イチゴの氷温冷蔵を実用化するにあたっては環境温度
がもっと安定するような冷蔵設備が必要と考えられる。
そのため，振動などの衝撃を抑え凍結を防ぐ意味でも発

泡スチロールなどの温度緩衝材も重要となる。加えて，
イチゴの氷結点には，ばらつきがあるため，同じ温度に
おいても凍結するイチゴと凍結しないイチゴがある。氷
結点を一定にそろえるために，氷結点と相関の高い糖度
が一定のイチゴを利用することなども検討していく必要
がある。

 2） 氷温冷蔵のブドウは，35日間の貯蔵後も外観が良好
で，成分の変化もほとんどみられず，鮮度は低下してい
ない。低温貯蔵では 35日を経過すると著しい鮮度の低
下が見られ，商品としての価値は失っている。一般に青
果物では重量減少率が 5％を超えると商品価値がなくな
るといわれているが，このことを基準に貯蔵可能期間を
推測すると，低温貯蔵では 4週間程度しか貯蔵できない
が，氷温冷蔵では 25週間程度の貯蔵が可能だと考えら
れる。しかし，成分測定の結果，特に氷温冷蔵のブドウ
のビタミンCが貯蔵期間35日から低下しているので，35
日以降も貯蔵することで，どの程度ビタミン Cを維持で
きるのか，検討する必要がある。
　本実験の貯蔵期間は 35日だけであったが，氷温冷蔵
において貯蔵中のブドウに低温による機能障害と凍結は
見られなかった。また，腐敗，変形粒，脱粒も見られな
かった。そして，一般の果実の氷結点は－ 1～－ 2 ℃で
あるが，本実験のブドウは氷結点も－ 2.8 ℃と低く，氷
温冷蔵適性は非常に高いと考えられる。ただ，本実験で
は供試ブドウの数が少なく，貯蔵期間も短いので，低温
障害などといった障害の発生を十分に観察できなかった
可能性もある。よって，今後は貯蔵期間を長くし，ブド
ウの数を増やして，観察していくことが必要である。
　庫内の温度管理で大切なのは，貯蔵中のブドウを凍結
させないことである。そのためには，庫内の温度変化を
なくすことが理想であり，温度管理の性能が高い冷蔵庫
や発泡スチロールなどの温度緩衝材が必要である。ま
た，ブドウについて考えると，貯蔵するブドウの氷結点
にばらつきがなく，全て同じ温度であることが理想であ
る。よって，貯蔵するブドウの氷結点を一定にするため
には，貯蔵するブドウの糖度（熟度）を一定にする必要
がある。また，氷結点は果粒の糖度と高い相関があり，
貯蔵中のブドウが追熟によって糖度を増すことで，氷結
点が低下していくと考えられる。よって，貯蔵中に貯蔵
温度をさらに低下させることでブドウの呼吸を一層押さ
え，貯蔵期間を延ばすことが可能である。今後は，糖度
と氷結点との相関を一層検討して，また，貯蔵するブド
ウの糖度，すなわち氷結点を一定にそろえたものを貯蔵
するなどの方法を検討していくべきである。

Ⅳ　摘　　　　要

　イチゴとブドウについて氷温冷蔵の適性を知り，氷温
冷蔵の方法を検証する目的で，それぞれの材料を氷結
点付近（イチゴでは－ 1.2～－ 1.6 ℃，ブドウでは－ 2～
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－ 3.6 ℃）の環境に貯蔵した氷温冷蔵区（以下氷温区と
いう）と，1 ℃の環境に貯蔵した普通低温貯蔵区（以下
低温区という）の二つの試験区を設け，イチゴでは 24
日間，ブドウでは 35日間貯蔵し，その間の性状（外観，
重量，含水率，比重，硬度，糖度，酸含量，ビタミン C
含量）および氷結点を定期的に測定し，次の結果を得た。

 1. イチゴの外観については，氷温区のほうが低温区に
比べて，鮮度の保たれたイチゴが多かった（写真 1）。
また，腐敗やカビの発生したイチゴは，24日間の貯
蔵期間で氷温区では低温区の 1 / 3以下の個数に抑
えられた。

 2. ブドウの外観については，貯蔵期間が 35日経過す
ると，氷温区では果粒および果梗ともに鮮度が維持
されているが，低温区では果粒はしおれによる鮮度
が低下しており，果梗部もしおれにより細く黒ずん
でしまい，鮮度が低下していた（写真 2，3）。

 3. 重量変化率は，イチゴでは氷温区で最大でも 1.3％
であるのに対して，低温区で 2.9～ 3.9％であり，氷
温区では低温区の約 1 / 3の重量減少率に抑えられた
（図 5 － 2）。ブドウでは，貯蔵期間が 35日経過する
と，氷温区では重量の目減りはほとんどないが，低
温区では氷温区の 6倍以上も目減りする。

 4. イチゴでは含水率，比重および硬度については，い
ずれも両試験区間に有意差は認められなかった。ブ
ドウでは果粒部の含水率は，氷温区と低温区とも貯
蔵期間を通して，低下は見られなかった。果梗部の
含水率は，貯蔵期間が 35日経過すると，氷温区では
低下は見られないが，低温区では貯蔵前の半分程度
まで低下した（図 7 － 2）。

 5. イチゴの糖度については，分散分析の結果，氷温区
と低温区には有意差が見られなかった。しかし，糖
度と氷結点には相関が見られ，糖度が増加すると氷
結点は降下する傾向が見られた。また，ブドウの糖
度については，氷温区では貯蔵中の変化はないが，
低温区では貯蔵期間が 35日経過すると，追熟して
糖度が高まった。

 6. イチゴのクエン酸含量もブドウの酒石酸も，分散分
析の結果，氷温区と低温区には有意差が見られな
かった。比重と酸含量，硬度と酸含量には相関が見
られ，それぞれ比重が増加すると酸含量も増加，硬
度が増加すると酸含量も増加する傾向が見られた。

 7. ビタミンC含量については，イチゴでは低温区の 24

日目で急激な減少の傾向を示すが，21日目までの
低温区と氷温区では，ほとんど変化が見られなかっ
た。分散分析の結果においても氷温区と低温区には
有意差が見られなかった。ブドウのビタミン Cは，
氷温区では維持されているが，低温区では貯蔵中に
低下していく。

 8. ブドウの脱粒抵抗力は，氷温区では低下は見られな
いが，低温区では貯蔵中に低下していった。

 9. 貯蔵中の氷結点は，氷温区の方が低温区より大きく
低下するが，氷温区と低温区とも貯蔵中に低下す
る。貯蔵中の過冷却時間は，氷温区の方が貯蔵期間
を通して，変動が大きい。

 10. 以上のようにイチゴの氷温区は，外観の保持，腐敗
やカビの発生の抑制，目減りの抑制の点から低温区
より優れており，その他の測定項目では大差がない
という結果から，イチゴには氷温冷蔵が適している
と思われる。

 11. ブドウについても氷温区と低温区との貯蔵性を比
較すれば，ブドウ果粒の外観と重量変化，果梗部の
外観と含水率，脱粒抵抗力，および果粒の糖度とビ
タミン Cにおいて，氷温区のほうが優れており，そ
の他の測定項目では大差ないことより，ブドウには
氷温冷蔵が適していると思われる。
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SUMMARY

　　Chilling Storage is the method to maintain the quality of vegetables or fruits for a long time. The 

purpose of this study is to obtain basic data of the chilling storage as to agricultural products. Experimental 

materials used in this paper are strawberry（cv. Toyonaka）and grape（cv. Stuben）which cannot be kept 

for a long time in the conventional storage condition. The designed temperature of chilling storage is -1.4℃ 

as to strawberry and -2.3℃ as to grape, and that of low temperature storage is 1℃ for both samples. 

Storage period was 24 days as to strawberry and 35 days as to grapes. There was no appearance change 

and a little weight change as to chilling samples. But as to low temperature samples, there were much 

appearance change like mold or rot and significantly weight loss. From these results, as to chilling material, 

the acceptable storage period of strawberry is 18 days and that of grape is 3 months, but as to low 

temperature materials, that of strawberry is only 9 days and that of grape is 1 month.

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 37 － 45, 2005

Studies on the Chilling Storage
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1 . 機能性作物への注目の高まりとアピオス

　近年，機能性食品への注目が高まっている。一般に食
品の機能は 3つに分けられる。一次機能は食品中の栄養
素が生体に対して果たす機能で，栄養とも言われる。二
次機能は味，香り，食感など食品成分の特異構造が感覚
に訴える機能を意味し，食品の受諾性を決定する。三次
機能は食品による生体リズムの調整，神経の覚醒と沈
静，免疫系の調節などに関わる機能で，体調調節機能と
言われる。機能性食品とは，この 3番目の体調調節機能
に着目した食品のことである 1）。
　この機能性食品の素材となるのが機能性作物である。
例えば，九州大学ががんを抑える仕組みを解明した緑茶
カテキン 2），九州沖縄農研センターなどの研究により血
糖値上昇を抑える効果を確認したサツマイモ茎葉 3），石
川県の試験研究機関が血圧上昇を抑える効果を確認した

JA能登の中島菜 4）などがその一例である。そして市場
調査会社の富士経済の調査では，1998年から 2003年の

5年間に植物由来成分・素材市場は 3倍に増え，今後も
成長が続く見通しとしている 5）。
　このように，機能性食品，機能性作物は将来的に非常
に有望な市場であるので，米に匹敵する収益が見込まれ
る作物がなかなか見出せないでいる転作作物の一つとし
て，この機能性作物を検討することは，今後の米の生産
調整を達成し有効に転作水田を利用するためには有効な
方法の 1つであると考えられる。
　さて，機能性作物の一つにアピオス（Apios Americana 

Medikus）がある。アピオスは，北アメリカ原産のマメ科
ツル性植物で図 1のようである。7月から 9月にかけて，
深い紫色の蝶のような形をした花をつける。スミレに似
た，濃厚な香りを放つのが特徴である。複葉で，根茎は

1メートル以上も伸び，その根茎には 5～ 10センチほど
の間隔で節がついている。この節が次第に大きくなっ
て，肥大して数珠のように連なった直径 1～ 4センチ長
さ 3～ 6センチのサトイモによく似た塊茎となる。この
塊茎の部分が食用になる。

　アピオスが初めて日本にわたってきたのは青森県であ
る。明治初期アメリカの宣教師が青森を中心にキリスト
教の布教活動をし，インディアナ州などからりんごの苗
木を大量に輸入した。アピオスはその時，根を包んでい
る土の塊と一緒に入ってきたといわれている。いまで
も，リンゴ園のなかでアピオスが雑草のように生えてい
る光景を見ることがあるが，それはリンゴが輸入された
ときの名残である 6）。
　このアピオスは，以前から一部の農家では強精の効果
があるということで，疲労時，妊娠時に食べられてきた。
じゃがいもやさつまいもに比べてカルシウムが多く，栄
養価が高いということで健康食品として注目されてい
る。また，アトピー，高血圧症，腰痛，糖尿病，便秘症
の改善や解消，滋養強壮等数多くの効能が報告されてい
る 6）。青森県工業総合研究センター岩井らにより，血圧
上昇抑制作用および脂質代謝改善作用を有する可能性も
示されている 7）。そして，近年では，その機能性作物と
しての魅力に着目し，青森県内の七戸町（旧天間林村）
及び五戸町（旧倉石村），岩木町，鯵ヶ沢町などで一部の
農家や団体が普通畑での栽培を行っている。
　よって，本研究では青森県における転作水田でのアピ

青森県の転作水田におけるアピオス栽培の可能性

小笠原康雄＊1・加藤　陽治＊2・藤崎　浩幸＊3

＊1　青森県中南地方農林水産事務所　　　　　　
＊2　弘前大学地域社会研究科　　　　　　　　　
＊3　弘前大学農学生命科学部地域環境計画学講座

（2005年10月14日受付）

弘大農生報　No. 8 : 46 － 51, 2005

（A）アピオス塊茎 （B）アピオス栽培状況

図 1　アピオスの塊茎と栽培状況
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オスの可能性について検討するものである。

2. 青森県の転作作物

　図 2は，青森県における昭和 62年から平成 14年度ま
での転作作物別作付面積を表したグラフである。転作作
物で作付け面積が最も大きいのは飼料作物であり，平成

14年度では全体で 6,600 haと転作面積全体の 30％程度，
ピークの平成 10年では 7,300 haで転作面積全体の 40％
割を占めていた。そのほか，地力増進作物，大豆，そば，
野菜，小麦，永年作物，などが栽培されているものの，
転作作物に機能性作物を展開している事例はほとんど無
い。
　北出によると「米から米以外への転作が進んだのは転

作助成金の役割が大きかった」8）し，転作作物の「収益
性についてみると，水稲の収益性が急激に低下している
にも関わらず小麦（田作），大豆（同）の 10a当り所得
は，水稲の約 4分の 1にすぎない。年産による不安定さ
もみられる。これは水稲と転作作物の収益性格差は依然
として解消していないことを示しており，こうした格差
を改善することが転作面積の拡大につながることはいう
までもない」 9）「食料自給率向上が課題となっているわが
国にとっては，水田の利用度向上は重要である。このた
め稲作から他の農産物への転換が要請され，そのため奨
励補助金が交付されてきた。しかし，近年では奨励措置
が実質的に削減されているため，転作率が低下している
のである」 10）としている。
　このことは青森県においても同様である。表 1は青森
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図 2　青森県における転作作物別の作付面積

 表 1　青森県における主要転作作物の収益性と労働時間（10アール当たり） 11）

労働
時間

（時間）

総所得

（円）

転作関係助成金所得

（円）

経営収支試算

作物名

計

（円）

県単
助成

（円）

国経常
経費

（円）

粗収益

（円）

収量

（kg）

追加

（円）

経営確立助成とも
補償

（円）

高　度
利用等
加　算
（円）

基本額

（円）

38.750,97350,97383,027134,000600
水稲

（ゆめあかり）

［土地利用型作物］

22.181,12082,5004,50010,0005,00040,00023,000－ 1,38010,5009,120459牧草

5.592,73582,5004,50010,0005,00040,00023,00010,23559,47069,705300大豆

2.764,18467,5004,50020,00020,00023,000－ 3,31634,98231,666150そば

5.783,85282,5004,50010,0005,00040,00023,0001,36256,60157,953400小麦

［露地野菜］

178.0426,06717,5004,50013,000408,567159,328567,3283,000ながいも

317.0339,51217,5004,50013,000322,012312,694634,7061,569にんにく

51.541,01217,5004,50013,00023,51299,686123,1982,800ばれいしょ

青森県の転作水田におけるアピオス栽培の可能性
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県における主要転作作物の収益性を示したものである。
図 2で最も作付面積の多かった飼料作物をはじめ，大
豆，そばなど主な転作作物の作付けは，そのものの生産
だけではほとんど所得を得ることができず，転作助成金
の交付により支えられていることがわかる。
　しかし，これからは転作助成金は削減されることが予
想される。米と比較した収益性が今まで以上に強く求め
られるようになる。表 1には転作奨励金なしに水稲を上
回る所得を得られる作物としては「ながいも」「にんにく」
が示されているものの，転作作物として広く普及してい
るわけではない。こうした作物に加えて，収益性の期待
されるアピオスのような機能性作物も転作作物の選択肢
として検討していくことが必要である。

3. 転作水田におけるアピオス栽培

　転作水田とは，米の生産調整を実施するために，一時
的あるいは永久的に米以外の作物を栽培する水田のこと
である。水田であるがゆえに，そこでは普通畑とは違う
栽培条件がもとめられる。そこで，転作作物には，前述
した米に匹敵する収益性の他に，どのような栽培条件が
求められるかを考えてみる。
　まず，転作水田は，生産調整した水田に転作作物を栽
培するものであり，作業に主に取り組むのは稲作農家で
ある。よって，水田の農作業が集中する農繁期と転作作
物の農作業時期が重ならないような作物でなければなら
ない。また，稲作と同様，土地生産性よりは労働生産性
を重視する粗放的な栽培が可能であることが望まれる。
次に集団転作により周囲を農道で囲まれる農区などの単
位で転作が行われるのではなく，個別に転作対応が行わ
れている場合，転作水田と畦畔を介して隣接する水田で
水稲が作付けされていれば，かんがい期は湛水中の隣接
水田から水が浸透し，暗渠排水が整備されたほ場であっ
たとしても土壌が湿潤になることが想定される。また集
団転作が実施されるとしても，その地域の地形や土壌条
件により，土壌が湿潤状態である可能性もあり，転作作
物が湿潤状態に強いことが望まれる。
　さらに転作水田は水田を本来の水田以外の用途で使用
するものであり，主食である米の不作に対応する等，復
田が容易でなければならない。一方で，同一の転作作物
を連続して同じ水田で作付けできた方が，年次ごとの転
作計画への対応も容易であり，また栽培に対する技術や
知識の蓄積や習熟も可能となり，より良い転作作物の生
産が期待できるので，連作障害のない転作作物が求めら
れる。
　以上を整理すると次の 5点となる。
　　①米と同じくらいの収益性が見込めること
　　②稲作の農繁期と作業時期が異なり，粗放的な栽培

であること
　　③土壌が湿潤でも栽培できること

　　④復田が容易であること
　　⑤連作障害が少ないこと
　そこで，アピオスが転作作物として適しているかどう
かを検討する手始めとして，平成 14年度から平成 16年
度にかけて栽培実験を行った。実験場所は弘前市藤代地
区の転作水田に，平成 14年度は 40 ㎡でアピオスを栽培
し，平成 15年度からはふたたび水田に復田した。平成

15，16年度は，平成 14年度の隣の水田を転作水田とし
て，それぞれ 5 ㎡アピオスを栽培した。転作水田の残り
の部分には大豆，小豆を栽培した。実験を行った転作水
田は暗渠排水も設置されておらず，周囲の水田では水稲
が栽培されていた。

①米と同じくらいの収益性が見込めること
　平成 16年度の栽培実験の結果，10アール当り換算で
平均 300 kgの収穫ができた。文献では普通畑で 300 kg
～ 600 kg収穫した実績がある 12）。アピオスの現在の販
売価格は約1,500円 / kg程度であるので 13），仮に10アー
ル当たり 250 kg収穫し，1,000円 / 1 kgで売れるとする
と粗収益は 250,000円 / 10アールとなる。アピオス栽培
の経費については試算していないものの，粗収益に対す
るアピオス栽培の経費の比率が 75％であるとすると所
得は 62,500 円 /10 アールとなり表 1 の水稲の所得が

50,973円 / 10アールを上回ることから，水稲を上回る所
得をあげる可能性がありうるものと判断される。

②稲作の農繁期と作業時期が異なり，粗放的な栽培であ
ること
　アピオスの栽培カレンダーは図 3のとおりであり，表

2が作業別の 10アール当たり労働時間と平成 16年の栽
培実験における作業日を示している。栽培カレンダーで
は植え付けは 4月の中旬で収穫は 10月下旬から 11月の
上旬となっていて，栽培実験でも 4月中旬に植え付け 11
月の上旬に収穫した。
　植え付けの 4月中旬は水稲の耕起時期と重なるが，最
も忙しい代かき田植え時期の前に植付けを終えることが
できる。また，栽培カレンダーでは田植え時期である 5
月上旬にネット張りという作業があるが，栽培実験では
田植え時期を過ぎた 6月 2日に支柱立て，ネット張りを
実施した。5月中は生育もそれほど早くはなく田植え作
業終了後に対応しても問題が生じないものと推測され
る。そして，収穫は 11月と水稲の稲刈り，乾燥・調整
作業はほぼ終了している時期である。
　労働時間は 10 アールあたり 260.8 時間となってい
て 12），表 1の露地野菜であるながいもとにんにくの中間
に位置し，水稲の 38.7時間に比べると 6.7倍であり，粗
放的な作物ではないことがわかる。しかし，現在のアピ
オスの作業時間は植付け，掘取り作業，除草とも機械を
使用せずに栽培した際の数値である。農家が既に所有す
る農作業機械を流用したり，アピオス用の作業機械が開

小笠原・加藤・藤崎
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発されたりすることにより機械化が可能であれば，労働
時間が減少することが期待される。また，支柱立て作業
も比較的時間を費やしているが，長いもが特産となって
いる本県では，そのノウハウを生かすことができる。

③土壌が湿潤でも栽培できること
　実験圃場の周囲の水田では水稲を栽培しており，隣接
する水田にたまっている水が浸透することにより土壌は
湿潤であった。特に 5月上旬から 6月上旬まではかなり
湿っている状態で土の色が黒っぽく，立ち入るとぬかる
むような状態で，アピオス栽培のために畝立てを行った
部分がかろうじて乾いている状態であった。しかし，そ
のような条件にも関わらず何の支障もなくアピオスの栽
培は可能であり，収量も落ち込むことなく普通に収穫で
きた。ある程度土壌が湿潤でも畝立て栽培すれば，特段
の問題が生じないということが確認できた。

④復田が容易であること
　アピオスは多年草で，普通畑で栽培した場合，前年度
収穫しそこねた塊茎が種となって，畑に雑草化したアピ
オスが繁殖する害が発生することがある。
　栽培実験では平成 14年度に，アピオスを 40 ㎡植え付
けた水田を復田して再び水稲を栽培して 1年間観察し
た。その結果，収穫し損ねた塊茎が芽を出し成長するこ
とは全くなく，通常の水田として使用することができ
た。湛水した土壌中に残った塊茎の腐敗が進行するなど
するものと推測される。また，水田の水持ちが悪くなる
ということも観察されなかったので，アピオス栽培後の
復田には問題がない。
　畑地でアピオス栽培を行う際には，栽培をやめた後に
雑草化する危険性があることを考慮すると，普通畑での
栽培より水田での栽培に適しているということもでき
る。

青森県の転作水田におけるアピオス栽培の可能性
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図 3　アピオスの栽培カレンダー 12）

表 2　アピオスの 10アール当たり労働時間 12）と
　　　平成 16年栽培実験における作業日 　　　　

平成 16年栽培実験
作業日

労働時間
（時間）

作　業

4.20.18.4土作り

4.25.24.8植付作業

4.27.3.2除草剤散布

5.16.3.2除草剤散布

6.2.30.4支柱立て・ネット張

6.23.3.2中耕

7.7.6.4草取作業

7.11.28.0草取作業

7.16.6.4追肥・中耕

7.17.6.4草投げ作業

8.30.9.6草取作業

9.1.6.4薬剤散布

10.15.3.2除草剤散布

11.4.24.8支柱・ネット片付け

11.10～ 12.86.4掘取作業

－260.8合　　計
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⑤連作障害が少ないこと
　アピオスはそもそも多年草であり，また，岩木町の普
通畑でアピオス栽培を 5年間継続しているりんご農家に
行った聞き取り調査において，連作障害は無いというこ
とであった。

4. ま　と　め

　水田は米を生産する基盤である。米は日本の主食であ
り食料自給率 100％を維持できる唯一の作物である。ま
た，洪水調節機能をはじめとする多面的機能をも有す
る。このため優良な水田は，潰廃させることなく，食料
の確保，環境保全という観点から維持し，有効利用しな
がら後世に引き継いでいかなければならない。そのため
現在の米の需給状況を勘案すると米の生産調整を実施す
ることは必要であるが，そこには，助成金で成り立つ転
作作物を栽培するのではなく，水田経営の一環として，
攻めの農業を行うための有効な作物を栽培する場として
捉える必要がある。ところが，青森県で現在まで作付け
されてきている転作作物のほとんどは助成金がなければ
栽培が成り立たない作物である。平成 16年度から開始
された米政策改革大綱による政策では，生産調整を実施
した際のメリットの明確化が必要とされていて，そのメ
リットには産地作り対策交付金が位置づけられているも
のの，これまでの転作作物と異なる収益性の高い転作作
物が見出せているわけではない。
　アピオスは，青森県内では一部の団体や個人がこれま
で普通畑で栽培してきているが，転作水田に栽培してい
る事例は見聞きしない。しかし今回の検討結果から，労
働時間の面で問題があるものの，収益性などの面で，ア
ピオスは転作作物として有望な可能性を有することが確
認できた。
　とはいえ，今回のアピオスの転作作物としての適性の
検討は，転作水田に栽培してみたら普通に収穫できた，

という程度の内容であり，今後，転作水田における栽培
適性について，より定量的な分析を行っていく必要があ
る。またこれと同時に，実験レベルの小規模な栽培では
なく，30アールや 1 ha区画の転作水田における試験栽
培などを通じて，より実証的なデータを蓄積していく必
要がある。最も問題になると思われる作業の機械化の検
討も必要であり，さらには，機能性食品としてアピオス
の市場規模がどの程度であり，どのていど販路拡大が可
能であるのか，ということの検討も重要である。
　いずれにせよ，青森県内に存在する優良な水田を荒ら
すことなく後世に引き継いでいくためには，所得が確保
できる転作作物の普及が必要であり，この一方策とし
て，アピオスのような機能性作物も視野に入れ，関係機
関が連携して，その転作作物として有用性を確認し普及
していくことが大いに期待される。
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SUMMARY

　　For the effective use of the rotational paddy field, it is necessary to ask what new upland crops can be 

grown in paddy with more value. We chose apios（Apios Americana Medikus）which has many effects on 

human health. And we discussed the suitability of apios for planting in the rotational paddy field through a 

cultivation experiment.
　　As the results,

 1. Apios can be expected to make the profit as much as rice.

 2. The operation schedule of apios does not overlap with that of rice. But the working hours of apios is 

6.7 times as much as that of rice.

 3. Apios can grow and harvest as usual in rather wet soil condition.

 4. It is easy to crop with rice after apios cropping.

 5. There is no growth retardation by continuous crop.

Apios cultivation in rotational paddy field, therefore, has some possibilities. And further analysis and 

experiment, such as experimental cultivation in 30 are or 1 hectare plot, are necessary.

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 46 － 51, 2005

Possibility of Apios Cultivation in Rotational Paddy Field in
Aomori Prefecture

Yasuo OGASAWARA＊1, Yoji KATO＊2 and Hiroyuki FUJISAKI ＊3

 ＊1 Chunan regional Agriculture, Forestry and Fisheries Office of Aomori 
Prefectural Gov.

 ＊2 Regional Industrial Studies, Regional Studies, Graduate School of Hirosaki 
Univ.

 ＊3 Lab. of Regional Environmental Planning, Fac. of Agri. and Life Sci., Hirosaki 
Univ.

青森県の転作水田におけるアピオス栽培の可能性
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Ⅰ　は　じ　め　に

　農業の担い手，とりわけ新規就農者の確保は，現在の
日本農業の大きな課題である。
　新規就農者数は激減の一途をたどっていたが，1990年
代以降，微増に転じている。これは，農家子弟以外から
の新規参入者の増加によるものである。
　しかし，近年，こうした新規参入者への支援策が様々
整ってきたとはいえ，農地取得をはじめ，その就農への
障壁は小さくなく，依然として，農家子弟からの新規就
農者確保は重要である。
　藤田 1）によると，現代の農家子弟が就農するには，農
業の先行き見通しと同時に，農業が自分にとって価値あ
る職業であるという判断が必要であり，後者には，他人
に拘束されず，創造性を発揮でき，自然と共生できる職
業に価値を見出す本人の性格と同時に，両親の農業への
姿勢を通じ農業がそのような職業であると認識してもら
う家庭の影響が大きいということである。
　また，岩手県がまとめた農業担い手育成ビジョン 2）に
おいても，親の就農誘導の少なさ，自ら職業である農業
に誇りを持っている親の少なさが問題点として指摘され
ている。
　そこで，本研究では，それなりの所得を確保できる農
業経営を目指し，誇りを持って農業に取り組んでいると
考えられる認定農業者を取り上げ，親の就農誘導と子の
就農意欲について意識調査を行い，今後の就農者確保の
ための方策を探ることとした。

Ⅱ　調　査　方　法

1 .  調査対象
　調査対象は，岩手県の県庁所在地であり，他産業に従
事しやすい環境下にある盛岡市を選定し，盛岡市の認定
農業者全員の中から，小学校の社会科で日本の農業を学
習する小学校 5年生以上の子供を有する親子全員とし
た。

2.  調査項目
　調査項目は，まず，農業のイメージとして「食料を作
る」「動植物を育てる」「自然を守る」「お金がもうかる」「経
営者になれる」「時間が自由」「家族一緒の仕事」「自然の
中で暮らせる」「農作業が大変」「後継者不足」の 10点
について，「とても思う（＋ 3）」「やや思う（＋ 1）」「あま
り思わない（－ 1）」「全く思わない（－ 3）」の 4段階で調
べた。
　次に，就農環境に対する改善意向として「農業の将来
が見通せる政策」「収入が確保できる経営の確立」「農作
業環境の改善」「農業を見下す社会的風潮の解消」「家庭
や地域でのわずらわしい風習の解消」の 5点について，
とても重要（＋ 3），やや重要（＋ 1），あまり重要でない
（－ 1），全く重要でない（－ 3）の 4段階で調べた。
　親子間の就農誘導については「後継ぎについて語る」
「仕事に関する日常会話をする」「仕事のぐちをこぼす」
「経営方針の相談」「作業を手伝わせる」「農業研修等を受
講させる」「サラリーマン的な働き方にする」の 7点につ
いて「よくある（＋ 3）」「たまにある（＋ 1）」「あまりな
い（－ 1）」「全くない（－ 3）」の 4段階で調べた。
　なお，以上の 3つの調査項目については，回答を＋ 3か
ら－ 3までの得点とし，平均値を求め，結果の分析に使
用した。
　また，回答者属性としては，年齢，性別，生産品目
（親のみ），職業（子のみ），農業後継者の状況（親のみ）
と就農意向（子のみ），就農理由（親と子の該当者），就
農しなかった理由（子の該当者），親の姿による農業のイ
メージへの影響（子のみ）を調べた。

3.  実施方法
　調査は 2000年 1月に実施し，調査用紙は返信用封筒を
同封して郵送で配布・回収した。1999年の盛岡市の認定
農業者 120名のうち返送は 46通（回収率 38.3％）で，
うち小学校 5年生以上の子供を有する親子は，親 42件，
子 57件であった。

認定農業者親子間の就農誘導と就農意欲

－岩手県盛岡市での意識調査－

藤　崎　浩　幸

地域環境計画学講座

（2005年10月14日受付）

弘大農生報　No. 8 : 52 － 57, 2005
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Ⅲ　回答者の概要

　回答者の年齢，性別を表 1に示した。

　親は，50歳代と 40歳代が多く，ほとんどが男性であ
る。一方，子は，女性も 4割存在し，年齢は 30歳代も存
在するが，10歳代が 6割，残りは 20歳代である。
　回答者の生産品目は，表 2の通りで，都市部というこ
ともあり，水稲に露地野菜や花卉，施設園芸や果樹を組
み合わせた複合経営が多い。

　表 3が子の職業である。さすがに認定農業者の子だけ
あって，就業者の 3分の 2は農業に従事しており，うち
半数は農業のみの従事である。就業者よりは未就業者が
多く，なかでも高校生が 2割と最も多くなっている。

Ⅳ　就農に関わる状況

　表 4は農業後継者の状況についての親の回答である。

3割は既に後継者があるものの，一方で子供にまかせる

という回答が 4割も存在する。認定農業者であっても世
襲にはこだわっていないことがうかがえる。

　逆に，表 5が子自身の就農意向である。「決めてない」
という回答が 4割と最も多く，「継いでいる」または「継
ぐつもり」という回答と，「継がない」という回答は，ほ
ぼ同数である。

　表 6は親と，子のうち表 5で農業を「継いでいる」か
「継ぐつもり」と回答した者との就農動機を示したもので
ある。親の場合は半数が「家業を守るため」であるのに
対し，子では「やり方次第でもうかる」「自分に向いてい
る」「誇れる仕事だから」と農業という職業へ価値を見出
している点が，大きく異なる。

　表 7は，子のうち表 5で農業を継がないと回答したも
のの理由である。農業という職業への価値や自分の適性
を見出せない者もいるが，3分の 2は他の兄弟が継ぐか
ら，ということであった。

認定農業者親子間の就農誘導と就農意欲

表 1．回答者の年齢・性別

子親
区　分

比率：％人数比率：％人数
57.933－10 － 19歳

年　
　
　

齢

35.120－－20 － 29歳
7.049.5430 － 39歳
－－38.11640 － 49歳
－－42.91850 － 59歳
－－9.5460歳以上

57.93392.939男　性
性
別 40.4237.13女　性

1.81－－無回答

表 2．回答者の生産品目

比率：％人数区　　　分
19.08水稲／果樹
16.77水稲／露地野菜／施設園芸

9.54
水稲／露地野菜・花卉／
施設園芸／果樹

7.13水稲／露地野菜・花卉／果樹
47.620その他

表 3．子の職業

比率：％人数区　　分
12.37農業就　

　

業

12.37農業と勤め
10.56勤め
3.52臨時雇・パート
15.89小学生未

就

業

12.37中学生
19.311高校生
10.56大学生
3.52無　回　答

表 4．農業後継者の状況

比率：％人数区　　　分
31.013後継ぎの子がいる
16.77後を継いで欲しい子がいる
2.41子の誰かに後を継いで欲しい
42.918子供にまかせる
2.41誰も継がない
4.82無回答

表 5．子の就農意向

比率：％人数区　分
7.04継いでいる
17.510継ぐつもり
40.423決めてない
26.315継がない
8.85無回答

表 6．就農動機

子親
区　　　分

比率：％人数比率：％人数
7.1152.422家業を守る
7.119.54周囲からの勧誘
21.439.54やり方次第でもうかる
14.324.82誇れる仕事だから
21.439.54自分に向いている
7.11－－他にいい仕事が無い
21.4314.36その他

表 7．就農しない子の理由

比率：％人数区　　　分
66.710他の兄弟が継ぐ
20.03農業はもうからない
6.71他の仕事をしたい
6.71自分には向いていない
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Ⅴ　農業のイメージ

　農業のイメージについての回答結果を，親と子に分け
て平均値を求めたものを図 1に示した。

　全体に親も子も似た傾向で「食料を作る」「後継者不足」
「動植物を育てる」というイメージが強く，「お金がもう
かる」とはあまり思われていない。
　ただ，「農作業が大変」では子に比べ親はあまり意識し
ておらず，逆に「自然を守る」「経営者になれる」などで
は親の方がやや強く意識していて，全般に，親の方が農
業に対し肯定的にとらえる傾向がある。
　図 2は，農業のイメージを子の就農意向別に示したも
のである。既に農業を「継いでいる」者は，図 1の親と
同様「継ぐつもり」「決めてない」「継がない」子よりも，
農業に対し肯定的にとらえている。そして「農作業が大
変」をあまり意識せず，「経営者になれる」を強く意識し
ているところは，親と似ているのに対し，「家族と一緒に
仕事」「動植物を育てる」を強く意識しているところが，
多少，親と異なるところである。

　また，親と「継いでいる」子が，他よりも多少農業に
肯定的なイメージを持っているのに対し，「継ぐつもり」
の子が「決めてない」子と似た傾向であるということは，
農家子弟については，農業に良いイメージを持っている
子が就農するのではなく，農業を継ぎ，日々職業として
農業に従事する結果として，農業に対する肯定的なイ
メージが増すのではないか，と推測される。
　さて，子が，親の姿を見て農業のイメージがどうなっ
たのかを示したのが表 8である。半数強が「変わらない」
という回答で，「良くなった」という回答は 3割である。

　この親の姿の影響と農業のイメージとの関係を示した
のが図 3である。イメージが「変わらない」者と比べる
と，イメージが「良くなった」者は，「動植物を育てる」「自
然を守る」「自然の中で暮らせる」という点を強く意識す
るようで，「農作業が大変」や「時間が自由」などの点で
は，それほどイメージに差はない。

Ⅵ　就農環境に対する改善意向

　就農環境に対する改善意向では，親と子と，あるいは，
子の就農意向による差はほとんどなかった。このうち，
図 4は，親と子に分けて計算した結果を示したものであ
る。ほとんどの回答者が，就農環境としては，「収入が確
保できる経営の確立」をとても重要だと考えており，次
いで「農業の将来が見通せる政策」を重要視している。逆

図 1．親と子の農業イメージ 
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図 2．子の就農意向と農業のイメージ 
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図 3．親の姿の子への影響と農業のイメージ 

藤　　崎

表 8．親の姿による農業のイメージの変化

比率：％人数区　　　分
8.85良くなった
21.112やや良くなった
56.132変わらない
－－やや悪くなった
3.52悪くなった
10.56無回答
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に「家庭や地域でのわずらわしい風習の解消」について
は，重要という意向と重要でないという意向と同程度と
なっている。

Ⅶ　親子間の就農誘導

　親子間の就農誘導について，親が行っているかどうか
と，子が親からされているかどうかを示したのが，図 5
である。

　まず「仕事のぐちをこぼす」以外の点では，全般に，
わずかではあるが，親のほうが子よりも就農誘導がある
側に位置しており，親が思っているほどには，子は親か
らの誘導を意識していない傾向がある。
　また，最も実施されている就農誘導は「作業を手伝わ
せる」と「仕事に関する日常会話をする」であり，とも
に平均するとたまにある程度にとどまっていて，親が，
就農誘導に消極的なことが分かる。これは，表 4で示し
たように，4割の親が，農業後継者の状況について，「子
供にまかせる」と回答したこととも符合する。
　次に，子の就農意向と親からの就農誘導との関係を示

したのが，図 6である。就農誘導に消極的なことを反映
して，「継がない」子と「決めてない」子には，たまに
「作業を手伝わせる」以外には，あまり就農誘導を行って
いない。とはいえ，「継ぐつもり」の子に対しては，多少
は「経営方針の相談」や「後継ぎについて語る」ような
ことを行う親も増えてくる。一方，農業を「継いでいる」
子に対しては，いろいろ働きかけがあるが，これは，就
農誘導というよりは，就農後の仕事仲間としての働きか
けであると考えられる。

　図 7は，親の姿が子の農業のイメージにどう影響した
かと，親からの就農誘導との関係を示したものである。
その結果，親の姿を見て農業のイメージが「良くなった」
子は，「変わらない」子と比べて，親は「後継ぎについて
語」らず「仕事に関する日常会話をし」「仕事のぐちをこ
ぼ」さない傾向があるようにも見えるが，明瞭ではなく，
今回の調査項目として取り上げた 7点の就農誘導につい
ては，親の姿による子の農業イメージへの影響との関係
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　ただ，親の姿を見て農業のイメージが変わる子がある
程度存在するのであるから，例えば，生き生きと働く姿
を見せる，といった親が無意識のうちに行っている就農
誘導のようなものが存在し，そのことが農業へのイメー
ジの改善につながっている可能性はある。

Ⅷ　お　わ　り　に

　今回の調査を通じて，認定農業者の親子であっても，
子は世襲意識ではなく，自分の主体的な職業選択として
親の仕事を継いでいること，また，親は就農誘導につい
ては消極的な傾向で，子の職業選択については，本人の
意向にまかせる傾向があることがわかった。
　次に，実際に農業に従事している親と農業を継いでい
る子は，そうではない子に比べ農業に対し，多少肯定的
なイメージを有していた。しかし，農業に肯定的なイ
メージを有しているから，就農したというよりは，就農
した結果，農業に肯定的なイメージを持つようになった
のではないかと推測された。
　また，就農環境については，ほとんどの回答者がとて
も重要視しており，特に，収入が確保できる経営の確立，
そして先の見通せる農政や快適な農作業環境が求められ
ていた。
　そして，多くの親が積極的には行っていない就農誘導
については，どういう就農誘導が子の就農意欲にプラス

（あるいはマイナス）に働くのか，という点について，今
回の調査では解明できなかった。しかし，親の姿を見て
農業のイメージが良くなった子も少なからず存在するの
で，親が無意識で子の前で行っている言動の中に，子の
就農意欲を沸き立てるものが存在する可能性はある。
　以上のことから，農家子弟からの新規就農者確保のた
め考えられることとして，まず，農家子弟であっても，
家業の世襲や家庭での就農誘導が希薄化していることか
ら，農家子弟にも，新規参入者と同様の枠組みで，農業
の魅力を伝えていくことが望まれる。
　その一方で，親の姿を見ることにより，密接に農業に
触れることが可能な家庭環境にあるのであるから，どの
ような親の姿が就農意欲につながるのかを解明し，それ
を実践していくことも同時に必要であろう。
　なお，本研究の遂行に際し，専攻生鶴ヶ崎馨さんの甚
大なる協力を得た。また，盛岡市の認定農業者の概況に
ついては盛岡市農政課の，予備調査ならびに本調査に際
しては，認定農業者とその家族の方々の協力を得た。付
記して謝意を表する。
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SUMMARY

　　The purpose of this paper is to survey the relationship between actions from parent, who is a farmer 

authorized by municipality, and his child’ s attitude to becoming a farmer.
　　As the result, parent’ s motive of becoming farmer was mainly following the family business, but 

child's one is earning money or vocation of himself. Child who already became a farmer has better images 

of agriculture than the others. And 43％ of parents think that whether child will become a farmer is his 

choice, they negatively work on their children to become a farmer, and children are not very influenced by 

their parent actions.

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 52 － 57, 2005

Actions from Parent of Farmer Authorized by Municipality and his Child’ s
Attitude to Becoming a Farmer

－ By an attitude survey in Morioka city, Iwate prefecture－
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1. Introduction

　　The apple industry is one of Aomori Prefecture’ s major industries and the apple juice processing sector 

is an important part of the industry. A large amount of food processing waste（apple pomace）is discharged 

from this sector in the manufacturing process. Making full use of this by-product is an important issue 

confronting the apple industry and Aomori Prefecture. Previously, it has been mainly used as livestock feed; 

however, recently, there have been changes in its use.
　　In such a situation, there is pressure to develop new technologies to make full use of the by-product. 

For instance, there are new techniques to produce polylactic acid（PLA） , hydrogen and acetic acid from 

apple pomace.
　　However, there has been little research investigating how apple pomace is currently used and what 

factors inhibit its use. With the situation for unused resources rapidly changing it is especially important 

that the factors influencing utilization（recycling channels）be elucidated.
　　In this paper the following two points are clarified by case studies of apple juice processing companies 

in Aomori Prefecture. First, the characteristics of the channels currently used for recycling apple pomace in 

Aomori Prefecture. Second, the elucidation of factors limiting its uses.

2. The Amount of Apple Pomace Produced in Aomori Prefecture

　　The production, use and disposal of apple pomace from 1989 to 2003 in Aomori Prefecture are shown in 

Table 1.
　　The variation in the annual discharge of apple pomace is large with production varying more than 

twofold, ranging from a minimum of about 15,000 tons to a maximum of 37,000 tons. Moreover, the 

variation in annual use is also large, ranging between 10,000 tons and 20,000 tons. The supply of apple 

pomace depends on the amount of apple juice processing, which in turn is influenced by apple crop yields. 

Apple crop yields vary widely from year to year, so the annual production of apple pomace is also large.
　　In addition, not only is there an annual variation in production but there is also a seasonal variation. 

Because apple juice is produced from autumn to the following spring, the apple pomace supply is 

concentrated in this period also. The unstable annual and seasonal supply gives rise to problems in 

planning for the use of apple pomace.
　　Furthermore, changes in the utilization of apple pomace have occurred with time, with the amount and 

the proportion of the total production used as livestock feed decreasing since 1993. Use as a livestock feed 

accounted for about 50％ or more of the amount of discharge until 1993, for about 40％ during the period 

1994 to 2000, and for about 30％ more recently. The proportion of apple pomace recycled decreased up to 

Characteristics of the Recycling Channels for Apple Pomace

Masami IZUMIYA

Laboratory of Regional Resource Management
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1995 because of the decrease in use as livestock feed, with usage dropping to 50％ in 1995. However, usage 

has been on an upward trend again since 1996 as increasing amounts of apple pomace are used in compost 

or as a soil conditioner（“Others”in Table 1） . Thus, the use of apple pomace has changed from being 

primarily a livestock feed to being primarily a compost or soil conditioner that is spread on the fields.

3. Case Studies of Recycling Channels for Apple Pomace

　　This chapter aims to characterize the recycling channels for apple pomace in Aomori Prefecture.
　　There are 11 main apple processing companies in Aomori Prefecture and 5 of these companies have 

been used as case studies. 　These companies are located in the Middle-South area, which is the main 

apple production area, and are on the Japan Sea side of Aomori Prefecture. Hirosaki City is the central city 

in this area. We researched these companies between 2002 and 2005.

（1）Case report 1: A cooperative society in Hirosaki City
　　The A cooperative society primarily produces apple juice. A Cs. is the largest buyer of raw processing 

apples in Aomori Prefecture, accounting for 21.8％ of the total in 1990（Tsushima and Tama［2］） . A Cs. 

purchases about 16,000 tons of processing apples and produces 4,000-5,000 tons of apple pomace each year. 

The apple pomace is chiefly used as livestock feed. A Cs. has 2 channels for using apple pomace as 

livestock feed, one outside and one inside the prefecture.
　　First, utilization inside Aomori Prefecture; 3,000-4,000 tons of apple pomace is used as livestock feed in 

Table. 1  Amount of discharge and utilization of apple pomace in Aomori Prefecture

UtilizationAnnual production

Others
（compost,
soil

conditioner）

Food
Material

Livestock
Feed

TotalDisposalApple
Pomace

Processed
Apples

Apple CropYear

1,458（ 6.4）48618,251（79.9）20,1952,637（11.5）22,832115,024502,8001989

1,283（ 4.9）44415,169（57.3）16,8969,564（36.1）26,460128,784501,00090

200（ 0.5）53120,516（55.8）21,24715,548（42.3）36,795183,347261,50091

0（ 0  ）55313,199（61.4）13,7527,741（36.0）21,493103,581483,80092

53（ 0.3）56011,932（68.8）12,5454,800（27.7）17,345 88,672482,10093

2,345（11.4）1,4267,737（37.8）11,5088,968（43.8）20,476 90,360504,70094

1,554（ 8.7）1,5196,498（36.5） 9,5718,228（46.2）17,799 85,604481,30095

3,196（21.3）1,6686,046（40.4）10,9104,082（27.2）14,992 71,906442,80096

4,877（20.6）1,5529,903（41.9）16,3027,324（31.0）23,626102,342488,70097

4,645（30.5）1,3796,485（42.7）12,5092,694（17.7）15,203 74,787477,30098

4,673（27.9）1,0566,706（40.0）12,4354,339（25.9）16,775 82,678474,80099

4,842（29.6）2,0606,668（40.7）13,5702,803（17.1）16,363 77,313407,2002000

11,330（50.0）3,2076,375（28.1）20,9121,734（ 7.7）22,646108,672491,5002001

10,177（57.7）6375,424（30.8）16,2381,393（ 7.9）17,631 92,024488,1002002

5,160（44.3）1,3784,381（37.6）10,919738（ 6.3）11,657 61,297424,9002003

 Source: Essential Point of Measures to Apple Circulation. Aomori Prefectural Government, Each annual.
 a） Survey of the main apple juice companies in Aomori prefecture. Aomori Prefectural Government presumes that 
about 90 percent of the total is covered.

 b） "Disposal" included that apple pomace processed by the industrial waste disposal contractors until 1999. It is 
presumed that a part of this was recycled as compost. After 2000, making into compost is excluded from 
"Disposal" and included in "Others".

（units: ton,  ％）

Recycling Channels for Apple Pomace
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the dairying area（Shimokita area）on the Pacific Ocean side of the prefecture. The amount used is 

decreasing in this area. A Cs. bears a cost of 4,000 yen a ton in this channel. A Cs. has the following view 

of this cost; the cost of making compost is estimated about 10,000 yen per ton, and the fee for commercial 

disposal（incineration）is estimated at 40,000 yen per ton. It is to A Cs. benefit that the cost for recycling 

as livestock feed is lower than these costs.
　　Second, utilization outside of Aomori Prefecture; 1,000 tons per year is used in a dairy farm in central 

Hokkaido（next prefecture） . This channel was started about 2000 and the amount used in this channel is 

increasing. In this channel, A Cs. bears a cost of 2,700 yen a ton. This cost is lower than that incurred in 

the recycling channel within Aomori Prefecture.

（2）Case report 2: B Co., Ltd. Branch factory in Hirosaki City
　　B Co., Ltd. is a major whiskey and wine producing company in Japan. This case study is of a B Co., 

Ltd. branch factory that primarily produces cider in Hirosaki City. In 2001 3,023 tons of raw processing 

apples were purchased and about 400 tons of apple pomace were produced. All apple pomace has been 

made into compost since about 1998.
　　Two compost-producing companies process apple pomace, one in Hachinohe City on the Pacific Ocean 

side of Aomori Prefecture and the second in Hirosaki City. B Co. pays 6,000 yen per ton to the Hirosaki 

company and 8,000 yen per ton to the Hachinohe company. The higher cost at the Hachinohe company 

being due to higher transportation costs because of the greater distance to the company’ s premises in 

Hachinohe.

（3）Case report 3: C Co., Ltd. in Kuroishi City
　　C Co., Ltd. produces apple juice in Kuroishi City, which is next to Hirosaki City. Apple juice is 

produced from September to the following April. In 2003, 10,000 tons of raw processing apples were used 

and 2,000 tons of apple pomace, including 100 tons of damaged fruit, were produced.
　　The breakdown of total apple pomace use in 2003 was as follows; 1,000 tons were used as livestock 

feed, 200 tons were used as the raw material for food production, and 700 tons（including the damaged 

apples）were made into compost.
　　Apple pomace has been used as a raw material for food production for ten years. The apple pomace is 

made into a puree and sold to food processing companies in the Kanto area. The price is now falling 

because of competition from imported puree, so production is limited.
　　Apple pomace has been used as livestock feed by dairy farmers on the Pacific Ocean side of Aomori 

Prefecture since 1960. However, the number of dairy farmers carrying apple pomace away has decreased. 

Therefore, since 1980, it has also gone to Hokkaido through a trading company. In this channel, money is 

not exchanged.
　　Of the apple pomace used to make compost, 30 percent is processed by the Rokkasho Villages’ 

compost processing company and 70 percent by the Hachinohe City’ s company; both companies are located 

on the Pacific Ocean side of the prefecture. The cost for making compost is 7,500 yen per ton（including a 

transportation cost of 4,000 yen）at both companies. The reason for the difference in the amount allocated 

to the two companies is that the Hachinohe company has more trucks than the Rokkasho company. So the 

Hachinohe company is able to carry away the apple pomace at once when requested by C Co.
　　Moreover, the reason that C Co. needs to compost the apple pomace, despite the higher cost, is as 

follows. Apple pomace is packed into flexible containers kept at the plant site until removed. Flexible 

containers cannot be piled up, because apple pomace is fluid. Therefore, a lot of storage space is necessary, 

but the plant site is of limited area. In addition, removal by the trading company is not regular because it 

carries away apple pomace only when transport companies have no other back-haul load to Hokkaido. 
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Therefore, the storage space for flexible containers is insufficient if removal is not conducted in time. C Co. 

can do nothing but request the compost processing companies, which can provide a more frequent service, 

to carry away the apple pomace.

（4）Case report 4: D Co., Ltd. in Hirosaki City
　　D Co., Ltd. produces apple juice and processed apple goods in Hirosaki City. 　Thirty percent of the 

raw apple material becomes apple pomace. This is pureed, heated and converted to apple puree. In addition, 

the core and the skin, discharged after processing, are made into compost by the compost processing 

company in Soma Village in the vicinity of Hirosaki City. The puree is sold to the major food processing 

companies in the Kanto area for use as the raw material base for curry sauce.

（5）Case report 5: E Co,. Ltd. Branch factory in Hirosaki City
　　E Co., Ltd. is a major food processing company in Japan and this case study is of a branch factory in 

Hirosaki City. In this factory apple juice is the main product. Except for some varieties, the raw processing 

apples were collected from near this factory. The factory operates chiefly from September to December with 

80 percent of production occurring during this period.
　　In 2004 14,000 tons of raw processing apples were processed, resulting in 2,000 tons of apple pomace. 

A small amount of apple pomace is processed to“apple fiber”used as the raw material for production of 

a functional food in Tochigi Prefecture. However, the major part of the apple pomace was made into 

compost by the K compost processing company in Hirosaki City. However, the cost of making compost is 

higher than using the apple pomace as livestock feed, therefore, use as livestock feed has been tried and the 

apple pomace has been sold to the beef cattle industry in the Nasu area of Tochigi Prefecture since 2001.
　　However, K Co. went bankrupt in September 2004, so since then the apple pomace formerly composted 

has been incinerated by R Company in Aomori City. The cost of making compost by K Co. was 4,000-5,000 

yen per ton, whereas the cost for incineration by R Co. is 32,000-33,000 yen per ton, a six fold increase in 

cost. So E Co. is interested the full-scale use of the apple pomace as livestock feed. Fortunately, 

immediately before K Co. went bankrupt, the proportion of the apple pomace processed by the K Co. 

decreased to 70 percent and sales to the beef cattle industry in Tochigi had risen to 30 percent of total 

production. In the Tochigi recycling channel, the beef cattle industry bears the transportation cost. In 

addition, E Co. is paid for the apple pomace, so E Co. has a great advantage in this channel.
　　After K Co. went bankrupt, and because the cost for incineration is high, E Co. has since October 2004 

been organizing a new disposal channel to the Doto area on the east side of Hokkaido. Apple pomace goes 

to a livestock feed processing company, with E Co. bearing half of the transportation and wrapping costs. 

As the cost of the Nasu recycling channel is less than that of the Hokkaido channel, E Co. wants to give the 

Nasu channel priority over the Hokkaido channel. However, the supply of apple pomace from E Co. greatly 

exceeds the demand from the Nasu channel, so the Hokkaido channel is also indispensable.

4. Conclusions

　　The major findings of this article are as follows:
　　First, there is a relationship between the recycling channel, the region and the income involved. These 

are summarized in Table 2. Recycling of apple pomace is roughly divided into 6 channels by usage and 

region. The usages are as a raw material for（functional）food, livestock feed, compost production and 

incineration. The regions are the Japan Sea side（I-J channel） , the Pacific Ocean side（I-P channel）of 

Aomori Prefecture and outside the prefecture（O-P channel） . The raw material for food is in the O-P 

channel, livestock feed is in both the I-P and O-P channels, compost is in the I-J and I-P channels and 
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incineration is in the I-J channel. Making compost and incineration are defined as“Industrial Waste”in the
“Waste Management Law”of Japan and transfer between the prefectures is severely limited. Therefore, the 

O-P channel is not involved in these uses. Livestock numbers in the I-P region are high, so the I-P channel 

was the main channel for use as livestock feed initially, but recently the O-P channel has expanded.
　　Examining the cost of each usage; recycling the apple pomace as a raw material for food production is 

earning an income, recycling as livestock feed is at no, or little, cost, while making compost is a large cost 

and incineration is the largest cost of all.
　　Second, the recycling channels have tended to become spread out. The supplier bears the cost in 

recycling, except when the apple pomace is used as the raw material for food. The recycling cost is 

different for each use form. Use as livestock feed has the lowest cost, while incineration has the highest. 

The recycling channels have tended to become spread out because of the action of the supplier in 

attempting to recycle apple pomace at the lowest cost.
　　Third, the use of apple pomace as a livestock feed is limited by the lack of transportation and problems 

in storage. The demand is influenced by transportation and storage problems in the large distribution area 

and making compost is important in adjusting supply and demand.
　　Finally, the implications of this article are as follows:
　　First, lack of transportation and the storage problems limit the effective use of apple pomace. 

Therefore, it is necessary to strengthen of these functions.
　　Second, any new uses for apple pomace must have costs that are at least lower than those for making 

compost. In addition, in the situation where the demand for livestock feed increases, it is essential that the 

costs be lower than for using apple pomace as a livestock feed.
　　In improving the recycling channels for apple pomace, it is vital that not only are measures for 

technological development addressed, but also measures to improve the price and the physical distribution 

processes such as transportation and storage are considered.
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○××＋Raw Material for Food
Resource

○○×－ or  0Livestock Feed

×○△－－Compost
Industrial Waste

××○－－－Incineration

M. IZUMIYA



63

　本論文では，青森県のリンゴジュース製造副産物を対
象として，そのリサイクル経路の特質を検討すること
で，その有効活用の条件を明らかにすることを課題とし
ている。そのために，青森県内の 11の主要りんご加工
場のうち，5つの加工場を事例に分析を行った。その結
果，明らかになったのは，以下の 3点である。
　第 1に，リンゴジュース製造副産物の利用は，処理・
用途としては食品素材，飼料化，堆肥化，焼却の 4つが
あり，処理・利用先の地域としては，近隣の県日本海側，
県太平洋側，県外の 3つがあり，それぞれリサイクル経
路を形成している。
　第 2に，そのリサイクル経路は，より低い費用負担で
の処理・リサイクルを求める供給側の行動と需要の地域

的偏在によって，広域化する傾向が強い。
　第 3に，家畜飼料での利用を阻害している要因の一つ
として，リサイクル経路における輸送機能の不足，およ
び需給双方における保管機能の不足という物流機能の不
十分さがあげられる。
　以下の点から，今後のリンゴジュース製造副産物の有
効活用に際しては，第 1に，輸送機能と保管機能を強化
する対策が必要である。第 2に，新規用途に関しては，
最低限，供給側にとっては堆肥化よりも低い費用での処
理・利用が必要であり，現状のように食品加工副産物の
飼料用途での需要が増加する下では，飼料利用よりも低
い供給側の負担でのリサイクル利用が必要であろう。

リンゴジュース製造副産物におけるリサイクル経路の特質

泉　谷　眞　実

地域資源経営学講座

弘大農生報　No. 8 : 58 － 63, 2005
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序章　問題意識

　青森県津軽地方の南端に位置する大鰐は，古くから津
軽の奥屋敷，いで湯の里として栄えてきた。その大鰐を
代表する特産物としてあげられるのが大鰐温泉もやし
（以下大鰐もやしとする）である。大鰐もやしとは江戸時
代から大鰐に豊富に湧き出る温泉とその熱を利用して育
てられた豆もやしである。このもやしはスーパーでよく
目にする緑豆もやし等とは異なり，茎の部分が 25cm程
度と長いのが特徴で，その味と食感の良さから，大鰐町
内は勿論，テレビなどのメディアでも紹介され，全国に
ファンをもつ。
　しかし現在，栽培や収穫作業の過酷さ，鮮度維持の難
しさ，流通面などの様々な問題から，生産者は大鰐町内
に 6戸を残すのみで，かつて 2倍以上の生産者がいた

ピーク時とは様相を異にし，かつ後継者もほとんどいな
い状況にある。
　このような状況のなかで大鰐町役場では，伝統の継承
や，地域エネルギーの利用などを目的とした大鰐もやし
の生産事業を掲げた。これは町の作った施設で農家をは
じめ，大鰐町民の雇用の場としてだけではなく，もやし
を増産し，ブランド化すること，またそれによる地域の
活性化を目指そうとするものである。しかしそこには数
々の問題がある。
　本論文では，大鰐もやし生産者数が減った要因は何
か，その上でなぜ衰退しつつある大鰐もやしの生産を復
興するのか，それによって得られるメリットは何なの
か，さらに事業による増産は可能なのかを検討し，これ
からの大鰐もやしのあり方について明らかにする。
　そのためにもやし生産者の現状を把握し，役場の取り

大鰐温泉もやしに関する研究

小　林　俊　介・渋　谷　長　生

地域資源経営学講座
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組みの内容と目的，それに対する生産者の対応などを分
析する。また同じような温泉によるもやし作りを共同作
業で行っている米沢市の小野川温泉の比較調査を行い，
もやし生産の今後を考察していく。以上のことをふまえ
大鰐もやしによる地域振興などの可能性についても探っ
ていくことにする。

第 1章　大鰐もやしの現状

　大鰐もやしは個々の生産者でそれぞれ生産を行い，そ
れぞれが独自の製法を代々受け継ぎ大切に守ってきた。
そのため栽培法などは外部には明らかにされず，過去に
詳しい研究もなされてこなかった。
　本章では，まず大鰐もやしの歴史から現在の生産，流
通状況までを概観しておく。またその中で生産者が抱え
る問題なども考察していく。

第 1節　大鰐もやしとは

（1）大鰐もやしの歴史
①もやしの歴史
　もやしの原産地や日本への伝搬の経路などは不明であ
るが，アジア（中国，インドネシア，ビルマなど）で古
くから食べられ，日本でも平安時代前半に書かれた日本
最古の薬草の本「本草和名」に「毛也之」として著され
ている。江戸時代には各地で栽培され，東北，九州など
の軟化野菜の少ない地方では栽培が簡単なことからも盛
んに栽培が行われていた。特に東北などの雪国では冬季
の野菜が少ない時期に豆もやしの栽培が行われ，その多
くは温泉を利用したものだった。
　現在では土や砂を使った栽培から水を多量に用いた水
耕栽培になり，中華料理の広がりとともに，昭和 49年頃
から消費量が増加し，50年代近くにはスーパーの定着品
となり，消費量は急激に伸びた。
　原材料となる豆も，大豆や小豆が古くから使われてい
たが，安価な東南アジア産のブラックマッペが主流とな
り，その後，中国との貿易が活発に行われる昭和後期に
は中国産の緑豆が主として使われるようになった。現在
スーパーなどで目にするもやしのほとんどは，この中国
産緑豆もやしである。
　他方大豆もやしは，工場で大量に生産できる水耕栽培
のものと比べ，栽培に手間暇がかかるため，温泉地など
で栽培されるのがほとんどである。

②大鰐もやしの歴史
　大鰐温泉の歴史は 800 年以上といわれ，建久年間
（1190～ 1198年）に東国を行脚していた円智上人が大鰐
温泉を発見したと伝えられている。また史実には慶安 2
年（1646年）に津軽三代藩主信義が大鰐に御仮屋を設け
湯治したという記録が残っており，それ以降大鰐には，

庄屋の他に湯の管理人（湯聖）がおかれるようになった。
大鰐は弘前から近く，参勤上下の道筋にあった上に，湯
の量も豊富で，大日堂，薬師堂，日精寺などの参詣寺社
もあり，湯治場としておおいに栄えた。源泉は 73 ℃～

67 ℃ の弱食塩泉で神経痛やリュウマチ性疾患などに格
段の効力をみせる一方，大鰐町では，湯治以外のことに
も，温泉の熱を利用して，野菜の栽培や，みそや醤油の
醸造にも役立てられてきた。その一つが大鰐の豆もやし
である。
　大鰐もやしは，いつ頃からどのように栽培されたのか
は，はっきりとはわかっていないが，江戸時代初期には
栽培されていたようである。津軽家三代藩主信義（在位

1631～ 1655年）の時代には春の七草を献上する際にはも
やしが入っていたと伝えられている。また，『津軽藩日
記』によると，大鰐町大鰐地区に津軽家御台所の大鰐菜
園所があり，マグワ・ササゲ・スイカ・トウガラシ・ウ
ドなど温泉熱を利用して促成栽培した野菜を藩主に献上
したと記録されている。大鰐もやしの起源は，河原にわ
いていた温泉に豆がこぼれ，偶然もやしができたなどの
説があげられるが，このような温泉熱利用による促成栽
培の下地があって，これがもやし栽培と結びついて発展
したと思われる。
　明和 3年（1766年）12月 3日の記録には，ネギやセ
リ，ハコベなどとともに，年始にもやしを納めるよう申
し立てがあったとされている。大鰐菜園所は津軽四代藩
主信政の頃に大鰐の湯野河原に造られ，藩の御台所と御
仮屋の一部を賄っていた菜園所であり，まれに江戸屋敷
の御台所へも発送されていた。冬の寒さが厳しい津軽地
方の中では季節的に温泉を利用して一段と早く栽培され
る野菜は貴重な存在であった。またそれ以上に，一年の
半分近くを雪で覆われる大鰐の町民にとって，この時代
の冬場の野菜の確保は容易なことではなく，新鮮なもや
しは何よりの栄養源であった。
　この様にして大鰐での温泉を利用したもやし作りは確
立された。また，大鰐町大鰐，蔵舘地区の温泉街は，地
下 1メートルも掘れば温泉が湧出し，地温がかなり高
かったこともあり，もやし生産は町内で活発に行われる
ようになった。
　その後，昭和 39年に町内各地にあった個人所有の源
泉を数カ所に統合したため，地温は低下し，もやし作り
の場は限定されることとなったが，一部の生産者は，温
泉熱の利用を優先的に認められ，生産が継続されてき
た。現在は源泉から温泉を引き，もやし栽培場の土の中
に温泉パイプを蛇行させながら埋めて，地熱を高め保温
する方法をとっている。
　生産者は最盛期の昭和 34年には現在の倍以上である

13戸存在し，各温泉宿舎などで栽培され，青森市などへ
の販売も行われていた。しかし昭和 35年の平川の大水
害により，湯の汲み上げポンプなどの施設に大きな被害
を被ったことや，温泉の統合などで次第に生産者は減少

大鰐温泉もやしに関する研究
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し，現在は様々な問題や後継者不足とも重なり，6戸を
残すのみとなっている。

（2）大鰐もやしの特徴，栄養成分
　もやしは生野菜の不足する冬場の貴重なビタミン源と
して，壊血病の予防などに薬として用いられた。特にも
やしはビタミンB1とB2を豊富に含んでいる（表 1 － 1）。
　昭和初期には栄養価が高く優れた健康食品であるもや
しを，保存食として加工する研究も行われ，弘前市に
あった科学研究所ではもやしのピクルスが考案された。
　大鰐もやしとスーパーなどで一般的に売られている緑
豆のもやしとの違いは，まず長さが全く違うことであ
る。緑豆のもやしが 5 ㎝程度に対して，大鰐もやしの場
合は 25 ㎝程度である。これは原料に使っている豆が異
なるためである。
　また，大豆の一種である小八豆によって作られる大鰐
もやしには，ポリフェノール（フラボノイド）が多く含
まれ，これが女性ホルモンのエストロゲンに似ているこ
とから，骨粗しょう症，更年期障害，乳ガン，前立腺ガ
ン，動脈硬化などに効果があるとされている。また大鰐
もやしの成分であるアスパラギン酸は二日酔いに，ルチ
ンは血圧を押さえることにそれぞれ効果があるとされて
いる。さらに，温泉を利用していることからミネラル分
も豊富にもつ。それに加えて大鰐のもやしは，歯触りも
よく，味の良さ，品質の高さ，更に土から栽培すること
で，土のほのかな香りがすることが特徴で大鰐の自慢の
味わいとされている。

〈調理法〉
　大鰐もやしの食べ方としてシャキシャキとした食感を
活かした油炒め，漬け物，汁の具などが一般的である。
いずれも長時間火にかけずにさっと調理することが，う

まく調理するこつである。
　また，大鰐町内ではラーメン屋でトッピングの一つと
してさっとゆでた物が盛りつけられる。旅館やホテルで
は，もやしのおひたしや，しゃぶしゃぶが冬限定の大鰐
の味として出されているほか，あるホテルでは，洋食に
「大鰐モヤシのクールジェット包みバルサミコ風味」，和
食に「大鰐もやしとホタテの味噌焼き」など手の込んだ
もやし料理も出されている。
　さらに大鰐もやしを利用した特産品としては「湯けむ
りピザ」で具としてもやしが使われている。

第2節　大鰐もやしの生産と流通の現状

（1）もやしの流通
　大鰐もやしの生産と流通を論じるにあたって，一般の
もやしの生産と流通の現状についてまず述べておきた
い。
　現在，市場で流通しているもやしの多くが工場で大量
生産されている。原料となる豆は中国産の緑豆が主流
で，栽培方法は主に貯水槽を用いた水耕栽培である。製
造工程は原料豆の洗浄・仕込みから温水浸漬，栽培・潅
水を経て，搬出，水洗，包装が行われ出荷に至る。工場
では散水機，温度制御機などの栽培装置から，もやし洗
浄機，計量包装機などが使用されほとんど人手をかけず
に栽培が行われる。
　工場の立地要件はもやしがいたみやすく日持ちしない
こと，良好かつ豊富な水が得られるかどうかにあり，気
候等は特に問われないため，工場は全国各地に点在し，
消費地立地が主流となっている。
　生産量は，戦後に工場生産の形態が確立してから急激
に伸び始め，1975年頃にはほとんどのスーパーで定着し
た（図 1 － 1）。

表 1 － 1　100 gあたりの栄養成分量

食物繊維
（g）

ビタミン
C （mg）

ビタミン
B2 （mg）

ビタミン
B1 （mg）

カルシウム
（mg）

脂　質
（g）

蛋白質
（g）

熱　量
（kcal）

2.350.070.09231.53.737
大豆もやし
（大鰐もやし）

1.380.050.0490.11.714緑豆もやし

1.680.010.03210.1137たまねぎ

1.4120.010.02240.10.518だいこん

2.240.050.05180.11.122なす

1.8410.030.04430.21.323きゃべつ

1.1140.030.03260.1114きゅうり

（科学技術庁　食品標準成分表）

小林・渋谷
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　近年，台風や冷害などで野菜の市場価格が不安定さを
増す中で，もやしは工場生産のため価格は安定し，20年
以上前からほとんど変わらず，財務省の調べでは市場価
格で 100 gあたり 20円前後を推移している。さらに低
カロリーでビタミンなどが豊富で調理も簡単なことか
ら，現在も消費量は伸びつづけている。

（2）大鰐もやしの生産
①小八豆の生産
　大鰐ではもやしの生産に小八豆と呼ばれる豆を使用し
ている。この豆はもやしにしたときの伸びがよく，減反

による転作などで，個々の生産者で作ったものや，一部
は秋田の農家に生産を委託したりしている。生産を委託
している場合でも，生産したものはすべて引き取り，他
に豆が流出しないようにしていると言う。

②もやし小屋（図 1 － 2）
　大鰐ではもやしの生産は個々の生産者が独自のもやし
栽培の小屋を設けて行われている。この小屋は各生産者
によってそれぞれ様式は異なるが，ある生産者の場合は
家の脇に丸太組みの小屋を立て，生産する期間に屋根や
壁面を板やわら，ビニールで覆い，さらに断熱材等も用

生産量 

0

100

200
300

400

500

1950 1975 2000

（千トン） 

生産量 

図 1 － 1 もやし生産量の推移

  ����（農林水産省農業研究センター・農業計画部資料より）

図 1 － 2 もやし小屋の略図

大鰐温泉もやしに関する研究
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いて保温している。また生産が行われない夏の期間など
は，これらの覆いをはずすことで土を天日にさらし，土
を休ませ消毒を行っている。これ以外にも住居の一部を
栽培場として利用している生産者やコンクリート作りの
半地下式の部屋で生産している生産者もある。
　さらにこの生産場には生産者によって多少異なるもの
の，もやしを栽培する土室，温泉の出る湯汲み場，土置
き場，収穫をしたもやしを束ねたりする作業場などが設
けられている。
　土室（図 1 － 3）とは，保温効果を増すために，地中に
長方形の穴を掘ったものである。土室は個々の生産者で
多少異なるもののおおよそ深さが 40cm程度の長方形に
土をくりぬいて作ったものである。また，土室の下の地
中には，源泉からひいた温泉の湯を通したパイプが埋め
られ，その熱で，土室内の温度が 35～ 40 ℃に温められ
る。
　大鰐もやしの生産は豆を撒いてから収穫まで 7日間か
かるため，毎日繰り返しで出荷ができるように，7日分
の 7個の土室が作られ 1日ずつずらしながらの栽培が行
われている。

③栽培方法
　現在スーパーなどで多く見かけるもやしは緑豆もやし
といわれるもので，主に工場のような大型の施設で水耕
栽培による大量生産が行われている。これに対して大鰐
もやしは，土による栽培が行われている。
　大鰐もやしの大まかな栽培方法は次の通りである。

 豆浸漬→播種→伏せ込み→収穫・出荷 

�）豆浸漬
　豆（小八豆）をぬるま湯につけ，一昼夜かけて十分に
水を吸収させる。これは発芽を促進させるためである。
またこのときのぬるま湯の温度が低すぎれば発芽せず，
高すぎれば豆を腐らせることになるため，生産農家は長
年の勘を頼りに慎重に温度設定を行う。
�）播種
　土室の中の前日まで使用した土などをきれいに掃除し
た後，使用されていない新しい土を土室の中に 15 cmほ
ど敷く。これは農薬などを使用せず病害などを防止する
ために，一作ごとに新鮮な土と交換しなければならない
からである。その上から 2 cm程度の厚さになるように
土をふるいにかけながらまんべんなく敷く。その上に豆
を隙間なくびっしりと蒔き，木べらでならして平らにす
る。さらにその上から 2 cm程度の砂を先ほどと同じよ
うにふるいかける。こうしてできたものをもやし床と呼
び，そこに温泉湯をまんべんなくかける。その後，土室
全体をワラ束，むしろ，土などでおおい保温し光を防ぐ。
このとき土室の温度は地中の温泉パイプにより 40 ℃前
後に保たれる。
�）伏せ込み
　翌日から出芽を始め，豆を蒔いてから 4日目にワラな
どの覆いを少しあけて，保温のために温泉の湯をまんべ
んなくかける。このとき成長が早いときには冷ました温
泉，遅いときには温泉湯と生育状況にあわせて調節す

図 1 － 3 土室の略図

小林・渋谷
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る。
�）収穫・出荷
　豆を蒔いてから 7 日で収穫となる。もやしは 20 ～

25cm程度に成長する。収穫の際はもやしに傷をつけな
いように丁寧にスコップで掘り上げる。収穫したもやし
はワラで仮束ねされ，桶で冷ました温泉の湯をつかっ
て，土などをきれいに洗い落とす。

　これらの作業が作業は早朝の 2～ 3時から始められ，
昼近くまで10時間ほど行われる。7つある土室で一日ず
つずらして生産を行うため，豆の吸水，もやし床作り，
散水と調整，収穫がそれぞれ毎日行われる。

（2）大鰐もやしの流通
　一戸の生産者が一日におおよそ 120束（約 40 kg）を
出荷し，6戸の合計で 720束（約 240 kg）が 11月から

4月頃まで毎日出荷される。
　出荷先は各生産者によって異なるが，町内の商店，
スーパー，居酒屋，食堂などに出荷している，また町外
では弘前市のスーパー，また道の駅に出荷している（表 1
 － 2）。町内と町外での出荷量の割合は，おおよそ町内が

7割，町外が 3割程になり，多くは町内で消費されてい
る。また町外のほとんどが弘前市への出荷である。
　出荷量は生産状況により変化する事や，春先には他の
山菜などが出始め需要が低下することから，生産者と取
引先で日々調整が行われる。
　決済方法は取引先と直接現金取引で行われ，出荷時に
はおおよそ一束（350 g程度）が 100円，店頭では町内
の場合 180円前後，町外（弘前市）では運送費がかかる
ことから 200円前後で販売されている。大鰐もやしの値

段は昔からほとんど変わっていないが，近年は生産者の
減少や，テレビなどの紹介，健康食ブームなどによる需
要の拡大から 10年前からは 50円前後値上がりしている
と言われている。
　出荷される大鰐もやしのほとんどはその日のうちに売
れてしまい，出荷先からは，もっと多く出荷してほしい
といった要望が出されるなど消費者の需要の高さがうか
がえる。更に青森県内のスーパーや農協などからももや
しを出荷してほしいといった問い合わせがある。しかし
いずれも毎日一定量出荷が条件となっているため，それ
への対応が難しく実現には至っていない。
　また，遠方からの問い合わせが生産者や町役場に月に
数件みられるが，その場合取り扱い商店を紹介し，その
商店が対応する事になっている。出荷する際には新聞紙
でくるみ，宅配を利用している。送料はクール便などを
使うと，関東では 500円程度かかる。

第3節　大鰐もやし生産者が抱える問題

　現在，大鰐もやしの生産者は最盛期の昭和初期に比べ
半分以下に減ってしまっている。前述したように，根強
い需要のあるもやしの生産がなぜ減少をたどっているの
か。
　その理由を探るために，もやし生産者への聞き取り調
査とアンケートを行った。質問項目は「もやし生産にか
かわる問題点」と「生産を行っている理由」についてで
ある。6戸のもやし生産者のうち 5戸が回答してくれた。
その結果は以下の通りである。

　「もやし生産にかかわる問題点」には次のものがあげら

表 1 － 2　生産者の出荷状況

大鰐町内

その他飲食店商店スーパー　

A農家

11B農家

1C農家

11D農家

32E農家

大鰐町外

その他飲食店商店スーパー　

１（道の駅）11A農家

B農家

C農家

１（卸売業者）D農家

11E農家

もやし生産者 6農家中 5農家

大鰐温泉もやしに関する研究
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れていた。
　・生産は真冬の早朝の作業（5戸中 5戸）。
　　→もやしが痛みやすいため，また消費者になるべく

新鮮なものを届けようとする生産者の気持ちか
ら，昼までに出荷するため朝の 3時頃からの作業
となる。しかし早朝であり，なおかつマイナス

10 ℃以下の気温の中の作業は大変厳しい。

　・ずっと腰をかがめたままの大変な重労働（5戸中 5
戸）。

　　→原料である豆の運搬，土の掘り返し，収穫作業は
腰を曲げたままの力，体力を要する手作業であ
り，特に高齢者などには大変な作業である。ま
た，1日ずつずらしながらの生産のため毎日作業
があり，1日だけ休むことなどはできず，正月な
ども休まず生産を続けることになる。

　・生産が難しい（5戸中 2戸）。
　　→気温や地温などが毎日微妙に変化し，また原料の

豆により日の生産量が異なり安定しないため，栽
培には長年の勘による温度の調整などが必要とな
る。

　・原料（小八豆）の調達が難しい（5戸中 2戸）。
　　→原料となる豆は小八豆と呼ばれる特殊なものであ

り，またもやしの出来具合はこの豆の出来不出来
に大きく関わるため，生産から収穫まで気の抜け
ない作業となる。

　・利益が少ない（5戸中 2戸）。
　　→単価が安く，大量に作ることができないため，労

力がかかる割に収入を得ることはできない。

　・保存，運搬，販路などの流通面の問題 （5戸中 3戸）。
　　→もやしの出荷は地域が限定される。これは痛みや

すく長期保存ができない，輸送コストが高いと
いった事があげられる。

　これ以外にも通年を通した栽培が行えない，もやし小
屋作りが大変などといった意見がみられた。
　また，この他に新鮮な野菜が冬でも手に入りやすくな
りもやしの価値が低下したこと，観光客の減少によりお
土産としてもやしを買っていく客がなくなった事などが
考えられたが，需要は町内だけでも十分にあるため，こ
れらを問題点としてあげる生産者は少なく，労働環境の
過酷さが最も大きな要因として考えていることがわかっ
た。

　これに対して「生産を行っている理由」として，
　・冬の収入を得るため（5戸中 5戸）。

　　→仕事の少ない冬季に家族労働力を有効に活用でき
る。

　・消費者から需要があるため（5戸中 4戸）。
　　→需要に答え，また消費者に喜ばれる野菜作りを目

指している。

　・少ない経費で収入を得ることができる（5戸中 3戸）。
　　→個々の生産者が各自温泉の権利を所有しているた

め，保温に一切経費がかからない。また成長が早
く 1週間で収穫でき，施設の稼働率がよい。

　・伝統を守っていかなければならないという思いから
（5戸中 3戸）。

　　→もやし生産には古くからの歴史があり，温泉街大
鰐の伝統でもあることから，生産者はもやし作り
を誇りにしている。

といったものがあげられ，少数意見として，生産しやす
い，収入が多く得られる，家族に勧められたなどの意見
があげられた。
　しかし課題は多く，また歳をとって他にやる仕事がな
く仕方がなくやっているといった生産者もあった。
　以上のように大鰐もやしを生産していくうえで，今
後，労働条件や価格の改善等がなければ生産するメリッ
トは少ないと考えられる。また，たとえ大量に生産して
も流通技術の進歩がなければ，県外などの発送は難しい
状況にある。
　さらに調理法の違いの問題もある。以前東京の物産展
に出品したが，用意した 300束はほとんど売れなかった
という。その理由として温泉と土で作られたもやし独特
の香りがあり，その香りに一般の消費者は慣れていない
ため，県外出荷の場合，適切な調理法がわからなければ
おいしく食べることが難しい。
　また，生産には温度，湿度の調節など熟練を要する技
術も必要であることから，現状のままでは普及拡大の可
能性は低いと思われる。
　このようなことから後継者の希望はなく，生産者も高
齢で大鰐もやし生産が途絶える危機にある。調査の結果

5戸の生産者のうち 4戸は後継者がおらず，また自分た
ちもあと 2～ 3年程度しかやらないという生産者がほと
んどであった（表 1 － 3 ）。
　また，5年後の状況として「生産の拡大」，「現状の維
持」，「生産の縮小」，「生産をやめる」という選択肢のも
と回答してもらったところ，1戸の生産者のみが「生産の
拡大」を選んだが，他の生産者は「現状の維持」が 2戸，
「生産の縮小」が 1戸，「生産をやめる」が 1戸であり，
生産拡大はあまり考えていない状況にある。
　また新規の生産者が生まれない要因としては，温泉の
利用権，更に施設の面から，新しくもやし作りをやりた
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くてもできないといったものがあげられる。役場への聞
き取り調査でも，温泉利用の権利の取得は源泉の量から
も難しいとのことだった。またもし利用権を与えるとし
ても，自分の生産場へどうやって温泉を導くか，また地
下へ通す温泉の循環パイプなどにはかなりの資金が必要
であることなどにより，新たにもやし作りを始めること
は難しく，結果的に後を継げるのは，現在の生産者の親
族などに限定されてしまっている。
　ちなみに「生産の拡大」を選んだ生産者は現在地元の
ラーメン屋と契約を結び，通年を通したもやしの栽培を
行っている。また今後も生産方法などを少しずつ変え，
量産できるように改良していく考えを持っている。それ
とともに東京や大阪などへの販売も計画中の生産者であ
る。この生産者の取り組みにあたっては，生産方法や販
路の開拓などにかなりの努力があったと言う。生産者の
年齢が比較的若く，またもやしに対して強い興味があっ
たためと思われる。これに対して他の生産者は今までの
製法を変えるつもりはないとしており，ある程度今の生
産に満足している。また，高齢となり今更新しいことを
始めようという気力もないということであった。

第4節　小括

　大鰐もやしは他のもやしとはその形態や，味，栄養も
大きく異なり，大鰐を代表する特産物で，長い歴史があ
るが，次第に生産者が減ってきている。
　大鰐もやしの歴史や生産法などについて文献などに全
くといっていいほど書かれておらず，また実際の調査で
もあまり多くを語りたくない生産者の気持ちが伝わっ
た。これには，代々門外不出として守ってきた栽培法を
町外にもらしたくないといった思いがあるようだ。近年
では伝統野菜や自然エネルギーが注目されるようにな
り，テレビなどで大鰐もやしも紹介され，全国的にもそ
の知名度は高まり，様々な取材が訪れるようになった
が，できる限り取材を断っているようである。これは他

産地，また企業などで似たようなものが作られ販売され
ることを心配しての事であると言う。
　しかしその一方で，自分たちの後継者はほとんどおら
ず，生産の拡大なども考えられていない状況にある。確
かに伝統を大切に守り継いでいくことは大切であるが，
このままでは逆に完全に途絶えてしまうことも考えられ
る。これから大鰐もやしの後継者をふやし，また伝統を
残すためにも，ある程度の生産方法や歴史などを記録と
して残していくことも必要だろう。
　もやし生産のうえでの問題が労働の面をはじめ，多様
に存在していた。しかし他方で生産者が現在の収入にあ
る程度満足していることも事実である。そのため生産の
拡大もほとんど考えられておらず，高齢のためもあり生
産は縮小傾向にある。
　今後，生産の維持・拡大，また労働環境の改善を行っ
ていくためには，大鰐もやしへの強い思いを持ったやる
気のある若い生産者などの育成が望まれる。そのために
も，もやし作りができる環境の提供，また栽培法の伝承
などを早急に行っていかなければならない。その点を念
頭に置きながら，新たな取り組みとしての大鰐町のもや
しに関わる事業について検討することにしたい。

〈第 1章に関する参考文献〉

『大鰐町史（上，中，下）』　大鰐町役場
『広報大鰐（503, 509, 510号）』　大鰐町役場
『大鰐のくらし』　大鰐町教育委員会
『大鰐におけるもやし生産について』　弘大地理
『新食品成分表』　科学技術庁
大鰐町役場ホームページ
　　http://www.town.owani.aomori.jp/
東奥日報ホームページ
　　http://www.toonippo.co.jp/
農林水産研究 wwwサーバー
　　http://www.affrc.go.jp/index-j.html

第2章　大鰐町役場もやし生産事業

　大鰐町の特産物である大鰐もやしの生産を守り，さら
に増産につなげる試みが大鰐町役場で計画され，実行に
移されてきた。
　本章では，役場は生産者が減少している大鰐もやし生
産をどのように改善していこうとしているのか，事業計
画について考察していく。また事業を進行する上で，生
産者はどのように事業を受け取めているのか，この点も
検討する。

第 1節　大鰐もやし生産事業

（1）事業の背景
　これまでも，町役場による大鰐もやし生産拡大の計画
は立てられたが実行に移されなかった。その一番の理由

表 1 － 3　生産者の職業

職業年齢・性別

会社員56歳・男性
A農家

農業53歳・女性

農業68歳・男性
B農家

農業65歳・女性

農業76歳・男性
C農家

73歳・女性

大工71歳・男性
D農家

64歳・女性

農業51歳・男性
E農家

農業51歳・女性

もやし生産者 6農家中 5農家
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として，個々の生産者が独自の方法で栽培を行っている
ため，栽培法を外に出したがらず，栽培法の詳細が得ら
れなかった事があげられる。
　例えば，昭和 59年に大鰐もやしの大規模生産団地の
建設を計画した。温泉パイプを大鰐町中部地域に引き，
大規模に生産していく計画だった。しかし，この計画を
生産者側は受け入れなかった。それは大鰐伝統のもやし
が土を利用して栽培されているのに対し，計画が水耕栽
培を利用するものであり，あくまで伝統の大鰐もやしを
守り続けたいとする生産者との対立があったためと言わ
れている。さらに保存法を改善するために真空パックの
利用も検討されたが，設備コストの面から，実現しな
かった。
　このような役場と生産者の意見の違いや，資金面での
課題により，計画は実行されず，役場からの生産者に対
する補助や協力がなされてこなかった。
　しかし今回，新たな事業計画が実行に移された背景に
は，生産者の高齢化が進み，後継者もいないことから，
もう数年のうちに，栽培をやめるだろうという生産者が
多く，伝統のもやし栽培が途絶えてしまうことが現実味
を帯びてきたことがあげられる。またテレビなどで大鰐
もやしが放映されたことで注目をあび，問い合わせが殺
到したことから，役場としても本腰を入れて生産計画を
実行しようとしてきた面も見逃せない。
　さらに，青森県の「冬の農業」推進事業を活用した資
金面，設備面での県の協力，補助がこの計画の大きな契
機となった。
　青森県では冬の寒さや雪をはじめ，風力や太陽光，温
泉，バイオマス等の地域新エネルギーを積極的に活用し
て，野菜や花き，果実の生産販売や農産加工，観光・体
験農業等を進め，冬の就労促進や農家の収入拡大を図
り，冬の青森に新たな可能性を切り開いていくことを目
標として「冬の農業」推進プロジェクトが行われてきた。
この中で施整備対策事業として，冬期間における施設栽
培の振興を図るため，耐雪型ハウスや暖房機，除雪機な
どへの支援が行われている。大鰐で行われるもやし生産
事業には地域新エネルギー利用施設の整備促進という名
目での温泉熱を利用した施設・ハウスの整備への支援で
補助金が出されることとなった。
　このような背景があり，温泉熱の利用，伝統あるもや
しの伝承，農業者などに対する冬季の労働の提供などを
目的とした事業への取り組みが開始された。

（2）事業の内容
　この大鰐もやし生産事業は平成 15年度から構想が練
られ，16年度から本格的に施設の整備などが始まった。
事業を進めるうえで，大鰐もやし生産組合の組合長に全
面的な協力を依頼し，組合長が中心となり，施設や地下
の温泉パイプの設計，また生産方法などが検討された。
この事業の概要は以下の通りである。

①施設
　施設は大鰐山荘の向かいにある，蘭の栽培に利用され
ていたガラスハウスを改築し利用する。当初，伝統の丸
太で組み立てたもやし小屋を造り，温泉などに訪れる観
光客が見学できるようなものを目指し，観光施設として
の役割も期待されたが，予算の面から実現しなかった。
　施設の広さは 210 ㎡と，現在個々の生産者が栽培して
いるもやし小屋の数倍あり，増産や通年の栽培を見越し
た設計になっている。
　施設の工事費用として，ガラスハウス改修工事費に

7,035,000円，ガラスハウス内土木工事費に 5,835,900円
が県費から 5,297,000円，市町村費から 7,573,900円とい
う割合で算出されている。

②原料，道具
　原料となる小八豆は生産者が大鰐もやし生産のために
独自に守ってきたもので，他の地域などでは栽培されて
おらず，そのため新たに調達することができない。その
ため組合長が契約栽培により生産したものを利用する事
となった。小八豆の生産を増やし，通年で栽培できるよ
うな量を生産する予定である。
　もやしの生産には特殊な土が使われるが，施設では組
合長の指導のもと搬入が行われる。また一度生産に使っ
た土はしばらく休ませるため，事業では施設を半分ずつ
分けて，常に半分の土を休ませる方針であり，場合に
よっては土の入れ替えも行っていく考えである。
　温泉は近くに湧き出ているものを誘導し施設の地下へ
パイプを使って張り巡らせ温度を高める。

③生産
　栽培方法は，組合長が指導し，伝統の大鰐もやしの製
法をできる限り守りながら行われていく。しかし製法を
守りつつも，これから後継者があらわれ，また製法を受
け継ぎやすいよう労働環境の見直しを行うとしている。
さらに夏場を含めた通年の栽培を念頭に入れた生産方法
にする予定である。
�）労働環境の見直
　もやし生産は早朝からの重労働であるが，伝統の栽培
方法をなるべく守りつつ，労働環境の見直しを行い，働
きやすい環境作りを行っていく。
　見直しの一つとして考えられているものが，労働時間
の改善である。生産時間を早朝ではなく午前 8時頃から
の栽培が行えるように労働時間の調整を行う計画であ
る。
�）温度調節
　もやし生産者は長年引き継がれてきた勘で作業を行っ
ているため，適正温度のデータなどは取られていない。
計画ではきちんとしたデータを取り，それをもとに栽培
をしていき，新たな生産者に，できるだけもやしが簡単
に作れる環境を作っていく。

小林・渋谷
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�）夏場の生産（通年栽培）
　この事業の大きな課題の一つに夏場の生産があげられ
る。後継者のいない理由の一つとしても，通年を通した
栽培ができない事があげられる。事業では生産方法の工
夫や温度の管理，保存技術の改善を行い，またお盆に豆
もやしの生産や，1年を通してソバもやしを契約栽培し
ている生産者から協力，指導などを得て生産の実現をめ
ざしていく。
�）農薬
　現在，生産者でのもやし栽培は肥料や農薬関連はもち
ろん，水道水などもまったく使われておらず，土と温泉
の水だけで栽培されているが，計画でもそういった方針
をとっていく。

④流通
�）生産量
　冬期間（11月～ 4月）の間で 5年後には現在の倍の収
量を見込んでいる。加えて通年栽培で年間収量の大幅な
拡大を見込んでいる。
�）取引先
　まだどれだけの収量が得られるかわからないため，未
定な部分が多い。しかし，周辺地域はもとより，県外な
どにも，近年の伝統野菜や機能野菜，自然エネルギーの
活用事例などで新聞やテレビで大きく紹介されており知
名度は高く，数量が確保できれば，取り扱いたい農協や
スーパーがみられる。また県内の市町村に置かれた直売
所などからは特産品などとして扱いたいという問い合わ
せがきている。さらに町内でも大鰐山荘や，新しく駅前
に建設される地域交流センターの直売コーナーなどで販
売する予定である。生産が軌道に乗れば，県外などへの
出荷も考えている。
�）包装
　大鰐もやしは昔からわらで束ねて販売されており，生
産者の方でもなるべく伝統を守りたいという思いがある
ため，これまでの方法を残す考えである。しかし町外な
どへ出荷する場合は，この方法では不十分で，真空パッ
クなどの方法を検討している。
�）運送
　大量に輸送する際には冷蔵車などを使う考えである。
�）価格
　大鰐もやしの単価自体が安いため，なかなか輸送コス
トにお金をかけられない状況がある。現在町内では，一
束（350 g程度）が 180円前後で売られているが，その
単価では遠方への出荷はコストを考えると採算が取れな
いため，コスト分を嵩上げしている。役場は，こだわり
を持って生産すれば値段が少し高くても需要はあると考
えているようだ。
�）販売戦略
　以前から，様々なメディアに取り上げられ，知名度は
全国的にも高まりつつある。今後も，増産に伴って，大

鰐町はもちろん青森県を紹介するパンフレットなどに特
産物として掲載し，更なる PRを図るとしている。また
その際には，青森県の代表的な特産物として知られる長
いもやニンニクなどの PR方法を積極的に取り入れ，県
のバックアップを受けながら進めていく予定である。
　外食産業にも積極的に取引を求めていきたい考えであ
る。現在大鰐町内では，ラーメン屋，旅館，ホテルなど
が大鰐もやしを目玉にした料理を提供していが，これか
らは大鰐町の自慢の味として，さらに多くの店での取り
扱いを期待している。また，もやしは中華料理や韓国料
理などに多用されるため，そういった店との契約販売も
考えている。
　大鰐もやしは土と温泉で作るために，独特の香りがあ
り，調理法によってはその香りが，逆に不快なものとな
る。そのため一般のもやし購入者には，おいしく食べら
れるもやし料理のレシピなどを考案し提供していく計画
である。
�）類似品への対応
　現在，大量生産のもやしが多く出回り，他地域でも大
鰐もやしと類似したものが作られ，なかには大鰐産と
偽ったものも販売されているという。しかも，地熱利用
の観点から様々なところで新たなもやし作りなども考え
られている。こうしたなか大鰐もやしを守っていくため
の対策をとるとしている。とはいえ，生産者自身は大鰐
もやしにはシャキシャキ感や味にかなりの違いがあるた
め，地域ブランドとして他にはまねのできないおいしい
さがあると自信を持っているようだ。

⑤規格外品，加工品
�）規格外品の処理
　具体的なものはまだ考えられていない。しかし生産を
するうえで規格外品などが出ることが考えられるので，
それらは，町内の食堂などに安く提供し，調理法の工夫
などにより活用してもらう考えである。
�）加工品の研究
　加工品の開発もまだ考えられていない。しかし流通に
便利な加工品や，販売する上で売れ残ったものの加工な
ど考えていかなければならないという思いはあるよう
だ。例として，あらかじめ根などを取った食べやすい形
で真空パックしそのまま料理に使えるもの，またもやし
のピクルスなどを考えている。

⑥経営・雇用
�）経営
　経営面は軌道に乗るまでは町のほうで管理を行ってい
くが，安定してからは，施設を貸し出すという形で，経
営を生産者に任せていく考えであり，大鰐もやしの生産
だけで一定の収入を得られるような生産，流通体型を
作っていくことが目標とされる。
�）生産者の募集

大鰐温泉もやしに関する研究
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　若者や農業者，また定年退職した会社員などでもやし
に興味のある町民を広報など通して募り，後継者として
育てていく考えである。今のところ町外の人の生産への
参加は考えられていない。

⑦地域の振興
　観光業と結びつけ，もやし栽培の見学コースなども考
えられている。また地域の味として大鰐の魅力として外
食産業，ホテル・旅館などを通して PRしていく。

　町役場としてはもやし生産者のメリットを第一に考
え，もやし生産だけで生計を立てられるような環境作り
をすることに最も大きい重点を置き，そのために全面的
にバックアップする考えをもっているそうである。そう
することでの町の雇用の拡大，またもやしの生産拡大か
ら，地域ブランドの確立，また観光業の PRなどによる
地域の活性化につながればという考えであった。

〈参考〉あおもり「冬の農業」施設整備対策事業実施
　　　　計画書（概略）
事業種目　地域新エネルギーの利用促進，施設の整備
型　　名　源泉熱利用
〈事業方針〉
　現状：大鰐もやしは大鰐の貴重な資源であるが，現在

残る生産者は 6戸と減少
　課題：鮮度の維持，生産・収穫作業で生産者の負担，

品薄，後継者不足
　目標：大鰐もやしの伝承，温泉熱の利用，無農薬無肥

料での栽培，通年栽培

〈事業対象品目〉

〈事業計画〉
　品　　目　もやし
　施設面積　210㎡
　工種又は施設区分　ガラスハウス改修工事，ガラスハ

ウス内土木工事
　単　　価　ガラスハウス改修工事　　7,035,000円
　　　　　　ガラスハウス内土木工事　5,835,900円
　県　　費　5,297,000円
　市町村費　7,573,900円

〈生産出荷計画〉

〈生産方法〉
　1日目　原料の水浸し，もやし床作り
　2～ 6日目　散水，調整
　7日目　収穫

〈出荷計画〉

（3）事業の進行状況
　平成 16年度に入り計画が実行にうつされている。夏
には蘭の栽培に利用されていたガラスハウスの改修工事
が開始され，11月のはじめに施設が完成した。
　組合長が毎日栽培施設に足を運び，今までの大鰐もや
し生産の技術を活かして試験的な栽培を始めている。
　16年度はまだ施設の環境や夏場の生産がどうなるか
などの把握ができていないため，主に試験的な栽培を行
う予定であり，販売は考えていない。
　生産がある程度軌道に乗り次第，大鰐町内から生産希
望者を公募で募り，組合長の指導の元，生産技術を受け
継いでいく計画である。また就労時間の改善法や省力化
の検討を行い，施設の利用計画をまとめていく予定であ
る。

第2節　大鰐もやし生産によるメリット

　それでは大鰐もやしを維持し生産を拡大するメリット
は何か，大鰐町の現状と照らしあわせながら考察してい
く。

①農業の振興，雇用・収入の確保
　大鰐町は山間地という起伏のある地形条件と冷涼な気
象条件のもと，りんごを基幹作目に米や野菜などとの複
合経営を主体とした経営が続けられている。
　平成 12年の農家人口は 4,456人であり，ピーク時の昭
和 55年の 7,430人に比べ約 3,000人近い大幅な減少と
なっている。特に，壮年層や若年層での減少が著しく，
農業就業者の高齢化と女子化の傾向が一段と強まってい
る。
　また，農家戸数も昭和 55年の 1,577戸から平成 12年
には 1,010戸へと減少し，特に専業農家の減少が際だっ
ており，兼業農家の占める割合が圧倒的であり，総じて

  �����作付面積（もやし）

15年  �����0.9 a　　　　

16年  �����0.9 a　　　　
目標（5年後）  ��2 a　　　　

 延べ面積 生産数量 10aあたり 出荷数量

現状 （15 年） 20a 36t 18,000kg 34t

目標 （21 年） 40a 72t 18,000kg 70t

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 … 10月 11月 12月

現状 7.2 7.2 7.2 2.6     2.6 7.2

目標 14 14 14 7     7 14

小林・渋谷
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経営規模においても小規模経営農家が大多数を占める状
況にある。
　こうした中で，温泉熱の利用により経費のあまりかか
らず，施設の稼働率の良いもやし作りには，農業者の収
入拡大，主作物である米，リンゴの危険分散，若者の雇
用などに大きな期待がかけられている。
　また，専業農家の減少の理由の一つとして，寒さの厳
しい青森では，冬期間の労働がなく，収入が得られない
といったものがあげられ，特に積雪が多くまた主作物が
米とリンゴの大鰐では，冬期間は完全な農閑期となる。
そこで冬期間の収入を得るためにももやし作りは効果を
もたらすと考えられる。また原料となる小八豆の生産
も，減反水田を有効に利用する事ができる。
　さらに，大鰐もやし生産をするうえで消費者からの需
要があるということは，これからの生産を考えるうえで
有利な点である。消費者の農産物に対する安全志向や健
康志向は近年一段と高まっており，農薬を使用せず，ビ
タミンが豊富で，ローカロリーな大鰐もやしは，まさに
消費者の望む作物であると考えられる。

②観光業の活性化
　大鰐町には，800 年の歴史を誇る温泉街を有し，ス
キーのメッカとしての伝統や歴史ともあわせて，「いで
湯とスキーのまち」として，これまで多くの観光客の入
り込みがあり，また，豊かな自然を生かし野球場やラグ
ビー場，野営場などを有する広域スポーツレクリエー
ション拠点としての大鰐あじゃら公園も整備されてい

る。しかし，近年観光客の減少が顕著に現れている（表 2
 － 1）。
　この理由として考えられるのが，集客の中心となって
いたスキー場の老朽化，他地域との競合の厳しさである
（表 2 － 2）。また，大鰐町観光の一角を成す温泉街におい
ても，総じて旧弊化が進み，経営者の高齢化や後継者不
足，施設の老朽化などから情緒ある温泉街としての面影
が薄れてきており，宿泊客が減少している。
　それでは逆に観光客数をあげている市町村ではどのよ
うな取り組みが行われているのか。
　入れ込み数をあげている市町村に特徴としてみられる
のが，農業を目玉とした取り組みや観光施設の整備であ
り，それらが観光業などに大きな効果をもたらしてい
る。
　入れ込み数を飛躍的にのばしている浪岡町や田舎館村
では地場野菜の販売する道の駅が新しく建設されたこと
が入れ込み数増加の一因としてあげられる。道の駅では
それぞれ地域の特産物が目玉となっている。大鰐町でも
平成 17年の 12月末に大規模な地域交流センター「鰐

come」がオープンし，その一角に産直コーナーが設けら
れるため，大鰐もやしもそのコーナーの目玉として期待
が持てる。
　また，岩木町では入れ込み数の増加はさほどではない
が，県外からの入れ込み数が増加傾向にある。この理由
の一つとしてあげられるのが「岩木町まるごと観光農園
構想」によるグリーン・ツーリズムの推進である。これ
は岩木町の美しい自然や，嶽きみに代表される農産物な

表 2 － 1　市町村別推計観光入れ込み数の推移

１４年１１年８年５年市町村名

4,583 4,518 4,926 4,858 弘前市

1,066 1,044 1,193 1,275 黒石市

1,487 1,302 1,157 1,224 岩木町

426 542 732 779 大鰐町

531 320 214 86 浪岡町

386 331 96 105 田舎館村

450 291 233 281 碇ヶ関村

534 605 319 136 西目屋村

11,270 10,646 10,466 10,169 津軽地域広域圏計

44,25441,994 41,211 37,428 青森県計

（青森県観光統計概要より）

表 2 － 2　津軽地方主要スキー場利用状況

１４年１１年８年名　　　称所在地

5,2493,9146,588高長根レクリエーションの森弘前市

45,32252,30069,000岩木山百沢スキー場岩木町

13,14021,18314,711ロマントピアスキー場相馬村

120,595169,608294,638大鰐温泉スキー場大鰐町

（青森県観光統計概要より）
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どの豊富な資源を活用し，都市と町民との交流を積極的
に行うといったものである。これに対して大鰐もやしは
江戸時代から製法がほとんど変わっていない伝統野菜で
あり，またすぐに生産でき，25 ㎝にもなる特徴あるもや
しの栽培を見学，体験することは，農業を都会の子供に
紹介するにはもってこいの題材であるといえる。

③地域エネルギー利用
　青森県では「冬の農業」の推進事業の一環として，温
泉熱など自然エネルギーを利用した冬の農産物の生産拡
大といった取り組みが行われている。自然エネルギーに
は地熱や太陽光など様々なものがあるが，特に青森県は
源泉数が全国でも 7位と温泉に恵まれているため，温泉
熱を利用した取り組みが，弘前市や碇ヶ関など至る所で
行われている（表 2 － 3）。
　大鰐町では以前から温泉熱を融雪や味噌，醤油の醸
造，そしてもやし作りに活かしてきた。温泉熱などの自
然エネルギーを利用することは地球環境に優しいのはい
うまでもなく，経費の削減に大きな効果をもたらす。そ
のため今後もこれらを背景として，地域資源である温泉
（温泉熱）をはじめ，地域に賦存する風力，太陽光などの
新たなエネルギーの活用について検討を始めている。
大鰐もやしは自然エネルギー利用の先行的な事例として
今後も地球に優しい農業の一角を担うことが期待されて
いる。

第3節　大鰐もやし生産事業の課題

　大鰐もやしの生産にはこれまで述べてきたように多く
のメリットがあり，また期待もされている。しかし，生
産や流通をするうえでいくつかの課題がある。

（1）生産面での課題
　生産面での課題は今まで利用してきたもやし小屋と施
設が異なることである。内部の環境は，なるべく今まで
のもやし生産が行われていたものと同じように設計され
たが，施設の外部構造や土の質，標高による温度差，温
泉の熱など様々な違いが生じる事が考えられる。

①土の問題
　特に土は特殊なものを使っているためその調達が難し
い。また，大鰐もやしは農薬等を使用せず，日にも当た
らず育つため，土の状態などにより様々な病気にかかり
やすい。個々の生産者のもやし小屋の多くでは，栽培が
行われる冬の期間をのぞいて屋根などを取り払い，天日
に干し，雨ざらしにすることで土の消毒，休息を行うが，
施設はしっかりとした建物であり，屋根などをはずして
土を消毒，休息させることはできない。その上通年を通
した栽培となると，土が弱り，連作障害などの作物の病
気が心配されている。

②温泉の問題
　大鰐温泉もやしはその名の通り温泉の熱を利用して生
産を行うものであり，地中に温泉の通るパイプを埋める
ことで土室内の保温を行う。その際に，パイプを通る温
泉の温度と，それによる土室内の温度が生産の大きなか
ぎとなる。温度が低すぎる場合に生育が遅くなるのは勿
論のこと，温度が高すぎる場合も原料の豆を腐らせてし
まうことになり，生育には適切な温度が必要となる。
　施設では近くの温泉を利用するが，この温泉の温度は
生産者のもやし小屋の温度と微妙に異なる。そのため地
中のパイプの位置などで調整を行っているが，少しの温
度の違いで生育が異なるだけに，今後生産するうえで温
泉の温度の違いは大きな課題となる。

表 2 － 3　弘前市と碇ヶ関村の温泉利用状況

弘前市

春菊，オータムポエム，サニーレタス，小松菜など作物

30cmごとに温水パイプ（かん水用ビニールホース）を地表配管加温方法

9～ 3月葉菜類，2～ 6月野菜，花き苗栽培体型

51 ℃，弱ナトリウム塩泉水温・泉質

500ｍ（1～ 2 ℃低下）源泉からの距離

碇ヶ関村

なたね菜，春菊，パンジー，葉わさびなど作物

温水パイプを地表に這わせ地表加温加温方法

10～ 3月葉菜類，花き，山菜栽培体型

41.5 ℃，単純温泉弱アルカリ性水温・泉質

50 m源泉からの距離

（「冬の農業」推進計画書より）
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③夏場の生産
　大鰐もやしの生産は今までは主に冬期間に行われてき
た。これは冬期間に新鮮な野菜が出回らないことや，農
家の農閑期を有効に利用するためである。またこれに加
え，冬という寒い気候と温泉熱がおいしいもやしを作る
のであり，気温が温かくなれば，原料の豆がすぐに腐っ
たり，成長が早くなったりしすぎて，もやしが堅くなる
といった障害が生じるため，実際の栽培には寒い冬は最
適な季節なのである。さらに出荷や販売する際にも，冬
場なら冷蔵する必要はないが，暑い時期では，痛みやす
いもやしは適切な管理を行わなければ，腐ってしまう。
　このようなことから夏場の生産はかなり困難な事が予
想される。実際，通年の栽培やお盆などに大鰐もやしを
作る生産者の話では，味が落ちたり，出荷前に腐らせて
しまったこともあったそうである。
　施設では夏場を含んだ通年栽培を計画しているが，生
産面や保存技術の研究，改良がなければ，栽培の実現は
難しいと思われる。

④生産技術の指導，伝達
　大鰐もやし生産には原料の豆作りから，温度の調節な
どさまざまな技術が必要となる。しかしこれらの生産方
法は一般には公表されておらず，個々生産者で秘密とさ
れている部分が多い。そのため生産には現在の生産者の
指導がなくてはならないものとなる。

（2）流通面での課題
　流通面の課題としてあげられるのは生産量が増えた場
合の出荷先の問題である。またそれに伴い，包装や運送
の問題もあげられる。

①販売面
　大鰐もやしの増産が実現されたとしても，その販売先
がなければ，まったく無駄なものとなってしまう。販売
先として農協や大型スーパーなどが考えられてはいる
が，これらは量が一定以上安定して収穫できなければ，
実現しないというハードルがある。

②保存，運搬
　現在の大鰐もやし作りは早朝から行われ，昼前には出
荷でき，また店頭でもすぐに売れてしまうため，特別な
保存方法などは考えられてこなかった。しかし事業での
生産は労働時間の改善が考えられ，早朝からの作業の見
直しが行われる。このためこれまでの午前中出荷はでき
ず，一日保存し，次の日の朝に出荷することになる。当
然出荷までに保存する冷蔵施設が必要となる。しかしこ
れには費用がかかるという問題が生まれる。
　また熱の変化に弱いもやしは冬場は凍結，夏場は腐敗
の恐れがあるため温度管理を徹底しなければならない。
　さらに遠方への出荷の場合，もやし自体が傷つきやす

いため，揺れや圧迫に耐えられるような保護もかねた包
装が必要となり，これへの対策を練らざるをえない。

③増産による商品価値の低下
　増産によって生産が増えることによる商品価値の低下
が考えられる。今まではその日収穫したものはその日の
内に販売し，新鮮さをキャッチフレーズにしてきたが，
これからは収穫日内での販売は難しくなる。
　さらに増産が進んだ場合，希少価値の低下と言うこと
も考えられる。今まではほとんど大鰐町内で販売され，
それを求めに大鰐に来る観光客などが少なからずあっ
た。しかし大鰐もやしがどこでも手にはいるようになれ
ば，これらの客の減少が起こるかもしれない。また一般
の緑豆もやしよりも数倍値段が高くとも売れているの
は，手間をかけ，おいしいのはもちろんであるが，希少
性の部分も大きく，逆に増産することで，もやし単価の
低下なども予想される。

第4節　生産者からみた事業

（1）生産者の事業への賛否
　現在は組合長だけが事業に参加している。今後新たな
生産者が現れる場合には組合長が指導を行っていくこと
になるが，他の生産者は事業には参加していない。その
ため，組合長以外の各生産者は個人で生産，販売をして
いくこととなる。組合長以外の生産者が事業に参加しな
いのは，今は試験栽培の段階であり，それほどの人数が
必要でないことが理由である。役場の方でも助言などの
協力は呼びかけているものの，直接事業に参加してほし
いという依頼は組合長以外にはしていない。
　組合長が選ばれた理由は，生産組合の組合長というこ
とからである。今後施設の栽培が本格的になれば，生産
者を募集していこうと考えている役場としては，他の生
産者も積極的に参加してほしいとの考えだった。しか
し，事業に少なからず不安を抱いている生産者の事業へ
の参加は難しく，例え事業が成功しても個々の生産を続
けて行きたいという思いが各生産者の中にはあるよう
だ。
　こうした状況の中で，町の大鰐もやし生産事業を進め
るにあたって生産者は事業をどのようにみているのかを
聞いてみた。
　役場の事業に賛成か反対かを「賛成」，「どちらかとい
えば賛成」，「どちらともいえない」，「どちらかといえば
反対」，「反対」という選択肢のもと尋ねたところ「賛成」
が 1戸，「どちらともいえない」が 2戸，「どちらかとい
えば反対」が 1戸であった。
　「賛成」と答えた生産者は伝統を残してもらいたいと
いったことや地場産業としてブランド商品として成長し
てほしいといった考えによる。「どちらかといえば反対」
と答えた生産者は，作る人が多くなれば，もやしの価値
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が低下し収入が低くなる心配があげられた。「どちらと
もいえない」と答えた生産者はこのどちらの意見も持つ
ようであり，「賛成」，「どちらかといえば反対」と答えた
生産者も含め，伝統は守りもやし作りを途絶えさせたく
はないが，それがあまりに生産者が増えるのでは，自分
たちの生産，販売に不安を感じるということである。
　また，この事業に協力するかどうかでは，「積極的に協
力する」，「できる限り協力する」，「あまり協力したくな
い」という選択肢で尋ねたところ「できる限り協力した
い」が 4戸，「あまり協力したくない」が 1戸であった。
　「できる限り協力する」と答えた生産者はやはり伝統を
途絶えさせたくないという思いからであった。協力はし
ていくが「積極的に協力する」にしなかった理由として
は，各自の生産があるため，事業のためにできることが
見つからないといったものだった。「あまり協力したく
ない」と答えた生産者は協力するぶんのメリットがあま
り考えられないとのことだった。
　この結果をみてもわかるように，事業に対して今ひと
つ現生産者の納得が得られていない状況が明らかとなっ
た。もちろん役場では事業を始めるにあたり，各生産者
を回り理解を得ている。しかし実際には事業に対しての
不満，不安をそれぞれが持っているようである。
　この原因として，事業を計画した町役場が大鰐もやし
の栽培方法を詳しく知らないこと，またいざ生産量が増
えたとしてもその後の対応が考えられていないことがあ
げられる。
　実際，事業計画やその費用は町役場から出されたが，
施設をどのようにするか，生産をどのように行うか，土
や豆はどうするのかといった点はすべて組合長に任せて
いる。事業を成功させるためにはもっと役場自身が大鰐
もやしを知り，何が問題で，どこを改善していかなけれ
ばならないのかをしっかり把握していかなければならな
い状況を生産者は感じとっていると思われる。役場は，

16年度は試験的な栽培を行いそれによって生産方法の
改善や出荷先の開拓を進めていくとしているが，その前
にもやしが作れないのでは話にならず，莫大な資金を費
やして作った施設も水の泡となる。
　さらに，生産者の理解を得られない理由として以下に
見るように，これが現在の生産者にとって直接プラスに
ならないのではないかと生産者が考えていることも事実
である。しかも地域ブランドを確立し，更なる PR に
よって知名度が高まることなどは考えられるが，これに
対しての生産者側の販売面などのリスクは大きい。
（2）生産者から見た今後の事業
　生産者は事業をどのように見ているかを聞いたとこ
ろ，土と夏場の生産に現状のまま事業を続けても課題が
多すぎてうまくはいかないだろうというものだった。
　また，生産者の間では，今まで自分たちが受け継いで
きた大鰐もやしの栽培方法が町外などに洩れてしまうこ
とを非常に心配している。

　さらに生産のつらさを知っている生産者は，新しく生
産を始めてもすぐに挫折してしまうのではないかといっ
た思いもあるようである。

第5節　小括

　調査を通じて，一番の問題点としてあげられるのが現
生産者と役場の連携が今ひとつとれていないことであ
る。
　現生産者は事業に対してそれぞれが少なからず不安や
不満な点をもっている。この計画には組合長を除く生産
者が直接計画に加わっていない。そのため自分たちの生
産，販売に何らかの不具合が生じるのではないかといっ
た不安，また事業のメリットが直接生産者の収入に反映
しないのではといった不満が主であるが，それに対する
役場の対応も不十分に見える。もちろん役場の方でも対
応策を考えてはいるが，あまり生産者に届いていない。
この事業が現在の生産者にとってどのような利益があ
り，その一方で不安要素をどのように解決するかなど
を，もっと検討し，対応策を提示しながら，生産者への
理解を求めなければならないと言える。
　またこれらの問題のひとつとして，役場の大鰐もやし
に対する知識不足の点もあげられる。役場の知識不足は
これまで生産者が栽培法を秘密としていたことが原因で
あり，仕方のない面もあるが，十分な知識なしに事業を
始めることに今まで熟練を重ねてきた生産者は不安を感
じざるをえない。
　また大鰐もやし生産のメリットを考えるうえで，生産
を単に出荷による収入だけを考慮して行っていくのか，
それとも地域振興などの間接的なメリットを考慮して
行っていくのか，そうした判断も求められる。その場
合，地域振興と生産者のメリットという点の検討も必要
となる。

〈第2章に関する参考文献〉

『大鰐第四次総合振興計画』　大鰐町役場
『「冬の農業」推進計画』　青森「冬の農業」推進チーム
『観光まちづくりの挑戦』　国土交通省総合政策観光部
『観光文化の振興と地域社会』　井口　貢　ミネルヴァ書房
津軽広域連合ホームページ
　　http://www.net.pref.aomori.jp/tugarukoiki/
大鰐町役場ホームページ
　　http://www.town.owani.aomori.jp/
岩木町役場ホームページ
　　http://www.iwaki.net.pref.aomori.jp/

第3章　小野川豆もやしとの比較

　大鰐もやしと同じように温泉を利用したもやし作りが
山形県米沢市小野川温泉でも行われている。
　小野川豆もやしは生産方法は大鰐もやしと似ている
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が，違いはいくつかある。一番大きい違いは，生産者が
生産の一部分を共同で行っており，しっかりとした組合
が作られている点である。
　本章では同じく温泉もやし生産を行っている小野川も
やしについて，大鰐もやしとの生産や流通，抱えている
問題点の比較，また組合を有効利用し共同作業を行って
いる小野川のメリットとデメリットを検討する。その上
で今後の大鰐のもやし生産のあり方について考察してい
く。

第 1節　小野川温泉の概要

　小野川温泉は米沢市街から約 4キロの山間にあり，地
名は平安初期の女性歌人小野小町に由来し，小野小町開
湯の伝説を持つ。そして戦国期には伊達政宗に，その後
は上杉鷹山に愛され，米沢藩の奥座敷として栄えてき
た。
　温泉は開湯 1200年あまりの歴史を持ち，泉質は含硫
黄塩化物泉で，泉温 83度，毎分最高 1500リットル（一
本の源泉から）の湧出量を誇るラジュウム泉として知ら
れている。また最近の調査では，源泉から放出されるマ
イナスイオンの量が日本でもトップクラスで，泉質その
ものも非常に還元性が高いことが確認されている。
　温泉街は最上川の源流大樽川沿いにあり，渓流釣りや
川遊びの基地として，また温泉街周辺はゲンジボタル・
ヘイケボタル・ヒメボタルなどの自然生息地として知ら
れ，環境省「ふるさといきものの里」にも指定されてい
る。
　温泉街には周辺部を含め 168戸，600人弱の住民が暮
らしているが，そのほとんどが農業と観光業に携わって
いる。
　観光業は平成 4年の 25万人をピークに減少傾向が続
き，平成 13年度には 11万人まで落ち込んだ。そんな中，

JR東日本と JTBからの観光地開発のオファーを受ける
こととなった。これは JTBの企画力・販売力，JR東日
本の輸送力という両者の強みを生かした観光地開発に，
そこに住む人，まち全体の生活や文化を生かした観光地
作り，ハード偏重ではなく地域のホスピタリティーを基
礎としたオンリーワンの観光地作りを目指したもので，
その対象地として小野川温泉が選ばれたのである。小野
川温泉観光地実行委員会が中心となり，ものつくりの開
発ではなく，意識の改革からの取り組みが始まり，勉強
会や議論を重ね，様々なプランやサービスの改善が図ら
れた。その中で重視されたのが住民にとって誇れるふる
さとを作りである。JR東日本と JTBのアドバイスによ
り，地域の自己満足で終わらない，観光客の視点で考え
ることで，地域資源の発掘と地域の景観作りを行って
いった。また，こうした地元の取り組みに対し，JTB，

JR東日本からは，首都圏 500カ所の駅にポスターを，さ
らに中吊り広告などで数千万円に及ぶ広告費の支援が

あった。
　結果，平成 13年度の小野川温泉全体の観光客数は 11
万人（対前年比 0.4％減）で横ばいとなったが，そのう
ち 9月以降は 4.5％増で，長い間の減少傾向に下げ止ま
りが見られた。さらに小野川温泉は日経新聞プラス 1温
泉大賞の「街づくり部門賞」を，有馬温泉，道後温泉，
城崎温泉，指宿温泉，下呂温泉，修善寺温泉，層雲峡温
泉と並んで受賞し，今後も観光客の集客の伸びが見込ま
れている。
　この中で小野川の特産物である温泉熱で作った豆もや
しも大きな役割を果たしてきた。小野川では主に米や大
豆などが作られているが，冬の積雪 2メートル弱の農閑
期に，温泉熱を利用してもやし・アサツキの栽培が行わ
れている。小野川の豆もやしは，小野川住民だけでな
く，米沢市民にとっても季節を告げる味覚であり，今で
はなくてはならない名物の一つである。この豆もやしは
旅館や食品店の料理，また小野川のおみやげとして，観
光客の入れ込みに大きな役割を担っている。

第2節　小野川豆もやし

（1）小野川豆もやしの歴史
　小野川豆もやし（以下豆もやしとする）の歴史は明治

34年 6月，温泉街を含む 64戸，その他土蔵，納屋 17棟
を消失し，この大火によりもやしに関する資料も焼失し
たとみられ，詳細は不明である。
　しかし，その歴史は江戸時代の中頃の，今から 250～

300年前とされ，たまたま温泉の排湯が消雪の働きをし
ていることにヒントを得て温泉熱利用に思い立ったよう
である。
　生産が始まった当時は各人の湯尻を利用して栽培され
ていたようであるが，それが小野川ホテル付近で共同運
営されるようになり，明治34年の火事以降にもやし場改
良費 500円（当時）を基金として現在の地にコンクリー
ト式のものとして作り替えられた。またその経費に充て
るため，明治 35年 4月 1日から村より使用料が課せら
れた（表 3 － 1）。
　大正 12年には，株主 71人をもって「三沢村大字小野
川豆もやし業組合」を組織し，規約を制定して，豆もや
しの改良発達，生産販売の拡張，その他，蔬菜萌やしが
営われるようになった。
　昭和に入ってからは，稲の早植の推奨があり，小野川
での種子籾もやしは芽だしが非常に良いということもあ
り，豆もやし生産の終わった栽培場に，一市三郡から種
籾が持ち込まれるようになり，春を告げる風物詩となっ
た。
　豆もやし生産は冬の農閑期などに副業として行われ，
雪国での冬の生鮮食料品はおのずと種類が限定されるこ
とや，料理も煮物が中心になることから，周辺住民はも
ちろん，小野川の観光客や旅館，また米沢市内からの需
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要が伸びた。販売高は昭和 5年度には 3,350円（当時）
で，昭和初期の最も多い年には 8,000円（当時）もの巨
額にのぼった。
　しかし，冬の早朝の作業であることや，全てが手作業
であること，原料の豆栽培が大変なことなどもあり，最
盛期は昭和 40年頃までであった。その後一旦は転作大
豆により生産は増えたものの，近年は減少を続け，40年
ほど前に 60戸が生産していたが，現在は 12戸となって
いる。
　しかし最近は，日本温泉遺産を守る会で温泉遺産とし
て認定され，またテレビや新聞などでも紹介されたこと
もあり，豆もやしはすぐに売り切れてしまう状態であ
る。

（2）小野川豆もやし業組合
　大正 12年に株主 71名をもって組織し，規約を制定し，
豆もやしの改良発展，生産販売の拡張，その他蔬菜もや
しを営むようになった。規約並びに施行細則は表のよう

なものである（表 3 － 2）。
この規約によってもやし業組合の組織並びにその機能が
規定されている。
　また規約に基づき，さらに豆もやしの営業について具
体的に定めたものが施行細則である（表 3 － 3）。
　これらの条文は大正 12年 6月 1日以降，金銭の額な
どの細かいものを除いて一度も改正されておらず，現在
もほぼこの規約と細則に従って伝統を忠実に守りながら
組合は運営されている。
　組合の主な取り組みとしては，生産が始まる前に行わ
れる総会，臨時に行われる臨時総会，また実際の生産で
はもやし小屋作り，出荷分担などである。また 3年に一
度組合長やその他の役員が選出される。
　総会では今年度の生産についての情報交換が行われ，
また栽培場所や順番，出荷日の分担などが決められ，生
産者はこれに従って生産を行う。臨時総会は組合長が必
要と決めたときに開かれ，実際に後継者問題などの検討
が行われている。

表 3 － 1　豆もやしに関する村条例（明治 34年）

第 1条 本村小野川有もやし場を使用するものより使用料を徴収する。
第 2条 もやし場使用料は使用地一坪に付き一カ年金 20銭以内とし本村会之を議定

する。
第 3条 もやし場使用料に関する旧慣は将来村会の議決により改めるものの他すべて

之を存続する
第 4条 本条例は明治 35年 4月 1日より施行する。

表 3 － 2　小野川豆もやし業組合規約（抜粋）

第 1条 本組合は専ら豆もやし業の改良発達をはかり，生産販売の途を堅実に拡張
し，以って副業産物の真価を博するを以って目的とする。依って其の他蔬菜
の萌やし業を営むことを得るべし。

第 3条 本組合の組織は，大字小野川地域内に居住し，もやし業敷地所有権利者にし
て，其の証券を所有するもの 71名を以って組織する。

第 6条 本組合は従来に慣い，上組・中組・下組の 3組に分け，小組合とし，その人
数は下記の如し。

 上組 24名，中組 23名，下組 24名。
第 7条 本組合に下記の役員を置く。
 組合長 1名，評議員 6名。
第 19条 本組合は用番を設け便宜に備う。其の要目概ね下記の如し。
  1. 上，中，下の小組合は一カ年宛交互に用番を勤務すること。
  2. 当用番の小組合より委員 4名宛を交互に回勤せしめ，用番諸般の事務を処

理するものとする。
  3. 用番委員は指名を明記し，其の組の評議委員を経由して直ちに組合長に

届け出をなすこと。
  4. 当番委員は役員の指揮を受け伝達し，その他必要の任に当たること。
  5. 当用番委員は翌年度の当番を引き継ぐまで責任あること。
第 20条 組合長は下記に掲げる事項を役員会に附し協議すべし。
  1. 事業開始季節及び事業の増減。
  2. 経費分賦及び収入方法。
  3. 事業報告及び収支決算。
  4. 其の他必要なる件。
第 23条 本組合の経費は創立より組合員の負担とする。
第 24条 本組合員の資格は第 3条の定員にして大正 12年 5月 1日附大字小野川より所

有権を所得したる名義に依り有資格者とする。
第 27条 本組合員にして権利を売買又は譲与せんとする時は現組合員中か若しくは大

字小野川住民に限る。他町村民に其権利を移転することを得ず。
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　もやし小屋は毎年もやし生産を行うために造られ，ま
た生産が終われば解体される。この設置と解体を組合員
が共同で行うもので，その材料なども分担して持ち込ま
れる。
　現在，組合に加盟しているのは 50戸ほどで，そのうち

16年度総会に集まったのが 19戸，またそのうち生産を
行うのが 12戸であり，ほかの生産者はもやしを作る権
利は持っているものの，生産は行っていない。
　組合では年間に 7,000円ずつ組合費を徴収している。
このお金は砂の購入，その他もやし生産，もやし小屋の
管理のために使われる。
　数年前までは生産を行っていなくても，豆もやし生産
の株をもっている権利者からも共同のもやし場の維持管
理費として 1,300円を毎年徴収していたが，なかには払
わない者や，不平を言う者があり，現在は実際に生産を
行っている者のみからの徴収となっている。
　また今までに他のもやし生産場をたずね，研究も行わ
れていた。数年前には大鰐のもやし作りの視察にも行っ
たそうである。

第3節　小野川温泉もやしの現状

（1）生産方法
①豆の栽培
　豆もやしに使われている豆は，もやし豆と呼ばれる在
来種の大豆である。大豆よりも小粒で，おおよそ一粒 5 ㎜
である。この豆は生産者が地元で栽培し，異品種との混
合を防いできた。
　豆もやしの出来具合はこの豆の栽培にかかっていると
され，生産者は特に気を遣いながら栽培を行う。豆は
しっかり完熟させてから収穫を行い，また収穫の際も豆
に傷がつくと発芽しなくなるため機械などは使用せず全
て手作業による収穫となる。収穫したものは乾燥機は使
わずに天日により干す。このとき雨や霜がかかるときは
ビニールのシートなどで覆わなければいけない。

②もやし小屋づくり
　豆もやし生産は室堀小屋かけ作業から始まる。この作
業は毎年 11月 15日に共同作業で行われる。室堀小屋か
け作業は，まず木で骨組みをつくり，その周辺をカヤで
全体を囲む。骨組みの制作は，太い丸太などを使うた
め，生産者同士が力を合わせなければならない。この作
業におよそ半日を要する。また必要な資材は各生産者か
ら平等に用いられる。
　小屋は上組，中組，下組の 3つが建てられ，日により
交互に出荷できるように，上組から順に日をずらしなが
ら栽培が行われる。
　生産は 3月の末頃まで行われ，その後共同作業でもや
し小屋の解体がおこなわれる。

③室づくり
　豆もやしは室と呼ばれる長方形の木箱の中で成長す
る。この室は長さ175 ㎝，幅55 ㎝，高さ55.5 ㎝程度で，
この中に砂，そして原料となる豆を入れて栽培を行う。
この木箱をコンクリートで作られた温泉の排湯が流れる
堀の上にはめ込み使用する（図 3 － 1）。
　この室は下に流れる温泉の熱と蒸気で 36～ 37 ℃に温
められる。

④豆もやし生産
　11月 15日の小屋づくりや室づくりなどの準備が終わ
り，同月の18日に上組の第1回目の生産者から生産を始
める。生産は早朝の 4時頃から始められ，1～ 3時間程
度の作業が行われる。
　生産方法は，まず室に 15 ㎝程の厚さになるように平
らに砂を敷き，一晩中水に浸しておいたもやし豆を均一
に撒く。一つの室約 3升（5.4リットル）の豆が撒かれる。
この上から更に砂をかけ，室の上から木を渡し，その上
にコモと呼ばれるカヤで粗く編んだむしろや，トバと呼
ばれるわらで厚く編んだむしろをかけ，保温状態，暗室
を作る。2，3日で発芽し，播種してから 7日目の朝に

25㎝程に成長したもやしの収穫が行われる。

表 3 － 3　小野川豆もやし業組合施行細則（抜粋）

第 4条 豆もやし業は年々 11月 25日を以って米沢市に売り出すよう事業を開始し翌
年 4月 10日を以って終了の期とする。但し時に伸縮することあるべし。

第 5条 事業もやし売れ行きの良否に依り増減し其の都度用番の指示する処に従う可
し，故なくして拒むことを得ず。

第 9条 もやし室一室の容量は内径巾壱尺五寸，長さ六尺と定め其の坪数尺坪にして
九坪を超過することを得ず。深さは壱尺二，三寸を以て限度とする。

第 10条 前条に定めたる室二個を以て壱名分とし，二個以上使用することを得ず。
第 11条 事業を始めるに当たり豆の撒き付け採取売り出しの期間を用番より伝達した

る時は指定通り実行すべし。
第 12条 事業開始の順位は用番の小組合を一の組とし，之を一，二と更に分けて順序

になす。
第 14条 もやしの価格は年々役員に於いて米沢市青物商組合と協議の上，一把に付き

金何銭，卸小売金何銭と定めるを以って例とする。

大鰐温泉もやしに関する研究
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　この間ただ温泉の熱で温めておけばいいわけではな
く，温度調節が非常に重要となる。朝晩に室の中の温度
を確認し，温度が低いときには，温泉の入った温かい水
をかけることや，コモやトバを多めにかけ，逆に高いと
きには，コモやトバをかき分け熱を逃がすようにする。
この温度調節は以前生産者の勘で行われていたが，数年
前から温度計を利用する生産者が現れ，今ではほとんど
の生産者がこれを利用している。

⑤生産者
　生産者の多くは農家の副業として行っているが，中に
は生産を行ってから会社に出勤するという生産者もい
る。年齢はほとんどの方が 65歳以上の高齢者であった。

（2）流通方法
　生産した豆もやしは，生産者が個々におみやげ屋など
と契約し取引を行っている。
　価格はその年ごとに組合で定められ，共通の価格で取
引が行われる。販売価格はおおよそ 350～ 400円程度
で，小野川の温泉街で販売される場合にはこれに若干の
運送費が足される。
　現在豆もやしを販売しているのは小野川温泉街の 4つ
の商店と民芸館，米沢市内のスーパーと八百屋の 7店の
みである。豆もやしを取り扱っている旅館や飲食店など
はこれらの店と取引することとなる。
　店ではそれぞれ契約していた生産者から仕入れてい
る。取引方法は各生産者によって異なり，現金取引や銀

行を通した支払いなどで行われる。仕入れ量は日や時期
によって異なるが，年末や観光客がたくさん訪れる週末
には 100束前後，平日や生産が終わりに近づいたときは

50束前後である。そのうち半分近くは旅館などが利用
し，残り半分は観光客がお土産に買うか，もしくは地元
の客が買っていく。
　また商店ではそれぞれ地方発送を行っており，一度小
野川を訪れ，もやしに惹かれた観光客などが注文する。
まれに役場のホームページやテレビなどをみて注文する
消費者もいるそうである。その際の発送方法は新聞紙に
くるみ，運送業者のクール便などを利用し送られる。し
かしもやしを 1，2 束買うだけでは輸送費の方が高く
なってしまう。例えば東京などに送る場合には輸送費だ
けで 500円前後かかる。
　現在は仕入れた豆もやしはその日のうちにほとんど売
れてしまう状況である。しかし売れる時期と売れない時
期とがあるため，販売店としては，もし増産を行ったと
しても売れる時期には仕入れを増やしたいが，売れない
時期は現状のままでいいという話であった。
　しかし米沢市街地のスーパーなどで販売を希望してい
るところもあり，農協などでも取り扱いたい希望があ
る。だが，いずれも一定量の確保が条件であり，現状で
はなかなか安定した増産は見込めそうにない状況にあ
る。
　また加工品として，商店が独自に豆もやしを入れた冷
汁などを作り販売していた。

図 3 － 1 豆もやし栽培場の略図
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（3）問題点
　問題点としては後継者不足があげられる。この原因と
して収入の低さや早朝の作業の過酷さなどがあげられる
が，その他に組合の規定で豆もやし生産を行いたくても
できない事があげられる。
　組合は，共同で資材の調達，もやし小屋づくりを行う
などのメリットはあるものの，その規定により，後継者
は小野川温泉街の住民だけとなっており，また実際に小
野川の住民でも生産者のもやしを作れる権利を所得しな
ければならず，簡単に生産をすることはできない。
　高齢者や農閑期の農業者，小野川周辺の住民で豆もや
し作りをやってみたいと希望する者はいるらしく，また
栽培場も半分は使っていない状態なので，組合の会議で
も，もっとこれから豆もやし生産を希望する人が入りや
すいように，組合の規定を変えることが検討されてい
る。
　もう一つの問題としては，もやし小屋づくりがある。
この小屋は毎年生産が始まるときに建てられ，生産が終
わるときに解体される。これは夏場などに乾燥によって
火事などが起こる事を警戒してのことだが，組み立て作
業は重い丸太を使用するためかなりの重労働である。そ
のため毎年組み立てや解体しなくてすむようなしっかり
した小屋を建てることが考えられている。またその小屋
を活かして夏場も何か生産をすることが考えられている
ようだ。

第4節　米沢市役所の取り組み

　現在米沢市役所の農林課では園芸産地づくり対策と
いった事業により，豆もやしの原料となるもやし豆の栽
培に対して助成金が支払われている。

①具体的内容
　新たな園芸産地の育成とし，米沢地域水田農業ビジョ
ンに位置づけられている園芸作物，また地域伝統野菜
（豆もやし，雪菜）の作付面積に応じて，定額助成を行う。

②効果
　園芸作物の作付け拡大を行うことにより，農業経営に
おける所得向上を目指すとともに，集落営農業等におけ
る労働力の平準化に資するとしている。

③助成用件
　生産調整実施者であり，かつ，集荷円滑化対策にかか
る拠出を行っており，また，米沢地区とも補償制度に加
入しているもの。

④助成水準
　助成金額：5万 5千円／ 10a

　この他に職員が実際に豆もやし生産の調査を行い，生
産方法などを詳しく調べ，また米沢市役所のホームペー
ジなどにそれらを掲載している。
　また，地域の特産物として，観光客向けのパンフレッ
トに米沢牛，館山リンゴなどとともに掲載している。
　市役所では伝統の豆もやしは途絶えさせたくないと
いった思いは強い。しかし，豆もやしは他の農作物と比
べ，利益を考えた場合，発展させていくことは大変難し
いとのことだった。
　後継者不足の問題も豆もやしだけでなく，農業全体の
課題でもあるため，豆もやしの生産者だけに対策を取る
ことは考えていないようだ。しかし生産組合などから，
生産者を募集したいなどの要請があれば，広報やホーム
ページに掲載するなどできる限りのことは協力したいと
の考えであった。
　つまり，市役所では協力できることはたくさんある
が，生産者の「こうしていきたいんだ」という意見がな
ければ，生産者側でも組合の規則などを守っているた
め，なかなか実行には結びつけられないジレンマがある
ようだ。
　今後の対応としては，豆もやしだけを取り上げるのは
大変難しいため，冬期間の野菜として，米沢を代表する
雪菜，あさつきとともに伝統野菜として一緒にアピール
していきたいという。さらには観光資源，地域のバイオ
マス利用例として，補助，協力をしていきたいとのこと
だった。

第5節　大鰐との比較

（1）大鰐と小野川との違い
　大鰐と小野川ではどちらも温泉熱を利用したもやし作
りを行っており，生産，流通の面で多くの類似点がみら
れる。とはいえ生産者の連携や生産方法，出荷形態，ま
たもやしを買う客層にも違いがみられた。そこで大鰐も
やしと小野川豆もやしについて，比較，検討する。

①組合
　大鰐と小野川の違いで最も大きな違いは生産者組合の
違いである。小野川には前述の通り，豆もやし生産の中
心には組合が存在し，その規定などに従って生産を行っ
てきた。一方，大鰐にももやし生産者の組合は存在する
が，この組合での活動は全くと言っていいほど行われて
いない。実際生産者 6戸中 1戸の生産者はこの組合に所
属していない。その理由について生産者は，組合に加盟
する利点がないと答えていた。現在，組合の活動は情報
交換などが行われる程度である。
　小野川の生産者組合では生産が始まる前に，生産者が
集まって会議が開かれ，その年の豆もやし生産の方向性
が決められる。その後，毎年決まった時期に栽培場が共
同でつくられ，生産が始まる。

大鰐温泉もやしに関する研究
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　また小野川の場合は大鰐のように毎日豆の播種から出
荷までを行うわけではなく，生産者は週に 2～ 3回程度
の出荷となるため，生産者全体で毎日平均して出荷され
るようそれぞれの生産者で出荷日があらかじめ決められ
ている。
　組合の利点としては共同で栽培場の管理が行える事
や，初めて豆もやし作りを行う人でも，他者の協力，指
導を受けられること，会議などによって新たなもやし生
産の技術の改良が行えること，共同でのもやし販売への

PRなどができることがあげられる。
　逆に欠点として，組合の規定があり自由に出荷，販売
ができない，共同でいろいろな作業が行われているた
め，生産者が減ると残った者だけでの生産が難しくなる
などといったものがあげられる。
　以上のように組合を組織して生産を行っていくことに
は利点と欠点がそれぞれあり，一概にどちらが良いとは
いえないが，大鰐ではこれからもやしの施設栽培を考え
た場合，何らかの組織を持ち，規則を作らなければまと
まりがなくなってしまうことが予想される。そういった
点からも組合の利点，欠点を見極め，新たな組織化が望
まれる。

②生産量，収入面
　大鰐と小野川ではもやしの生産量に違いがみられ，そ
れにより生産者の収入にも大きな差がみられた。
　生産量は大鰐の場合，個々の生産者がそれぞれ毎日お
よそ 40 ㎏で，1週間あたりで 280 kg程度であるのに対
し，小野川は出荷が交互に行われるため，1回の出荷が
およそ 28 kgでこれが週に 1～ 2回程度行われるため，1
週間あたりで 70 kg程度である。このように大鰐と小野
川の 1週間の生産量を比較した場合，4倍程大鰐の方が
多い。また，大鰐と小野川の生産者全体の一日あたり生
産量を比較すると，大鰐の場合は 6戸の生産者がそれぞ
れ生産を行うため，40× 6の 240 kgで，小野川は 12戸
の生産者が交互に出荷するため一日当たり 4戸の生産者
が出荷し 28× 4の 112 ㎏となる。
　収入の面では詳しいことを聞くことはできなかった
が，1週間あたりの概算で大鰐では夫婦 2人で取り組ん
で粗収入が一日 1万 2千円程度，そこから原料費などを
含めた経費を引くと 1万円程度と考えられ，一週間では
およそ 6万円程度の収入があると考えられる。一方小野
川では，もやし単価が大鰐より高いといったこともあ
り，一回の出荷でおよそ 1万 4千円程度の粗収入，そこ
から経費を引くと 1万 2千円程度で，これが週に 2～ 3
回程度の出荷となるので，一週間でおおよそ 3万程度の
収入と考えられる。これはあくまでも出荷量や販売価格
からの概算であり，また原料である豆の生産時間を含め
れば一週間あたりの収入とはいえないかも知れない。と
はいえ，これから判断すると，収入には 2倍程度の大き
な差がみられる。

　大鰐では農業ができない冬期間だけとはいえ，もやし
生産は家計を支える主要な収入となる。一方で小野川
は，ほとんどが定年期を過ぎた高齢者ではあるが，生産
は完全な副業として捉え，毎日の作業後に会社勤めを
行っている生産者もみられた。

③生産法
　大鰐と小野川のどちらも，基本的に温泉熱を利用し，
土や砂を使って栽培することに変わりはないが，細かい
ところでいくつかの違いが見られる。
　その一つがもやしを育てる室の違いである。大鰐では
地中に温泉パイプを埋め込み，その上の土をそのままほ
り込む事で生産を行っているが，小野川の場合は，排湯
が流れる溝のうえに木箱をはめ，そこに砂を入れて栽培
する。
　この生産方法の違いとして，大鰐では，1回生産する
ごとに室の中の使った土などを取り除き，きれいに掃除
ししなければならないが，小野川の場合は木箱ごと取り
出せるのでいくぶん作業は簡単である。また小野川の場
合，温泉をパイプに通している大鰐と違い，温泉の蒸気
が木箱を通って砂に浸透する。さらに室内の温度調節も
大鰐は生産者の勘に全てを任せているが，小野川では温
度計を利用して，誰でも最適な温度が見分けられるよう
にしている。
　また小野川では週に 2～ 3回程度の出荷であり，出荷
日を除けば毎日 1～ 2時間の労働であるが，大鰐の場合
は毎日豆の播種から出荷まで行うため，毎日作業に半日
を要する。
　大鰐も小野川もそれぞれの生産法があるが，一見する
と，小野川の方が作業は簡単そうであり，小野川の生産
者の方自身も大変な作業ではないと話してくれた。一方
で大鰐は毎日が大変な重労働で，生産者の勘が全てとな
る熟練の作業となっている。
　生産量や収入面などを考えると単純に比較する事はで
きないが，基本的にもやし生産を生活の主な収入と考え
ている大鰐と，完全な副業として，さほどの利益は考え
ていない小野川とでは生産体系にも大きな違いがあっ
た。
　大鰐では労働の過酷さや，難しさが生産の問題点とし
てあげられていることからも，今のような栽培方法で生
産を続けていくことや，新たな生産者が栽培を始めるの
は，労働環境，生産技術の面で難しい。

④もやしの購入者
　大鰐と小野川ではもやしの購入者にも違いがみられ
る。これはそれぞれのもやしを販売している商店などか
ら調査したもので，はっきりとした統計ではないが，大
鰐では町民がもやしを購入しているのに対して，小野川
ではほとんどが温泉街に来る観光客が，もやしを購入し
ているそうである。

小林・渋谷



85

　この理由として，どちらも温泉街として，観光業が大
きな収入となっているが，大鰐では観光客の減少がみら
れる一方，小野川では様々な取り組みから，観光客を増
やしつつある事があげられる。これには小野川では，市
のパンフレットや小野川の観光案内，さらには旅行会社
のツアーの一つの目玉として，豆もやしが積極的に PR
されていることも観光客の増加に大きな効果をもたらし
ていると考えられる。
　これから大鰐の産業の大きな柱である観光業をのばす
ためにも，町の特産物である大鰐もやしをもっとアピー
ルする必要を示している。

⑤行政の取り組み
　もやしを生産するうえで，行政がどのようにもやしを
位置付け，どのような協力体制をとっているかは，今後
の生産に大きな影響をもたらす。
　大鰐では大鰐町役場，小野川では米沢市役所がそれぞ
れ農林課を通してもやし生産と関わってきた。現在行わ
れている政策は，大鰐ではもやしの生産事業，小野川で
は原料となる豆の栽培補助である。大鰐は新たな生産者
確保による生産の維持，拡大を目指しているのに対し，
小野川は，現在の生産者のための補助がメインとなる。
　大鰐の場合，確かに後継者がおらず，大鰐もやしを途
絶えさせないためにもこの事業は必要であるが，現在の
生産者を補助していくことも必要ではないだろうか。
　また逆に小野川の場合も後継者を受け入れる取り組み
などを役所と連携して行っていくことが必要とされる。

（2）大鰐と小野川の問題点の比較
　大鰐と小野川の生産者がもつ最も大きな課題が両者共
通して，生産者の高齢化や減少に加えて，新たな生産者
が現れないといった後継者問題である。
　現在，もやし生産者に限らず後継者不足の問題は農業
全体が抱える難題である。
　この問題でまず共通して言えることが，新たに生産を
したくてもできないといった事である。これはこのもや
し作りが温泉を利用することから起こるものである。温
泉はどこにでもわき出ているわけではなく，生産を行う
には温泉の出る場所が必要となる。
　大鰐では栽培を行っている生産者の各家に温泉が供給
されているが，新たに生産を始めようと考えても，他に
栽培できるところはなく，結果的に温泉の利用権などの
問題から，生産を継ぐのはおのずとその家族に限定され
てしまう。小野川の場合では，共同の栽培場を利用して
いるが，その半分近くは生産の減少により，現在使われ
ていない状態であり，新たに生産する事はできる。しか
し，生産組合の規定により，その場所を利用して栽培を
することは簡単にはできない。このようにどちらも新た
に生産を始めるのが困難な状況にある。
　これに対して大鰐では事業により生産の場を提供する

こと，小野川では規定を変更して，もっと新たに生産を
希望する人が入りやすい方法が考えられている。
　しかし大鰐の場合，後継者ができない理由の他の要因
として，労働の過酷さがあげられる。小野川の場合，生
産自体は朝早いということはあるものの，特に問題とし
てあげられていない。実際小野川では生産を希望する声
が退職した会社員などからみられるものの，大鰐では現
在のところこのような希望は全くない状態である。大鰐
はこれから労働環境の改善が後継者の確保に大きく関わ
る事となる。

第6節　小括

　小野川での調査を通じて，基本的な歴史や生産方法，
流通方法には大鰐と大差はないものの，いくつかの点で
違いがみられ，それにより抱える問題点に大きな違いが
みられた。
　まず小野川の特徴としてあげられるのが組合の取り組
みである。小野川の豆もやし作りの中心には小野川豆も
やし業組合の存在があり，その方針に従って生産，流通
が行われており，組合として活動を行うメリットも多く
みられた。小野川での組合の方針が必ずしも大鰐に合う
わけではないが，共同の PRや出荷は大きな効果がある
と思われる。
　生産方法は温泉等の利用法や，生産体系が異なってい
た。また小野川の日々の労働は早朝の作業ということを
除けば，さほど大変ではなさそうであったが，これは生
産方法が異なっていることの他に，もやし生産の収入に
対する捉え方が異なっているのが理由であるように思わ
れた。主収入としてもやし生産をしている大鰐と副業と
して小遣い程度の収入を求める小野川とでは生産量が大
きく異なり，その分作業や労働時間は異なる。大鰐町が
計画している事業では大鰐もやし作りを通年で行い，そ
の収入だけで生計を立てられるようにするのが狙いであ
るが，高齢者や農閑期の農家を対象として施設を貸し出
し，もやし生産を主収入として考えず各自が小規模で生
産するような体系を作ることも，考えても良いのではな
いだろうか。
　また小野川では小野川観光組合を中心に温泉街の活性
化をめざし大きなプロジェクトが行われ，豆もやしもそ
の一角をなすものとしてアピールされていた。これによ
り豆もやしと観光業双方に少なからず効果をもたらして
いると考えられる。一方大鰐では町民が主に消費するこ
ともあり，町をあげたもやしのアピールなどはあまり行
われていない。今後大鰐もやしを増産し，また観光客の
集客にもやしを活かして行っていくためにも，生産者だ
けではなく，地域の特産物として町民が受入れ，町をあ
げたアピールが必要となる。
　小野川も大鰐と共通して後継者不足の問題が大きな課
題としてあげられていた。その一方で，行政としてのも

大鰐温泉もやしに関する研究
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やしの位置付けは共通していた。生産者と役場が地域の
伝統的な特産物として残していかなければならないと
いった思いである。

〈第3章に関する参考文献〉

・『雪国の衣と食』　樋口キヨ　置賜民族学会
・『米沢風土記（第三集）』米沢市役所
・『広報よねざわ』　平成 10年 3月号　米沢市役所
・『山形県の地域エネルギー開発利用，県内の開発利用の
実例』山形県企画調整部
・米沢市役所ホームページ
　　http://www.city.yonezawa.yamagata.jp/
・小野川源泉協同組合ホームページ
　　http://www.chuokai-yamagata.or.jp/onogawa/
・小野川うめや旅館ホームページ
　　http://onsentamago.com/index2.html

まとめ　大鰐温泉もやし生産の課題と改善策

　安全な野菜，健康野菜が注目され，また消費者のおい
しさへの追求が高まる中で，農薬を使わない，豊富な栄
養成分を持ち，しかも独特の風味・食感を持つ大鰐もや
しは十分に消費者を惹きつける要素を持っている。
　しかし，大鰐もやし生産の現状は 6戸の生産者を残す
のみで縮小傾向にあった。それには労働環境の苛酷さや
流通面の問題だけではなく，生産者の高齢化による生産
の縮小，新たに生産を始めたくても温泉などの利用権の
問題も絡み，結果的に生産をできるのは代々大鰐もやし
生産を続けてきた家に限定される事などが背景として
あった。
　こうした問題を解決するために大鰐町が取り組む事業
は，大鰐もやし生産者の募集や労働環境の改善などの面
で大きな効果がもたらされるのではと期待される。
　事業は大鰐もやし生産の維持，拡大，さらには観光業
との連携や自然エネルギーの利用と様々な可能性をも
つ。しかし他方で，様々な課題もあげられる。その一つ
は，現生産者への関係である。現生産者の多くが事業に
直接かかわらず，個々の生産を継続していくことになっ
ている。現生産者の多くは，事業で生産された大鰐もや
しが出荷された場合の販路侵害や価格下落，事業に伴っ
ての他産地や企業などの栽培法の盗用を心配している。
販路の面でも不安な点がみられる。生産拡大が行われた
場合，安定した収穫を実現していかなければ，農協や大
手量販店などへの出荷は難しい，さらにそのような増産
が過剰に進んだ場合，価値の低下などが心配される。ま
た，遠方への運搬方法や規格外品や残余したものの加工
法などの開発も課題となっている。
　このような課題があげられるが，現在進められている
事業がよくも悪くも，大鰐もやし生産に大きな影響を与
えることは間違いない。まず生産による農業の振興，雇
用・収入の確保などのメリットを実現し，他方で現生産

者と理解しあっていくことが必要である。そのなかで，
労働の過酷さが問題点としてあげられていることから
も，小野川のように交代性の形をとり，毎日の栽培時間
を短縮し負担を軽減し，退職した高齢者の労働の場とす
るなど全く別な方法を取り入れていくことも考えていく
必要がある。
　また今後の後継者育成，伝統を維持するためにも，栽
培技術をある程度後世代に文書として残していかなけれ
ばならないだろう。
　さらに小野川での調査を通じて明らかとなった組合の
役割を十分に活かしていくことも重要となる。大鰐は現
在組合の活動はほとんど行われていないが，これから生
産者が増えるにあたって組合の活動方針を考えていかな
ければならない。組合の取り組みが活発になれば，共同
出荷などから生産量の不安定さをお互いにカバーし，一
定の出荷量を保つことで，流通販路の拡大，共同でもや
しの PR，後継者の募集・指導を行うことが可能となる。
　これからの時代は農業の多面的な機能がより重視され
るようになり，大鰐もやし生産も観光業の活性化や自然
エネルギーの利用などにより高い評価を受けることが考
えられる。もやしに限ったことではなく，農業全体とし
て，多面的な機能の見直し，またその重要さを知ること
で，その価値を見いだし評価していくことが大切であ
る。そのため行政も収入の保証や，新規の就農者への対
応の改善などを行い，現生産者とともに後継者を育成し
ていかなければならない。
　また，地域住民が大鰐もやしなどの特産物を理解し，
食べてみたい，地域の誇れるものとしたい，栽培したい
という気持ちが高まることも重要である。そしてこれら
の活動にこだわりを持つことが，自分の住んでいる地域
に対する愛着を生み，地域の活性化へとつながり地域の
輪となり広がっていくことだろう。さらにはこのような
地域資源と食文化，伝統を次代の子どもたちに伝えるこ
とも重要である。今やもやしは工場で人の手を借りず大
量生産されるようになった。それらのもやしと今後市場
で対等に競争して行くことは大変に難しい。そういった
意味でも重視しなければならないのが，やはり伝統とい
うものである。この伝統を特産化や観光に結び付けてい
くことが重要となる。
　活かし方としては，郷土食やお土産として町民から大
鰐もやしを使った商品のアイディアを集め，町内の大鰐
もやしに対する意識を高めるとともに，販売量を増やし
ていく，また大鰐もやしが一週間で収穫をむかえる特徴
を活かして，長期滞在の湯治客などに栽培を体験しても
らい，自分の栽培したものをお土産として持って帰るこ
とができるといったプランなどが検討されている。その
意味で今後は，農業内部だけではなく，観光業や地域の
活性化などからのアプローチ，そして大鰐町の行政，町
民が一体となった全体的な取り組みが必要である。
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　　At a time when safe and healthy vegetables have attracted much attention and consumers pursue tasty 

food. Owani Moyashi has many advantages that can attract consumers. 　Our bean sprouts are a highly 

nutritious vegetable with unique flavor and texture, grown without agrichemicals.
　　Unfortunately, only 6 farmers are engaged in the production of Owani Moyashi at present, and yield 

has been decreasing. 　This is not only because of the hard labor involved,  which is compounded by 

issues in distribution, but also because of the aging of farmers, and problems with the right to use the hot 

spring even before  the planting starts. 　As a result, the production of Owani Moyashi has been limited to 

one generation to another. 　To solve these problems a project to promote Owani Moyashi has been started 

by the town of Owani. 　The goal is to add to the number of bean sprout growers and improve the process 

of production.
　　There is no doubt that the recent project could have various effects on Owani Moyashi production, 　in 

both positive or negative ways, so it will be necessary to show the immediate benefits of moyashi 

production, such as the promotion of agriculture, the provision of work opportunities and income, in order to 

maintain a good relationship with present farmers. 　Reducing labor load by having people working in shift 

and by utilizing those who have retired should also solve the problem of excessive labor. 　It is necessary, 

too, to hand down cultivation techniques to the next generations in order to cultivate successors  and 

maintain the traditional know-how.
　　In the future society will attach more  importance to multilateral functions in agriculture and Owani 

Moyashi will earn a high praise for the promotion of tourism and the utilization of natural resources. 　

Thus we must reconsider the multiple functions of agriculture and know the importance of our task find 

labor value in our work and give rightful evaluation to it.
　　Local people, too, should be encouraged to know and eat special local foods including Owani Moyashi, 

so that can be proud of local products and develop the urge to cultivate them themselves. 　Their interests 

in our activity will foster love for our home district, leading to the revitalization of the region and 

strengthening the unity of the local community. 　We are expected to hand on local foods, food culture and 

tradition to the next generation. 　And consequently, it is important to link such tradition with the 

promotion of special food products and tourism.

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 64 － 87, 2005

A Report on Owani Onsen  Moyashi

shunsuke KOBAYASHI, chousei SHIBUYA

Laboratory of Regional Resource Management
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Ⅰ　はじめに

　火傷病はリンゴ・ナシ・ビワ・カリンなどのバラ科の
ナシ亜科の果樹類或いはナナカマド・サンザシ・ピラカ
ンサ等のバラ科の花木類を侵す最重要病害である。細菌
（Erwinia amylovora）の感染で起こることが特徴であり，
風雨，昆虫，鳥などによって急速に，広範囲に伝播し，
しかも有効な防除法の確立が困難であるところにもう一
つの特徴がある。

　もともとは，アメリカ東部の風土病であり，18世紀後
半に発見されたが，その後，第 1表に示すように，アメ
リカの西部開拓・移民の拡大とともに，リンゴやナシ栽
培も拡張し，20世紀の初葉には北米全体，さらにニュー
ジーランド，第 2次大戦後は，ヨーロッパのほぼ全域か
らエジプト，西アジアへと感染地域が拡がっており，近
年においてもその勢いはとどまらないところである。（1）

　病原細菌は，花器や傷ついた部分，開口部から侵入，
花，枝，幹へと広がり，枯死を起こす。この病気は，花

最重要病害リンゴ火傷病の日米検疫問題

宇　野　忠　義

地域資源経営学講座

（2005年11月15日受付）

弘大農生報　No. 8 : 88 － 101, 2005

第 1表　世界における火傷病の感染地域の分布推移
アメリカ　ニューヨーク州・ハドソン川流域の高地（リンゴ・西洋ナシ・西洋かりん）18世紀後半
アメリカ東部1820 － 30年代
アメリカ　オハイオ州・インディアナ州・イリノイ州　カナダ　オンタリオ州1840年代
アメリカ　カリフォルニア州・オレゴン州・ワシントン州（アラスカ・ハワイを除く全州で発生）1888－ 1905
カナダ　ブリティッシュコロンビア州1911
ニュージーランド1919
メキシコ1921
カナダ全土1924
バミューダ1938
グァテマラ1941
イングランド1957
エジプト（アフリカで初めての発生）1964
ポーランド　オランダ1966
デンマーク1968
ドイツ1971
フランス　ベルギー1972
ルクセンブルグ1982
キプロス1984
イスラエル（発病 3週間後に 200 km離れた地域でも発病），トルコ（アジア初）1985
スウェーデン　ノルウェイ　ギリシャ　アイルランド　レバノン　カロリン諸島1986
チェコスロバキア1987
レバノン1988
スイス1989
ブルガリア　イタリア　ユーゴスラビア（ボスニア・クロアチア・マケドニア）アルメニア　ヨルダン1990
ルーマニア1991
オーストリア1993
イラン1994
スペイン　アルバニア1995
ハンガリー1996
フランス全土に蔓延2001

注：水野明文・佐藤成良他「日本における火傷病発生の疑義」（横浜植物防疫所『植物防疫所調査研究報告』第 39号，2003年）
による。

　　ただし，原資料は，Tom Van Der Zwet　&　Harry L. Keil "FIRE BLIGHT", 1979, USDA, J　L　Vanneste "Fire Blight" 
CAB International 2000, 等による。
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がしおれ，枝，葉，幹，果実が火であぶられたような症
状を示すので，英名 Fire Blight,「火傷病」と呼ばれてい
る。病原菌は着生植物の組織内で生存，拡張し，潰瘍班
や宿主によって越冬する。蜂などの昆虫，雨風や鳥の媒
介という多様な方法で伝播する。気象条件も伝播，感染
に影響し，高温，多湿の場合，病勢は著しく進み，感受
性の強い樹種の場合には 1年で園地が壊死し，甚大な被
害をもたらす。（2）

　この病気の特徴は，有効な防除が極めて困難なことで
ある。細菌感染のため防除に抗生物質ストレプトマイシ
ンが使用されているが，耐性菌が発生し，新薬開発との
悪循環が生じている。米国の国際応用植物病理学会誌

"plant didease"（『植物病害』87巻 7号 , 2003. 7）によれ
ば，米国では，耐性菌が発生し，特にそれが米国の西部
やミシガンなど広範囲に発生し，火傷病による損害と防
除費用のため毎年 1億ドル以上の被害が出ている。（3）

　そこで，米国では，バラ科に限定した発生と樹種によ
り感受性の相違がみられることに注目し，抵抗性遺伝子
を発見し，21世紀の戦略としては，遺伝子組み替え等に
よる抵抗樹の育成，普及を戦略的課題として研究を進め
ている。（4）

　このように，リンゴやナシにとっては文字通り最悪の
病害である。従って，本病は輸入検疫上最も警戒を要す
る侵入病害として「輸入禁止品対象病害」に指定され，
厳密な検疫と監視下に置かれていたため，幸い過去数十
年間日本のリンゴ栽培地域では本病の発生は全く確認さ
れてこなかった。（5）

　なお，付言すれば，このような重大病害であるので，
発生国からはいっさいリンゴ輸入を禁止するといういっ
そう厳重な措置を執っている国もある。オーストラリア
や韓国などである。米国の果物防除に関する専門書等
も，厳重な水際阻止・検疫のみが侵入防止に有効である
と述べている。（6）

　しかし，2002年アメリカは，日本のリンゴ火傷病の検
疫条件が「過剰な措置である」或いは「科学的でない」
などの理由で，SPS協定（衛生植物検疫措置の適用に関
する協定）に違反しているとしてWTO（世界貿易機関）
に提訴した。2度にわたるWTO紛争解決機関及び上級
委員会の裁定が行われた。その結果，日本側は 2度敗訴
した。1度目は，2004年 7月に検疫措置の緩和をし，2
度目の 2005年 8月には，さらに大幅に緩和した。その緩
和により，検疫が意味をなさないほどの後退となった。
　この結果，今後火傷病が日本に侵入する危険性は今ま
でになく高まり，リンゴ，ナシ栽培地域における栽培上
の脅威及び食の安全性維持への悪影響，危険性は計り知
れない状況になった。
　本論文では，リンゴ火傷病の日米検疫問題の経過の概
要を整理するとともに，リンゴの輸出入を巡る動向を探
り，検疫の緩和が重大な問題を孕んでいる点について私
見を述べてみたい。

Ⅱ　リンゴ火傷病の日米検疫問題の経過

1　りんご火傷病の検疫措置に関する経緯と背景
（2004年 1月まで）
　1971年 6月，リンゴはグレープフルーツなどととも
に自由化された。しかしながら，我が国では未発生のコ
ドリンガ，火傷病などは植物防疫法に規定された輸入禁
止品に該当し，発生国からは許可されず，当初は，未発
生国の韓国からのみ少量が輸入された。その後，米国，
ニュージーランドから輸入解禁の申し入れが続いたが，
日本は禁止してきた。
　1993年 6月，植物防疫法の改正により，火傷病の発生
国ニュージーランドからの輸入が 6品種について解禁さ
れた。　続いて，93年 8月，米国の火傷病など 3病害虫
の防除データの提出を受け，同法施行規則の一部改正に
より，1994年 8月，米国産リンゴ 2品種（レッドデリシャ
ス，ゴールデンデリシャス）の輸入が解禁された。
　リンゴ生果実の輸入を解禁する際に，火傷病について
は，次のような検疫措置を講じることを条件とした。
　　①火傷病完全無病園地の指定，
　　②輸出園地の周囲に 500 m幅の緩衝地帯を設置
　　③年 3回（開花期，幼果期，収穫期）の園地検査の

実施
　　④果実の表面殺菌

　その後の我が国のリンゴ輸入の動向を第 2表に示し
た。
　世界第 2位の生産・輸出国である米国からは，満を持
していたように一挙に，1995年に 94年産リンゴが 8,935
トン，14.6億円の輸入がなされた。ところが，米国から
の輸入量が多かったのはその 1年のみであり，以後は，

400～ 100トン台に激減し，2002年以降は輸入が途絶え
ている。
　95年産以降の米国リンゴ輸入の減少理由として，青森
県りんご課は，①食味が劣る割に価格が安くない，②日
本で人気のない品種である，③日本で使用禁止の農薬防
燻剤 TBZが 94年産から検出され，評価を下げたことな
どを挙げている。
　これに対し，米国の生産者側では，防除費と検疫費用
コストの増大が輸出の障害をなしていると認識してい
た。それ故，検疫条件の緩和を執拗に追求し，交渉場面
で圧力をかけてくることになった。さらには，後述のよ
うに，WTOへの提訴を行うのである。（7）

　なお，我が国のリンゴ輸入量合計も第 2表に見られる
ごとく，1996年以降数百㌧の低水準で推移し，最近年で
はさらに 100トン以下に減少している。すなわち，1995
年を除き，日本のりんご生果実市場においては，生産者
の品種転換と高品質生産並びに販売努力や消費者の志向
等により，海外産生果実の輸入を防いできたといえる。
　ついでながら，輸入に関して述べれば，むしろ，リン

最重要病害リンゴ火傷病の日米検疫問題
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ゴ果汁輸入の激増によるりんご産業への影響が大きい。

1990年 4月にリンゴ果汁の輸入自由化が決定され，それ
以降輸入量が増加を続けた。1995年には 7万 5千 kl（生
果換算で約 66万トン，国産果実の 6割を超える量）に
達し，以後も 6～ 7.8万 kl（輸入果汁全体では 23万 kl）
で推移している。2002年産では，国内生産量 91万トン
に対し，生果・果汁合計の換算輸入量が 53万トンに達し，
自給率は 63％に低下しており，近年では 60％前後で推
移している。
　果汁の輸入先は，米国産果汁がトップであったが，

1998年から中国産果汁が最多となり，リンゴ果汁輸入量
の 40％前後を中国産が占めるようになった。

　日米検疫問題の背景には，このようなリンゴ生産 1位
の中国（2000万トン，世界の 3分の 1強）と 2位の米
国（400～ 500万トン）との熾烈な市場競争がある。1998
年に，米国が中国産果汁の米国への輸出を提訴後，中国
は日本への果汁輸出にドライブをかけトップに立った。
　中国は防疫上の問題を抱えており，生果実輸出には制
約があるが，果汁輸出は可能であり，日本，米国その他
に低価格で輸出を伸ばしている。その影響で，日米で
は，加工用りんご価格が激落し，リンゴ農家に大きな打
撃となっている。輸入自由化以前と以後の 5年間ずつの
青森県における果汁用リンゴ平均価格の推移を見ると，

1 ㎏ 当たり，1985～ 1989年では 50.6円であったが，

第 2表　年次別・国別りんご輸入実績
  ������������������������������������������（単位：t ，円／ kg）

合　　　計そ　の　他アメリカニュージーランド韓　　　国オーストラリア
年

価格数量価格数量価格数量価格数量価格数量価格数量

87
33
30

13
180
65
406
1,1951,150

87

13
180
65

45

昭 46
47
48
49
50

100
－
－
53
－

82
－
－
514
－

53

20

514

6251
52
53
54
55

－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

56
57
58
59
60

129
－
－
－
－

18
－
－
－
－

1291861
62
63

平 元
2

437
359
156
326
164

14
69
37
242
9,2951648,935

333
187

235
190

437
359
156
100
163

14
69
37
7
170

3
4
5
6
7

196
179
136
233
156

710
150
221
308
594

514
225

1
13

155
161

243
231

404
106

159
96

264
280
97

254
9
112

166
191
177
169
104

51
22
108
39
251

240
179

110
247

8
9
10
11
12

126
237
243
207

2,339
120
108
16

16727887
350

1,411
0.6

194
234
243
207

650
120
108
16

13
14
15
16

（注）1．資料：日本貿易月表
　　 2．価格は CIF価格
　　 3．昭和 50年，51年及び 54年の「その他」は北朝鮮
　　 4．平成 8年の「その他」はネパール
　　 5．平成 9年の「その他」はネパール 1トン，フランス 12トン
　　 6．青森県『平成 16年産りんご流通対策要綱』P122より引用。

宇　　野
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1990～ 1994年には 30円に激落し，採算割れ水準となっ
た。その後も低下し，最近の 1999～ 2003年平均では，

20.3円までに落ち込み，採算割れ以下にへばりついてい
る。2002年産に至っては，9円という投げ売り同然の大
赤字となってしまった。それゆえ，果汁用リンゴを含め
たリンゴ価格支持政策がリンゴ生産の維持存続のために
不可欠のものとなっている。生果実に限定された現行価
格安定制度の改善・拡充が緊急に求められている。
　ところで，米国が奪われた日本のリンゴ果汁市場をね
らい，あるいは検疫条件の緩和により，日本に生果実輸
出を再開させようと攻勢を強めている背景には，このよ
うな国際的な市場争奪戦の展開を見ることができる。
　かくして，日米のリンゴ火傷病の検疫問題は，じつは
日米貿易摩擦および中米貿易摩擦の一環をなしており，
貿易問題の連鎖の中で把握する必要がある。（8）

　ところで，その後の火傷病の検疫問題に関する経過を
農林水産省のプレスリリースなどにより整理すると次の
通りである。

 （1） 1999年（平成 11年）8月，日米植物検疫定期協議
において，米国が，1994年 8月に決定された上記の火傷
病に対する検疫措置 4条件の変更について，以下の 3条
件への緩和提案をした。
　①輸出園地の周囲に 10メートル幅の緩衝地帯を設置，
②年 1回（収穫期）の園地検査の実施，③果実の表面殺
菌

 （2） 同 10月，日米植物専門家会合において，検疫措置
の変更の検討は技術問題であり科学的根拠が必要である
とし，2000年に日米共同試験を実施した。2001年，米国
は試験データを提出。（9）

 （3） 2001年（平成 13年）10月，日米専門家会合を開
催し，火傷病の検疫措置に関する協議を行った。
　米側は，火傷病はりんご生果実内には存在せず，伝搬
のおそれはないとして我が国が米国産りんごの輸入解禁
のために要求している輸出園地条件等は不要と主張。
　これに対し，我が国は生果実に火傷病が寄生する可能
性があるため輸出園地条件等は引き続き必要と主張し，
双方の主張は平行線であった。（10）

 （4） 2002年 3月 1日，米国は在ジュネーブ日本政府代
表部に対し，米国産りんご生果実の火傷病に係る植物検
疫措置は，WTO協定，SPS協定（衛生植物検疫措置の
適用に関する協定）等と整合的でないとして，WTO紛争
解決手続に基づく二国間協議を要請した。

 （5） 2002年 4月 18日，ジュネーブにてWTO紛争解
決手続に基づく二国間協議を行ったが，合意に至らな
かった。

 （6） 2002年（平成 14年）6月 3日，WTO紛争解決機
関特別会合で，米側からの要請を受け，本件に係るパネ
ル設置が決定された。

 （7） 2002年 10月，第 1回パネル会合。平成 15年 1月，

第 2回パネル会合が開催。

 （8） 2003年 7月 15日，パネル報告がWTO事務局か
ら加盟国に配布され公表。

 （9） 2003年 8月 28日，パネル報告について我が国から
上級委員会に申立て。

 （10） 2003年 10月 13日，上級委員会会合が開催。
　これまでの日米双方の主張

○米国側

　「成熟した火傷病の病徴のない」りんご果実の内部に火傷病

菌は存在せず，表面にも稀にしか存在しない。たとえ火傷病

菌が存在しても商業的な貯蔵や輸送を通じて生き残ることは

考えられない。また「成熟した病徴のない」りんご果実が火

傷病を伝搬するという直接的な証拠はない。

　過去 35年間にわたり多量のりんご果実が米国から火傷病

未発生国・地域（台湾，香港，インドネシア，サウジアラビ

ア等）に輸出されたが，それによって火傷病が伝搬されたり，

発生していない。

　米国産りんご生果実の火傷病に関する日本の病害虫危険度

解析（PRA）は，国際植物防疫条約の PRAガイドライン（国

際基準）に基づいておらず，日本が主張する火傷病の伝搬経

路は仮説のシナリオであり，火傷病の侵入の可能性を科学的

証拠に基づいて評価していない。

　したがって，日本の火傷病に関する植物検疫措置は，十分

な科学的根拠を有しておらず，SPS協定に整合していない。

○日本側

　「成熟した火傷病の病徴のない」りんご果実の内部又は表面

に火傷病菌が存在したとの報告（Tom Van Der Zwetら 1990）が

ある。また，火傷病菌の生態，生存能力等からみてりんご果

実の内部又は表面で生存可能である。さらに，りんごが成熟

するまでの間に火傷病菌が死滅するという証拠はない。「成

熟した病徴のない」りんご果実が火傷病を伝搬しない根拠と

は言えない。（11）

　米国産りんご果実の主要輸出先は，熱帯や乾燥地帯の国々

が多く火傷病菌の侵入に適しておらず，日本とは状況が異な

る。過去に火傷病は米国から大洋を渡って伝搬しており，そ

の直接的な原因は不明であるが，りんご果実による伝搬の可

能性は否定できない。

　米国産りんご生果実の火傷病に関する日本のPRAは，国際

基準に基づき，科学的文献や他国の類似の措置等を考慮の

上，火傷病の侵入の可能性を適切に評価している。

　したがって，日本の火傷病に関する植物検疫措置は，十分

な科学的根拠を有しており，SPS協定に整合している。

 （11） 2003（平成 15年）11月 26日，上級委員会報告が

WTO事務局から加盟国に配布され公表。
　本報告では，我が国の措置が「衛生植物検疫措置の適
用に関する協定（SPS協定）に整合していない」とする
パネルの判断を支持すると結論づけられており，我が国
にとって厳しい内容（概要別紙）となっている。
　今後，本報告の内容を十分に検討した上で，SPS協定
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に整合していないとされた問題点について適切な対応を
とるよう具体的な検討を進めることとした。

 （12） 2003年（平成 15年）12月 10日，上級委員会報告
が採択され確定。

 （13） 2004年（平成 16年）1月 9日，我が国から勧告実
施の意思を表明。

2　米国産りんご火傷病に係る検疫措置の改正案
（2004年 6月）
　2004年 6月，WTO紛争解決機関の勧告を踏まえ，

SPS協定に整合し，かつ，りんご生果実を介した火傷病
菌の我が国への侵入を確実に防止できる措置として，以
下のとおり改正したいと農水省が発表した。

 1. 改正案の内容

 （1） 輸出園地の指定
　　10mの境界帯に囲まれた園地を日本向けりんごの
輸出園地として指定する。

 （2） 園地検査
　　輸出園地及び境界帯は，火傷病の病徴が最も確認し
やすく，火傷病菌の活動が活発な果実の生育初期（幼
果期）に 1回，火傷病の発生がないことを確認する。

 （3） 果実の殺菌消毒
　　現行どおり，こん包前の選果過程で 100 ppmの次亜
塩素酸ナトリウム溶液に 1分間浸漬する。

 2. 措置の根拠

 （1） 10mの境界帯
　　りんご果実から火傷病菌が検出されるのは，火傷病
激発樹，その隣接樹，火傷病激発園地，あるいはその

10m以内に隣接した樹から採取したりんご果実に限
られているため。

 （2） 幼果期における園地検査
　　最も火傷病が発生しやすいのは開花期から幼果期の
はじめにかけてであり，病徴の確認が最も容易な時期
は幼果期である。このため，果実の生育初期に園地を
肉眼で観察し，樹に火傷病の病徴がないことを確認す
る。
　　仮にそれ以降，園地に火傷病の発生に好適な条件が
発生した場合でも，果実の生育初期に火傷病の病徴が
肉眼で観察されないような園地であれば，火傷病の発
生となる汚染源がないのでその後に火傷病激発園地と
なることはない。

 （3） 果実の殺菌消毒
　　万一，園地検査後に火傷病が発生した場合や収穫後
の他の果実との接触等による果実の表面汚染に対処す
るため。
　
　2004年 6月，上記の改正措置に対するパブリックコメ

ントを農水省が公募した。そこで寄せられた意見の概要
とそれに対する農水省の回答が公表されている。それは
以下の通りである。

3　2004年改正措置に対するパブリック・コメントの
意見及びそれに対する政府の見解

  ����������2004年（平成 16年）6月 30日

 1. 意見の募集
　募集期間，意見数：6月 16日から 6月 25日の間，11
人（団体を含む）

 2. 意見の概要及び意見に対する見解（意見：A，見解：B）
① A：境界帯 10mに囲まれた輸出園地の幼果期 1回の
園地検査では，りんご果実への火傷病菌の感染を防止
するには不十分である。
① B － 1：境界帯 10 mの根拠
　　りんご果実から火傷病菌が検出されたとする学術報
告は，火傷病激発園地とその10 m以内の樹，激発樹及
びその隣接樹から採取されたものに限られることか
ら，火傷病激発園地，または火傷病罹病樹から10 m離
れた樹のりんご果実は火傷病菌に感染・汚染している
ことはないと考えています。
① B － 2：幼果期 1回の園地検査の根拠

 （1） 火傷病菌の感染しやすい時期は，開花期であり，
最も発見し易い時期は幼果期であることから，幼果期
に園地検査を行うこととしています。なお，火傷病の
病徴が発見された場合は輸出園地の指定を取り消すこ
ととしています。

 （2） りんご果実から火傷病菌が検出されたとする学
術報告は，火傷病激発園地とその 10m以内の樹，激発
樹及びその隣接樹から採取されたものに限られ，「成
熟した病徴のないりんご果実」においては，表面汚染
とがくあ部汚染に限られます。幼果期の園地検査後に
万一，園地が火傷病の発生に好適な環境になったとし
ても，汚染源となる火傷病激発樹がないことから，園
地に火傷病激発樹が存在することはなく，園地自体が
火傷病激発園地となることもありません。
　　したがって，そのような園地から収穫された「成熟
した病徴のないりんご果実」は，火傷病菌に感染・汚
染していることはありません。
① B － 3：改正措置案の植物検疫上の安全性の根拠
　　パネル専門家及び植物細菌学の専門家の見解によれ
ば，これまでの学術報告においては，火傷病激発園地
でない園地から収穫された「成熟した病徴のないりん
ご果実」は火傷病菌に汚染・感染しないとされていま
す。
② A：今後，日米間の協議で，これ以上の措置の簡素化
は行うべきでない。
② B：我が国は，今回，WTOパネル及び上級委員会報
告の内容を詳細に検討し，WTO勧告を踏まえ，衛生
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植物検疫措置の適用に関する協定（SPS協定）に整合
し，りんご果実を介した日本への火傷病の侵入を確実
に防止できると考えられる検疫措置として今回の措置
案を米国に提案したところであり，技術的に妥当なも
のと考えています。
③ A：改正案は限りなく米側に譲歩しており，その理由
が理解できない。
③ B：WTOパネル及び上級委員会において，1994年に
採用した日本のりんご火傷病の検疫措置は過剰であ
り，SPS協定に整合していないとする厳しい結果が採
択され，措置を改正するようにWTOの勧告を受けた
ところです。この勧告を実施するためには，日本は

SPS協定に整合し，りんご果実を介した日本への火傷
病の侵入を確実に防止できると考えられる検疫措置に
改正する義務があります。
　　したがって，改正案は米側に譲歩したものではな
く，WTOの勧告を実施するために必要な措置として
提案したものです。
④ A：火傷病侵入阻止のための具体的な植物検疫体制を
明らかにするべきである。
④ B：火傷病は，りんごのほかに，なし，かりん，さん
ざし，コトネアスター等の植物に感染することが知ら
れており，日本は火傷病の発生地域の宿主植物を植物
防疫法により輸入禁止としています。
　　しかし，万が一火傷病が侵入した場合，これを根絶
するためには，火傷病が拡散する前の早い時期に発見
し，発生が狭い範囲に限られているうちに撲滅するこ
とが重要です。
　　このため，国庫補助事業により，主要海空港におい
て植物防疫所が巡回調査等を実施するほか，りんご，
なし等火傷病菌の宿主植物が多い地帯（16道府県）に
おいて，生産地の巡回調査を実施する等，重層的な国
内監視体制を敷いています。
　　なお，米国産りんご果実については，植物防疫法に
基づく検疫措置を実施したものであれば，火傷病菌を
伝搬することはないと考えています。
⑤ A：万が一火傷病が侵入した場合，すべての面におい
て国の責任で対処するべきである。
⑤ B：新たな検疫措置は，パネル及び我が国の専門家の
意見を基に確立したものであり，検疫措置が完全に行
われれば，火傷病が我が国に侵入することはないと考
えています。
　　しかしながら，万が一火傷病が侵入した場合には，
迅速かつ確実に対応し，撲滅する必要があることか
ら，このような場合に備え，植物防疫法において緊急
防除の制度を設けています。
　　なお，これまで行われた緊急防除については，薬剤
費や人件費等の防除に係る費用を国が負担していると
ころです。
⑥ A：火傷病の研究，防除体制の確立を怠ってきたのは

国の責任である。
⑥ B：火傷病については，日本では発生しておらず，ま
た，検疫上重要であることから，野外で火傷病菌を用
いた疫学的な試験等は，火傷病菌の拡散防止上の観点
から，国内で実施することはできませんが，2000年に
は日米共同試験を実施し，火傷病の低発生時の園地で
の火傷病菌の拡散状況等の把握に努めたところです。
今後も世界中の火傷病研究者が集まって開催される
「火傷病ワークショップ」等に日本の専門家を派遣し，
新たな知見や情報の収集に努め，さらに海外の専門家
との交流を図り，情報を収集・分析していきたいと考
えているところです。
　　また，これまでも，万一火傷病が我が国に侵入した
場合に備えて，生産地の巡回調査を実施する等，早期
発見，早期防除のための国内監視体制を整備している
ところです。
⑦ A：火傷病の情報提供を要望する。
⑦ B：我が国は火傷病未発生のため，公表されている情
報は限られておりますが，今後はできる限り詳細な情
報を提供するようにいたします。
　　なお，火傷病菌の生活史，発生生態，防除方法等の
情報については，米国等の火傷病発生国でWebサイ
ト（例えば，www.nsu.edu/fireblt6.htm）上に詳細が
公表されております。

　こうして，日本は，WTOの紛争解決機関（DSB）の
勧告，上級委員会の採択報告書を受け，04年 7月，緩衝
地帯を10メートル，検査を年1回など上記のように検疫
制度を大幅に緩和した。

4　米国の再提訴と再パネル報告
　ところが，米国がなおも不十分として，2004年 7月

30日，WTO紛争解決機関特別会合に再提訴した。そこ
で，米国側からの要請を受け，火傷病の検疫措置に関す
る再パネル設置が決定された。米国は同時に，最終報告
に従わない場合には，1億 4,360万ドル＝ 155億円相当の
対抗措置を取ることを申請した。
　2004年 10月 28日，再パネル会合が開催された。さら
に，2005年 1月 12・13日，専門家との協議を含む再パ
ネル会合が開催された。
　再パネルにおける日米の主張は次の通りである。

 1. 日本の主張

 （1） 日本の措置の新たな証拠として採用した 4つの研
究は，成熟した病徴のないリンゴ果実が潜在感染するリ
スクがあること及びリンゴ果実により日本に火傷病が侵
入するリスクがあることを証明している。

 （2） 日本の園地検査は，火傷病激発園地を検出するレ
ベルの検査であり，措置のその他の要素についても，裏
付けとなる科学的証拠が存在する。

最重要病害リンゴ火傷病の日米検疫問題



94

 （3） 米国の既存の品質検査のみで日本への火傷病の侵
入を防止できるという証拠はなく，火傷病の侵入を防ぐ
ためには園地での検査が必要である。

 （4） 日本の 2004年病害虫危険度解析（PRA）は，新た
な 4つの研究を含めた科学的証拠及びパネル認定に基づ
くリスク評価を行っており，成熟したリンゴ果実により
火傷病が日本に侵入するリスクがあることを証明してい
る。

 2. 米国の主張

 （1） これら 4つの研究は，成熟した病徴のないリンゴ
果実が潜在感染するリスクがあること及びリンゴ果実に
より日本に火傷病が侵入することに失敗しており〔マ
マ〕，これまでの証拠及びパネル認定を覆すものではない。

 （2） 日本が火傷病激発園地を検出するためと称してい
る園地検査の方法は，実質的に火傷病の無病性を求める
基準と同じであり，措置のその他の要素についても，裏
付けとなる科学的証拠は存在しない。

 （3） ①これまでリンゴ果実により無発生地域に火傷病
が伝搬したという証拠がないこと，及び②米国が成熟し
た病徴のないリンゴ果実以外のリンゴ果実を輸出したと
いう証拠がないことから，米国の既存の品質検査によ
り，輸出されるリンゴ果実は成熟果実に限定されるた
め，品質検査のみでも日本に火傷病が侵入することはな
い。

 （4） 日本の 2004年病害虫危険度解析（PRA）は，新た
な 4つの研究のみに基づいており，成熟したリンゴ果実
により火傷病が日本に侵入することを証明していない。

　このような議論が交わされたようであるが，前記のよ
うに専門家会合も経て，2005年 3月，紛争処理小委員会
の中間報告がまとめられ，6月 23日に最終報告が提出さ
れた。その内容は次節で説明するとおりである。
　その結果，再び日本の敗訴が確定し，日本は最終報告
に従うか，対抗措置（1億 4,360万ドル＝ 155億円の報復
関税）を受け入れるかどちらかの判断を迫られた。
　「WTOの紛争解決了解による手続きの流れ」によれ
ば，報告採択後，日本は，実施のための妥当な期間を決
定するか（その場合一応の指針は 15ヶ月以内），または，
妥当な期間の満了までに措置に合意しない場合には，対
抗措置の承認申請がなされ，仲裁を経た後，対抗措置の
承認が決定されることになっている。
　このように，15ヶ月の検討期間があり，さらに対策を
検討する時間的余裕はあったはずである。あるいはま
た，後者の対抗措置について協議を重ね，仲裁を待つ方
法もあったはずである。
　ところが，最終報告が発表された後，1週間も経ない
で，2005年 6月 28日から 3日間，ハワイにおいて日米
最終協議が行われ，日本は，再パネル報告に従うことを
決断した。

5　リンゴ火傷病の植物検疫措置に関するWTO再パネ
ル報告の採択

　次の文書は，リンゴ火傷病の植物検疫措置に関する

WTO再パネル報告の採択に関する農水省の発表である。

リンゴ火傷病の植物検疫措置に関するWTO再パネル報
告の採択について

  ����������������2005年 7月 21日

 （1） 7月 20日，ジュネーブのWTO本部でWTO紛争
解決機関（DSB）定例会合が開催され，6月 23日に公
表されたWTO再パネル報告（概要別記）が採択された。

 （2） これにより，我が国はりんご火傷病の植物検疫措
置を「衛生植物検疫措置の適用に関する協定（SPS協
定）」に整合させるよう DSBから勧告を受けたことにな
る。

 （3） 現在，りんご火傷病の植物検疫措置を SPS協定に
整合させるべく，措置改正案の概要（下記）について，
広く国民等から意見・情報を募集しているところであり，
今後，提出された意見・情報を考慮した上で改正措置を
決定し，8月中を目途に実施することとしている。

〔再パネル報告の概要〕

 1. 主な認定事項

 （1） 措置を維持するための十分な科学的証拠の有無
　　米国の現行の輸出基準により「成熟した病徴のない
りんご果実」のみが輸出されることを前提とすれば，
園地検査，10 mの境界帯，表面殺菌等の日本の措置は
十分な科学的証拠に基づいておらず，SPS協定第 2条

2に違反している。（12）

 （2） 適正なリスク評価の有無
　　日本がそのリスク評価の根拠とした①成熟りんご果
実が潜在感染するリスク，及び②火傷病菌が感染りん
ご果実から宿主植物へ伝搬されるリスクに係る新たな
研究は，極端な人工条件下で行われたものであり，自
然条件下でのリスクの存在を証明しておらず，日本の
リスク評価はSPS協定第5条1に整合していない。（13）

 （3） 措置の貿易制限性
　　「成熟した病徴のないりんご果実」であれば日本に火
傷病を伝搬するリスクは極めて低く，米国の現行の品
質管理により，そのような果実のみが輸出されること
から，日本の措置は，火傷病の侵入を防ぐという目的
を達成する必要以上に貿易制限的であり，SPS協定第

5条 6に違反している。

 2. 再パネルの認定・結論
　日本の措置は，SPS協定第 2条 2，第 5条 1及び第 5
条 6に不整合であり，紛争解決機関が日本に対して措置
の整合化を求めるよう勧告する。
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6　アメリカ合衆国産りんご生果実に係る火傷病検疫措
置の改訂

　農水省はこの勧告を受け入れ，2005年 7月，次のよう
な火傷病検疫措置の改訂を提案した。

アメリカ合衆国産りんご生果実に係る火傷病検疫措置の
改訂について

  ����������������2005年 7月 1日

 1. 趣旨

 （1） 現行のアメリカ合衆国産りんご生果実に係る火傷
病検疫措置については，WTO再パネルにおいて，WTO
協定との整合性が審議されていたところであるが，今
般，WTO紛争解決機関から，本措置は「衛生植物検疫
措置の適用に関する協定（SPS協定）」に整合していな
いとされた。

 （2） このため，火傷病に関する最近の研究報告，知見
等をもとに，現行の措置について，SPS協定に整合し，
りんご生果実を介した火傷病菌の我が国への侵入を防止
できる措置に改正することとする。

 2. 火傷病検疫措置の改正内容

（注）輸出検査で萎れたりんご果実が発見された場合，そ
の果実の成熟をヨード・デンプン法により確認し，未成
熟であった場合には当該果実が収穫された栽培ブロック
と同一の栽培ブロックにおいて栽培されたりんご果実を
日本向けに輸出しない。

 3. なお，現在，ワシントン州及びオレゴン州産のりんご
生果実のみが条件付きで輸入解禁されているが，従前
より我が国に対しりんご生産地域として輸出解禁要請
のあったカリフォルニア州産りんご生果実について
も，検疫上問題がないことを確認したことから，当該
州を輸入解禁対象地域として追加することとする。

Ⅲ　改訂検疫措置に対する若干の考察

　最後に，今回の検疫措置の改訂について不十分ではあ
るが，若干の考察を加えたい。
　訴訟の経緯の詳細は入手していないが，私は，「日本の
敗訴」は全く不当であると考えている。注（1） ～ （6），
（9），（11）にも記したような，これまでの火傷病に関す

る内外の研究や実験結果を無視，軽視しており，科学的
に正当な判断がなされたとは考えられない。WTO体制
の下で輸出国側の圧力に屈したものと言わざるを得な
い。
　仏の学者スーザン・ジョージも指摘するように，WTO
体制の問題点ことに TBT（技術的貿易障壁に関する協
定）とSPS協定（衛生植物検疫措置に関する協定）が，「各
国の規格および適合性評価手続きが，国際貿易に対して
不必要な障害をもたらすことのないように」規定されて
いる。その点は，SPS協定の第 2条と第 5条の解説文の
一部を注（12），（13）で示しておいたが，「貿易に対す
る悪影響を最小限にするというこの協定の目的」といっ
た表現で，明記されている。（14）

　そのため，輸出国側に極めて有利にかつ優位に決めら
れており，あるいは，輸出国側に有利に解釈されること
になる。本来は，食料や公衆衛生，環境などが危険にさ
らされることが予測される場合には，政府は，絶対的な
科学的証拠がなくても，人間や生物，環境の安全の保護
のために予防措置を執りうると言う「予防原則」が，全
く排除されていることが根本問題といえる。
　また，「科学的証拠」の立証においても「生産物の無害
性に疑いがある場合，無害性を証明する責任は売り手＝
輸出者にあり，有害性を証明する責任は買い手＝輸入者
にはない」ということを明確にすべきである。現在は，
この点が逆転しており，輸入者側の立証責任が問われる
ことになっている。これらの問題点を交渉の場および国
際舞台において改善・改正し，「予防原則」を確立してい
く必要があろう。（15）

　日本では，未発生と言うこともあるが，火傷病の研究
が極めて遅れている。国の研究機関と防疫所・行政が一
体となった相当規模の火傷病に関する研究・検疫対策プ
ロジェクトが緊急に必要である。訴訟で敗訴に追い込ま
れたことの主要な要因として，日本における火傷病に関
する情報不足，研究不足があげられよう。それも政府当
局の責任でもあろうが，今後，侵入を許さないための，
万全の体制ことに検疫体制の格段の強化が必要であ
る。（16）

　いったん侵入すれば，日本の気象風土，宿主となる植
物の多さと密度，山野の生態系や農業，林野の栽培管理
の衰退状況等を考慮すれば，果樹園，公園，庭木，街路
樹などで壊滅的な被害が全国土で予想される。かかるこ
とのなきよう，万全の体制を構築することが緊急に求め
られている。
　果樹についてもナシ，ビワなど被害はリンゴに止まら
ないが，リンゴについては，日本の主力品種が火傷病に
非常にかかりやすいという特徴があり，また，多く普及
している台木のM9，M26等も感受性が強いので，感染
しやすく，防除が非常に困難となることが予想される。
これまでも，欧米におけるリンゴの重要病害であった黒

 現行 改正案
無病園地 ･10mの境界帯 －

 ･幼果期の園地検査 －
果実の表面殺菌 次亜塩素酸浸漬 －
輸出検査　火傷病菌の付着のないことの確認 ・火傷病菌の付着のないことの確認

  ・果実の成熟検査（注）
検疫証明書の追記
　　　　　火傷病菌に感染していないこと　　　火傷病菌に感染していないこと

最重要病害リンゴ火傷病の日米検疫問題



96

星病が，戦後初めて札幌市米軍基地近くのリンゴ園に発
生した。それ以来，黒星病は，現在も日本の重要病害で
あり，毎年多くの防除費や対策を迫られている。火傷病
の場合は，さらに甚大で広範囲な多様な種類の被害と防
除対策を迫られよう。その負担と犠牲は想像が及ばない
ほどである。
　従来日本における病害研究は，対象病害が日本に侵
入・発生してから開始されるのが常であった。しかし，

BSE（牛海綿状脳症）や鳥インフルエンザの例に見られ
るように，WTO体制下で，国際的な農産物，動植物，
物資の取引が激増しており，侵入病害の危険を予測し
て，事前に危機管理体制を構築することが極めて重要で
ある。
　最後に，今回の検疫措置の改訂に対して私が提出した
パブリックコメント並びにそれらコメントに対する農水
省の回答を参考資料として付記しておこう。

リンゴ火傷病の検疫問題についてのパブリックコメント

  ����������������2005年 7月 29日

 1. 7月 12日の弘前市における説明会で示された「資料

5」「再パネルにおける日米の主張」のうち，「1. 日本の主
張」は，欧米や日本の研究や実情をも踏まえた主張であ
り，もっともな主張として理解できるが，「2. 米国の主
張」は，（1） ～ （4）いずれも，理解しがたい。そこには，
「科学的証拠」も論理的整合性も見られない。なぜ，この
ような主張が「正当」なるものとして裁定されたのか。
　逆に，なぜ，日本の主張の正当性が認められなかった
のか。その決定的なポイントはどこに存するのか，説明
を求めたい。

 2. 米国が，1999年 8月に提案した検疫の緩和措置 3条
件は，米国から見て科学的証拠に基づいたものであり，

2002年 6月に米国がパネル設置を要請し，審議の結果，
勧告が出され，日本はその勧告に従って，2004年 6月に
その 3条件による検疫措置に改正・緩和した。
　2004年の6月30日付けの，検疫措置改正に関するパブ
リックコメントに対する農水省の説明では，この「改正
措置」が，WTOの勧告や米国の主張する科学的根拠に基
づいた措置として受け入れざるを得ないもの，あるいは
受け入れうるものとして縷々説明してきた。
　ところが，このたびの検疫措置の「改正」は，これま
での科学的根拠に基づいた 3条件の検疫措置を全く否定
したものである。無病園地の指定もはずされており，火
傷病激発園地からも輸出が可能となっている。これらの
ことに対する納得できる説明は何もなされていない。説
明を求めたい。

 3. このたびの検疫措置の「改正」では，輸出時の「火傷
病菌の付着のないことの確認」，検疫証明書の「火傷病菌
に感染していないこと」の記述の点検，および果実の成
熟検査のみでの検疫措置となるが，これでは，火傷病菌
の侵入を阻止できる保証がない。「火傷病菌の付着のな

いことの確認」も具体的にどのようになされ，確認でき
るのか，全く明らかではない。火傷病菌の侵入の危険度
が非常に高まったと考えられるが，その危険度をどのよ
うに予測しているのか，また，それに対する危機管理と
安全対策をどのように講じるのか，説明を求めたい。

 4. 日本における宿主となる植物種の多さ，植生の多様
性と宿主分布の広汎性，温度や湿度などの気象条件と細
菌の繁殖条件，昆虫や風雨，鳥等の伝搬媒介ルートの多
様性などを考慮すると，「アクションプラン」は極めて不
十分と考えられる。
　侵入警戒調査は，宿主の多様性を考慮すると樹園地の
みにはとどまらず，植物園，庭木，街路樹にも必要であ
ろう。従って，調査地点が少なすぎるように思われ
る。（18）

　初動防除もあらゆる可能性をも考慮したものとするべ
く，万全の体制が必要であろう。
　緊急防除も多くの可能性を考慮した備えが必要であろ
う。
　緊急防除の終了は 3年間のモニタリング調査のみで決
定できるのか。年数，地域範囲の再検討が必要ではない
か。

 5. これまでの 3条件による検疫措置は続けるべきだと
考える。WTOでは敗訴したが，米国が対抗措置として
報復関税を課すことを申請している。この報復関税額は
あまりにも高額であり，法外なものといわざるを得ない
が，この関税額には応じることなく協議しながら交渉
し，より妥当な関税額を支払うという，もう一つの選択
肢がある。たとえ高い関税を払ってでも，侵入防止体制
は残した方がいい。
　今回の措置は，検疫をなくするに等しく，これでは検
疫の意味がなくなってしまう。
　火傷病は，外国の例で分かるように完全に防除はでき
ないし，根絶はほとんどできていない。1997年にオース
トラリアのロイヤル植物園でサンザシに発生したが，早
期に発見され，根絶できたとしても，これはロイヤル植
物園という特別に管理された区域での発生であり，幸運
であっただけともいえる。
　日本は「4 」でも述べたように，火傷病細菌の繁殖，
伝播には好条件が多く，適している。越冬も容易であろ
う。それ故に，侵入すれば取り返しがつかないことにな
る。リンゴだけではない，バラ科のナシやビワ，その他
の庭木にも被害が出る。外国の例から見ても，その被害
は甚大なものが予測される。従って，3条件による検疫
措置を残し，報復関税の支払いの協議にはいるべきであ
ろう。その選択肢について，見解，説明を求めたい。

  �������（弘前大学農学生命科学部　宇野忠義）

 

宇　　野
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  パブリック・コメントにおける意見及びそれに対する見解

1.意見の募集
　募集期間，意見数：7月 1日から 7月 30日の間，5件
2.意見の概要及び意見に対する見解

意見に対する見解意見の概要

　りんご火傷病の成熟検査は，2.2 ℃，55日間以上の低温処理及び臭化
メチルくん蒸によるコドリンガに対する検疫措置後，実施されます。
　具体的には，日本への輸出の最終検査で萎れたりんご果実が見つ
かった場合，その果実の成熟をヨード・デンプン法で検査します。こ
の検査において，未成熟果の混入が確認された場合には，その果実を
含む荷口の果実のうち，その果実が収穫された栽培ブロックと同一の
ブロックにおいて栽培されたものは日本に輸出できないことになりま
す。
　栽培ブロックは，品種，樹齢などの違いにより，道路，灌水路，防
風林などで区切られて設定されております。米国産のりんご果実の場
合，カートンボックス（箱）に収穫された栽培ブロックを追跡調査で
きるように識別コードが打たれておりますので，輸出検査で未成熟果
の混入が見つかった場合には，そのカートンボックス（箱）の果実が
収穫された栽培ブロックを追跡調査できます。また，未成熟果の混入
が確認された場合において，万一，栽培ブロックが追跡調査できない
ような状況が生じたときには，その荷口全体が日本に輸出できないこ
とになります。
　なお，これらの検査は米側が実施し，日本の検査官がその検査に立
ち会うことになっております。

　りんご果実の成熟検査
の方法について，説明が
不十分である。

　現在，火傷病の早期発見や万一侵入した場合の国及び都道府県が取
るべき行動について定めたアクションプランを策定しているところで
す。
　アクションプランは，侵入警戒調査，緊急防除などから構成されて
いますが，特に侵入警戒調査は，火傷病の早期発見と感染樹の早期除
去のために必要なものです。1997年のオーストラリアでの火傷病の発
生では，早期発見により火傷病の撲滅に成功しました。このことから
も，撲滅事業では早期発見が最も重要です。
　侵入警戒調査は，大きく分けて港湾地域と生産地域で実施してお
り，港湾地域では街路樹等を，生産地域では果樹等を調査の対象とし
ております。また，調査対象数としても，現在の定点調査に代わる統
計学的な根拠に基づいた抽出検査の導入を検討しております。
　万一，りんご産地で火傷病が発見され，緊急防除を実施することに
なったとしても，検疫措置における内外無差別の原則に従って「成熟
した病徴のないりんご果実」については，重点防除地，域からの移動
制限の対象にはなりません。また，火傷病は日本に発生していないた
め，火傷病を対象とした農薬取締法上の農薬登録はありませんが，類
似病害について農薬登録があり，この農薬は諸外国で火傷病にも有効
であることが確認されております。これらの農薬は，植物防疫法上の
緊急防除に使用することができます。
　さらに，緊急防除に係る費用の負担については，機動的かつ実質的
な補償を行う観点から，国による予算措置をもって対応してきたとこ
ろであり，万一火傷病に係る緊急防除が実施される場合にも，同様な
対応を予定しています。
なお，植物防疫法では，第二十条第一項において，「国は，（同法）第
十八条の処分（緊急防除：宿主植物の栽培の制限・禁止，移動の制限・
禁止，消毒・除去・廃棄等）により損失を受けた者に対し，その処分
により通常生ずべき損失を補償しなければならない」旨，規定されて
います。
　緊急防除期間は 3年間で，その間のモニタリング調査で火傷病の発
生が確認されなければ終了しますが，状況に応じてモニタリング調査
は継続されます。もし，その調査で火傷病の再発が発見された場合に
は，再度緊急防除を実施することになります。

　万一火傷病が侵入した
場合の対応と補償につい
て明らかにすべきであ
る。

注：農林水産省ホームページ，http : // www. maff. go. jp / pub comment. htmlより引用。
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　再パネルにおいて，米側は，「成熟した病徴のないりんご果実は火傷
病菌に感染しない」，「りんご果実を介した火傷病菌の伝搬経路は完結
しない」と主張しました。日本は，室内で実施した試験によりこれに
反論しましたが，パネル専門家会合での 4人の専門家の見解は「日本
の実施した試験は極端な人工条件下で実施されたものであり，自然環
境下では起こり得ない」というものでした。これを受け，パネルの裁
定は，現行の日本の検疫措置は SPS協定に整合していないとし，日本
の① 10mの境界帯に囲まれた輸出園地の指定，②年 1回幼果期の園地
検査及び③次亜塩素酸ナトリウムによる果実の表面殺菌からなる措置
は，個々の措置について否定されましたので，これらの措置を採用す
ることはできませんが，「果実が成熟していることの確認」に関する措
置の採用は認められたことから，今回，輸出検査における成熟検査を
導入しました。植物検疫証明書における「火傷病菌に感染していない
こと」の追記は，この成熟検査と肉眼での火傷病の病徴のないことの
確認を根拠としたものです。
　なお，措置の根拠となる「新たな知見」とは，このパネル専門家の
見解です。

　日本の現行のりんご火
傷病に関する検疫措置が
パネルで認められなかっ
た理由が理解できない。
検疫措置が少しでも維持
できるように米国との二
国間協議でねばり強く交
渉するべきである。
　また，今回の「見直し」
の根拠となった「新たな
知見」とは何か明らかに
すべきである。

　火傷病は日本未発生の重要な病害であることから，これまでも，国
等の閉鎖系研究施設において，火傷病菌の基礎的な研究を実施してき
ています。現在は，独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構
果樹研究所が中心となって，火傷病研究連絡協議会を発足し，火傷病
の診断方法，火傷病菌の検出同定方法等について技術開発していくこ
ととしております。
　また，日米専門家による共同試験として，平成 12年には米国におい
て，火傷病罹病樹からどの程度離れたりんごの果実内部から火傷病菌
が検出されるかについての研究を行ったところです。
　さらに，3年に一度，世界の火傷病研究者によるワークショップが
開催されており，平成 16年 7月にイタリアで開催された際には，我が
国からも専門家を派遣し，意見交換，情報収集等を行ったところです。
　今後とも，海外の研究機関や研究者と連携して，新たな知見，情報
の収集等に努め，必要に応じて火傷病発生国との共同研究等について
も検討していくこととしています。

　日本での火傷病に関す
る研究は不十分であり，
りんご果実での火傷病に
関する研究を実施すべき
である。

　平成 13年の日米植物検疫定期協議において，米側が提案した緩和措
置案は，① 10mの緩衝地帯に囲まれた輸出園地の指定，②収穫時期の
園地検査，ただし，1％の火傷病の発生は許容するが，罹病樹とその周
囲の樹から収穫したりんご果実は日本に輸出しない，③果実の表面殺
菌からなる措置でした。しかし，当該措置の有効性について，日本が
納得しうる十分なデータを米側が提供しなかったために合意できませ
んでした。その後，パネル専門家の見解及びパネル報告の内容を踏ま
えて，平成 16年 6月 30日に改正したりんご火傷病の検疫措置は，平
成 13年当時，米側が提案していた措置とほぼ同等と考えます。しか
し，昨年の段階で米側と合意できませんでした。米側が日本側の提案
した措置について合意しなかった理由は分かりません。

　平成 13 年の日米植物
検疫定期協議において，
日米間で決裂した米側提
案のりんご火傷病検疫措
置は，現行の措置とほぼ
同等と聞いている。何
故，米国は現行措置を受
け入れなかったのか。

　WTOにおける紛争解決手続上，紛争当事国の措置がWTO協定に違
反していると判断された場合，紛争当事国が措置をWTO協定に整合
させる義務があります。
　今回の場合，WTO紛争解決機関から日本の現行措置を SPS協定に
整合させるように勧告されており，日本としてはその勧告を速やかに
実施するのが最も重要な対応であると考えています。

　日本は報復関税を受け
ても，りんご火傷病の検
疫措置を維持するべきで
ある。

　WTOにおける紛争解決手続上，パネル報告が採択されれば，WTO
協定に違反しているとされた措置を採用している国は，その措置を改
正しなければならないとされています。このことから，日本は 6月 23
日に再パネル報告が公表されてから，速やかに米国と協議を行い，パ
ブリック・コメントの手続をとって，国民の皆様からの意見を募集し
てきたところです。
　なお，WTOの勧告の範囲内において，より効率的にリスクを軽減
するような具体的な提案はなかったため，措置自体は提案どおり実施
することとします。なお，水際における植物検疫の強化等を通じて，
我が国への火傷病の侵入防止の徹底を図るとともに，侵入警戒調査，
試験研究の実施等により，万一火傷病が発生した場合には迅速かつ的
確に対応していく考えです。

　パブリック・コメント
に寄せられた意見は措置
の改正に反映されるべき
である。

宇　　野
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注 :
 （1） J.L. Vanneste "Fire Blight", CABI Publishing, 2000, 

p37-48. 水野明文・佐藤成良他「日本における火傷病
発生 の疑義」（横浜植物防疫所『植物防疫所調査研究
報告』第 39号 , 2003年 , p109-116を参照。後者によれ
ば , 世界第 1位のリンゴ輸出量を長年継続してきてい
るフランスも , 500メートルの緩衝帯をもうけている
が ,  2001年には全土が火傷病で汚染されたという。
大打撃となろう。

 （2） Tom Van Der Zwet & Harry L. Keil "FIRE BLIGHT", 
USDA, 1979, p21-26, J. L. Vanneste "Fire Blight" 
CABI Publishing, 2000, p1-30, 米国の国際応用植物病
理学会誌 "plant didease" 87巻 7号 , 2003. 7, 水野明文他
「同上」等による。

 （3） 米国の国際応用植物病理学会誌 "plant didease" 87巻 7
号 , 2003. 7, p757

 （4） 同上 , p756-759
（5） 水野明文・佐藤成良他「日本における火傷病発生

の疑義」（横浜植物防疫所『植物防疫所調査研究報告』
第 39 号 , 2003 年 , p109-116 を参照。なお , "FIRE 
BLIGHT", USDA, 1979,には , 未確認情報として , 日本
のナシ , リンゴの火傷病発生を論じた文献を指摘して
いるが（p17-18） , また , "Fire Blight" CABI-, p38-43に
おいても日本における発生またはその疑義を記して
いるが , 上記の水野他論文が , その誤り , 不正確さ , 厳
密性のないことを詳細に検証している。日本の火傷
病について知るには , 必読文献である。

 （6） 前掲 J.L. Vanneste "Fire Blight", CABI Publishing, 
2000, 及び , A.L. Jones "Compendium of Apple and 
Pear Diseases", APS PRESS

 （7） 青森県りんご 120周年記念事業会編『激動・この 20
年』りんご協会 , 1995年 , p198-232。『東奥日報』1997
年1 月14日夕刊。なお , 最近の農業経営について記し
たものに , 宇野忠義「全村ぐるみの稲作生産組織化と
リンゴ経営－青森県相馬村－」（田代洋一編『日本農
業の主体形成』 , 筑波書房 , 2004年）p150-164がある。

 （8） 牛海綿状脳症（BSE）の発生で , 米国産牛肉が 2003年
12月以降輸入禁止されているが , 米国の政府や団体な
どを通じた輸出再開に向けた日本への圧力は極めて
強いものがある。また , 米国上院の超党派議員グルー
プが , 日本が 2005年 12月 15日までに米国産牛肉の輸
入を再開しない場合 , 日本に 3,600億円相当の対日報
復関税をかける法案を 10月末に提出して , さらに脅
しをかけてきている点も , リンゴ火傷病の検疫問題で
ごり押しした経過と類 似している。

  　日米両政府の言動を見ると ,「まず輸入再開ありき」
といった政治判断が先行し , 科学的な知見に基づいた
判断がおろそかになっているという危惧を抱かされ
る。この点もリンゴ火傷病の検疫問題の交渉と類似
しているといえる。

  　ただし , 今のところ相違している点は , 国民の関心
の強さと安全を志向する世論のあり方であり , かつま
た , 我が国の食品安全委員会の下にあるプリオン専門
調査会が , 専門家による科学的知見を提供し , 米国の
BSE汚染の状態が日本を上回る可能性のあること , 米
国の月齢判別方法や BSE対策の不十分さ , 飼料規制
の不備による交差汚染の可能性 , BSEの感染原因とな
る異常プリオンが多く蓄積する特定部位の除去 , 焼却
処分の不完全さ 等が指摘され , 米国でもこれらを認め
る情報も伝えられている。

  　日本が輸入再開の条件としていた「国内と同等の措
置」（世界でもっとも厳密とされた全頭検査などの 3

点セッ ト）のうち , 全頭対象とした国内対策の見直し
によってねじ曲げられてきてはいるが , 専門家によっ
て科学的検査や知見の提供が広くなされ , その判断も
無視し得ない一定の比重を占めていることは ,リンゴ
火傷病の検疫問題の 交渉と大きく相違しているとこ
ろである。

  　同専門調査会は , これらも検討した上で ,「リスクの
差は非常に小さい」と判断した。しかし , BSE感染リ
ス クを同じ基準で評価することは「科学的に難しい」
ことも認めている。しかし , 今後どうなるか , 米国の
圧力を受けた政治的決着が優先されそうである。予
断は許されない。

 （9） 2000年の日米共同試験の結果は , 横浜植物防疫所『植
物防疫所調査研究報告』第 38号補刷 , 2002年 , p1-8に , 
水野明文他「火傷病菌（Erwinia amylovora（BURRILL 
1882）WINSLOW et al., 1920）のリンゴ成熟果実内汚
染に関 する野外調査」として紹介され , リンゴ成熟果
実の汚染並びに火傷病菌の飛散に関する試験につい
て検証し , 考察を加えている。

  　それによれば , 試験地ワシントン州ウエナッチの
2000年の降水量が , 4.78インチにすぎない異常乾燥年
であり , 平均でも 8.85インチしか降雨のない乾燥地帯
であり , 日本との比較に耐え得ないこと , また , この年
の 4～ 6月の降雨量は 0.61インチという特異な異常乾
燥年であり , 発病 , 病徴の進展しにくい気象であった
ことが報告されている。さらに , 「ワシントン州にお
ける火傷病の多発年ではないシーズンの微発生園で
罹病樹から 10メートル以上離れた木の外観上健全な
リンゴ果実の内部には火傷病菌が存在しないことを
示す一つの事例を試験的に示したにすぎない。本試
験の結果をもって , 火傷病無発生果樹を担保するため
にその周囲に設定される緩衝地帯の幅の大小を評価
することには問題 がある。火傷病の発生・まん延は ,
第一次感染源の存在は言うまでもなく , 当該シーズン
の気象や土壌などの環境条件に影響される。そのた
め , 火傷病の伝染源からどれくらいの距離を置くとリ
ンゴの果実が火傷病菌に汚染されることがないかを
実証するためには , 火傷病の多発する地域の複数の園
地で反復して試験を実施する必要がある。」と述べて
いる。

  　交渉過程で , これらの論文などによる考察と過去の
専門的知見 , 意見表明が全く無視されたことは誠に遺
憾であると言わざるを得ない。

 （10） これ以後 , 米国の交渉団に USTR（米通商代表部）が
参加することになり , 強力な布陣で米国の攻勢が格
段 に強まり , WTOへの提訴 , さらに再提訴と報復措
置など , 米国の強い圧力に日本側は押しまくられ , 有
効な反論・対抗軸を示すことなく後退し , 敗退して
いったのではないかと見られる。

 （11） 横浜植物防疫所の英文研究報告書（Res. Bull. Pl. 
Prot. Japan  No.41, 2005, p65-70）には , 塚本貴敬他「火
傷病感染リンゴ成熟果実から宿主植物へのハエを介
した伝搬」という論文が掲載されている。それによれ
ば ,「火傷病感 染リンゴ果実から宿主植物へのハエを
介した伝搬の可能性について調査を行った。果実腐
敗を生じた成熟リンゴ果 実に接触したルリキンバエ
23頭中 13頭から火傷病菌が検出された。ルリキンバ
エの虫体からは平均で 2.6 × 10 2 cfu の火傷病菌が分離
された。多量の火傷病菌に汚染されたルリキンバエ
は付傷した洋ナシ幼果及び新梢に火傷病菌を伝搬し ,
火傷病症状を起こした。」と実験結果を報告している。

  この実験結果が ,「人工的なものである」として全く
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採用されなかったことは , 科学的判断を踏まえてなさ
るべき裁定が , 公平を欠いた，恣意的な歪みをもった
ものとしてなされたと言うべきであろう。

  　また , 同様に , 英文の植物病理学会誌『植物病理学』
第 71号 , 2005年 , p296-301には , 塚本貴敬他「火傷病
菌が果柄に付着した成熟果実における感染の頻度お
よび低温貯蔵果実における火傷病菌の生存について」
と題する論文が発表されている。

  　その概要は , 以下の通りである。
  　「成熟したリンゴ果実の火傷病菌による感染の頻度
および低温貯蔵されたリンゴの果実内における火傷
病菌の生存について実験を行った。

  　460個の成熟果実の果柄には , 10 5 cfuから 10 4 cfuの
生物発光性火傷病菌が接種された。

  　接種の 9日後には ,  10 5 cfu接種された果実の 43％
が , また 10 4 cfu接種された果実の 27％が感染してい
た。感染した果実のすべてが健全に見えた。

  　5 ℃ で 6ヶ月貯蔵した後には , 感染した 142個の果
実のほとんどすべてで火傷病菌が生存していた。内
部に火傷 病菌を保有している果実の 19.5％は潜在的
な感染であり , 残りの 80.5％は明らかな病徴が見られ
た。

  　火傷病菌は生果実に一様に分布していなかった。
また , 内部の褐色の損傷には火傷病菌が密度高く存在
していることが観察された。

  　これらの実験結果で判明したことは , 成熟したリン
ゴ果実が火傷病に感染しているかもしれないこと , こ
とに潜在的に感染しているかもしれないことを示し
ている。また , 広範囲にわたる火傷病菌の伝染の源と
して作用する可能性がある。」〔英文を宇野が翻訳。〕

 （12） 第 2条の「基本的な権利及び義務」に関する解説は次
のようである。「衛生植物検疫措置は , 生命または健
康を保護するために必要な限度においてのみ適用さ
れるものであり , これらは , 十分な科学的証拠なしに
は維持されてはならないものである。十分な科学的
証拠がない場合には , 加盟国は , 既存の情報に基づき ,
衛生植物検疫措置を暫定的に執ることができる。衛
生植物検疫措置は , それぞれの加盟国が衛生植物検疫
措置に関して同様の条件にある場合には , 加盟国間の
産品において異なった取り扱いをしないものとし , 貿
易に対する偽装された制限として適用しないものと
されている。」外務省経済局編『解説 WTO協定』（日
本国際問題研究所 , 2003年）p142による。

 （13） 第 5条の「危険性の評価及び衛生検疫上の適切な保護
の水準の決定」に関しては , 次のような解説が付され
て いる。「SPS協定では , 衛生植物検疫措置は , 生命
または健康に対する危険性の分析及び評価であって
それぞれ適切なものに基づくべきであることを求め
ている。これは , 加盟国が衛生植物検疫措置を制定す
る際には , 輸入国は , 有害動植物または病気がその国
に侵入し , まん延し並びに被害及び甚大な被害を発生
することの可能性について評価することを暗示的に

示している。損害は , 物理的及び経済的条件（病害虫
または病気による販売損失等）または処理のコストの
両面によって測られる。」「加盟国は , 衛生検疫上の適
切な保護の水準を決定する場合には , 貿易に対する悪
影響を最小限にするというこの協定の目的を考慮す
べきである。」外務省経済局編『解説 WTO 協定』（日
本国際問題研究所 , 2003年）p151による。

 （14） スーザン・ジョージ『WTO徹底批判』（作品社 , 2002年）
p32-49を参照。

 （15） 貿易と予防原則に関しては , 間宮　勇「貿易と社会的
規制」（『ジュリスト No.1254』 , 2003年 10月号 , p37-44, 
高島忠義「WTOと多数国間環境条約の貿易制限措置」
（『同上』 , p28-36, 岩田伸人『WTOと予防原則』（2004
年）等を参照。なお , WTOと農業 , 農産物貿易を論じ
たものに , 田代洋一『食料主権－ 21世紀の農政課題』
（日本経 済評論社 , 1998年） , 村田　武『WTOと世界農
業』（筑波書房 , 2003年） , 田代洋一『WTOと日本農業』
（筑波書房 , 2004年）等がある。

 （17） 食品の検疫問題を論じた著作としては , 小倉正行『輸
入大国日本・変貌する食品検疫』（合同出版 , 1998年）, 
同『これでわかる輸入食品の話　イラスト版』（合同
出版 , 2000年） , 同『食料輸入大国日本の落とし穴』（新
日本出版社 , 2003年） , 石黒昌孝『それでも食べますか
－輸入食品を分析してみると－』（かもがわ出版 , 2002
年） , 日本農業市場学会編『食品の安全性と品質表示』
（筑波書房 , 2003年）等を参照。

  　火傷病に関しては , 今後は水際で阻止することが重
要である。病菌が付いた物も入ってくるものと想定
し ,検疫を格段に強化すべきだ。米国には殺菌洗浄を
やらせ , その証明がないとだめだと求めるべきだ。

 （18） 侵入警戒調査には ,  病徴のチェック体制 ,  専門家 ,  技
術 , 薬品など相応の陣容と予算 , 設備が必要になる。
診断マニュアルを作成し , 予備知識の普及 , 広報 , 監視
体制等が求められる。しかるべき予算と準備期間を
かけて計画を実効あるものにしなければいけない。
発病の場合 , 三年間モニタリング調査をするといって
いるが , 米国の文 献では , 火傷病は数年を経て発生を
繰り返している。病菌は昆虫 , 鳥 , 風雨が運ぶし , 越冬
もする。三年間は短すぎる。火傷病は急速で広範囲
に伝搬する可能性が高い。アクションプランはその
認識が欠如しているし , 過去の外 国の例を踏まえて
いない , と言えよう。

〔後注〕
　弘前大学農学生命科学部のリンゴ火傷病の研究に対し
ては地元の生産者団体から強い期待と支援が寄せられて
いる。
　また，私達の共同研究である「リンゴ火傷病侵入拡散防
止管理システムの構築」が，平成 17年度弘前大学緊急重
点研究に選定された。
　この成果は，この共同研究の一部を成しており，支援に
対して，記して謝意を述べたい。

宇　　野
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SUMMARY

　　Fire blight has been known as the most destructive disease of apples and pears for over 200 years.  The 

disease is caused by the bacterium Erwinia amylovora, which is capable of infecting blossoms, fruits, 

vegetative shoots, woody tissues, and rootstock crowns.
　　The disease was restricted to North America.　It spread to the West with the settlers and by the early 

1900s it established itself as a serious threat in all areas where apples and particularly pears were grown. 

Outside North America, fire blight was first reported in New Zealand in 1919. The next report was in 

England in 1957. The disease has spread through much of Europe and the Mediterranean areas, causing 

serious losses to pome fruits and rosaceous ornamentals.
　　In countries where the pathogen has not yet been found, strict quarantines have been established 

against the import of plant materials that may harbor it.
　　Controlling fire blight is difficult, expensive, and not totally effective. Still now fire blight is spreading 

over the world except for Japan and East Asia.
　　Streptmycin is used for the pest control. But, streptmycin-resistant strains of E. amylovora have 

developed in the USA, reducing the effectiveness of streptmycin. The annual losses due to fire blight, 

together with the costs of controlling it in the USA are estimated at over $100 million.
　　This paper focuses on the strained negotiations between Japan and the USA concerning the quarantine 

methods against the apple disease "Fire blight" within the WTO framework.
　　Japan had interdicted importing apples from the USA until 1993 because of fire blight. In 1994 Japan 

removed the ban on importing two kinds of apples from the USA submitting to the strong pressure imposed 

by that country.
　　Since then Japan and the USA negotiated about the quarantine methods against the apple disease 

within the WTO framework.　After many negotiations Japan has been defeated in the WTO dicisions last 

summer.
　　However, I have a serious doubt whether Japanese Goverment has decided on wise quarantine 

methods against the apple disease "Fire blight".

  ������������������Bull. Fac. Agric. & Life Sci. Hirosaki Univ. No. 8 : 88 － 101, 2005

The Strained Negotiations between Japan and USA with the Most 
Destructive Disease of Apples and Pears, Called "Fire Blight"

Tadayoshi UNO

Laboratory of Regional Resourse Management
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は　し　が　き

　本号の「研究業績目録」には，2004年 10月から 2005年 9月までの業績を掲載しました。

　業績の区分は，a － 研究論文，b － 学術図書，　c － その他の著書・訳書，　d － 学会発表，e － 調査・実験報告書，

f － その他とし，各自の申請にもとづいています。

　各講座の教員組織（2005年 10月 1日現在）は以下の通りですが，研究業績目録は各学科・講座あるいは研

究室でとりまとめて掲載してあります。

 生物機能科学科

  （生命理学講座）

   鮫島正純，黒尾正樹，松岡教理，福澤雅志

  （遺伝情報科学講座）

   新関　稔，小原良孝，石田幸子，原田竹雄，石川隆二，吉田　渉

  （植物エネルギー工学講座）

   青山正和，齊藤　寛，葛西身延

 応用生命工学科

  （生体機能工学講座）

   武田　潔，（故）五十嵐康雄，戸羽隆宏，長田恭一，殿内暁夫

  （生体情報工学講座）

   武藤　�，宮入一夫，橋本　勝，姫野俵太，牛田千里

  （細胞工学講座）

   片方陽太郎，大町鉄男，菊池英明，石黒誠一，吉田　孝，畠山幸紀

 生物生産科学科
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生体機能工学講座
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応 用 生 命 工 学 科

研 究 業 績 目 録



113

作用．平成 17年度夏期コレステロール研究会（弘前）．（＊綺羅化粧品）
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d-03. 佐々木長市・川島一就・松山信彦・野田香織・殿内暁夫：カドミウム汚染水田模型の浸透型が物質動態および水
稲に及ぼす影響．農業土木学会講演要旨集．pp 822-823.（2005）
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大輔，後藤史門，リリア カラチュニュク，牛田千里，武藤　�，姫野俵太：リボソーム小サブユニットで活性化
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d-02. 嵯峨紘一・宇野　亨：開花時期がトウガラシ（Capsicum annuum L.）の辛味成分含量に及ぼす影響．園学雑 74
別 1 : 480. 2005.

d-03. 福地　博・張　樹槐・加藤弘道・佐藤かおり：柔軟性の有るパイプを利用したリンゴ収穫用キャッチングフレー
ムに関する研究．農作業研究第 40巻別号 1 : 67-68. 2005.

d-04. 松尾健太郎＊・張　樹槐・西脇健太郎＊・屋代幹夫＊・安場健一郎＊：野菜作における病害検出に関する研究－スペ
クトル分光器を用いた病害検出システムの構築－．農業環境工学関連 7学会 2005年合同大会講演要旨集 : 145. 
2005.（＊東北農研センター）

d-05. 上野有穂・張　樹槐・福地　博：リンゴ果実の品質評価への三次元画像計測技術の応用．農業環境工学関連 7学
会 2005年合同大会講演要旨集 : 191. 2005.

d-06. 張　樹槐・坂本隼人：携帯電話による農業施設の監視・制御システムの構築－システムの構成及び作動確認実験－．
平成 17年度農業機械学会東北支部研究発表会講演要旨 : 31-32. 2005.

e-01. 浅田武典：スモモ新品種‘松あかり’（仮称）の品種特性調査と品種登録願書の作成．農林水産省品種登録願書
（スモモ） . 2005.

e-02. 加藤弘道：フィルム包装がリンゴの保存性に及ぼす影響．30頁，奨励研究費（長慶）の報告書．

f-01. 松下重則＊・山本　茂＊・張　樹槐・西田　悟＊・中田和志＊：車両のエンジンオーバーラン防止装置，出願人㈱小
松製作所，特許番号 35070751, 登録日 2004年 07月 02日（＊小松製作所）

農 業 生 産 学 講 座

　作物学教室

a-01. MATSUYAMA, N., SAIGUSA, M. ＊ and KUDO, K.: Distribution of strongly acidic non-Andosols in Japan based on 
the data in soil survey reports on reclaimed land. ペドロジスト , 49, 33-37, 2005.（＊Tohoku University）

a-02. MATSUYAMA, N., SAIGUSA, M. ＊ , SAKAIYA, E. ＊＊ , TAMAKAWA, K. ＊＊ , OYAMADA, Z. ＊＊ and KUDO, K.: Acidification 
and soil productivity of allophanic Andosols affected by heavy application of fertilizer., Soil Sci. Plant Ntri., 
51, 117-123, 2005.（＊ Tohoku University, ＊＊ Aomori Prefectural Agriculture and Forestry Reserch Center）

a-03. 泉　完・佐々木長市・工藤啓一・松山信彦・村山成治：水稲の長期不耕起移植水田の用水量と均平度，青森県北
津軽地域の低平地水田を事例にして，農土誌，234, 715-721, 2004.

a-04. 佐々木長市・殿内暁夫・野田香織・松山信彦・小関　恭・諸泉利嗣・檜垣大助：白神山地の土壌に関する研究
（2） , 白神研究 , 2, 28-34, 2005.

d-01. 松山信彦・三枝正彦＊・工藤啓一：開拓地土壌概要に基づく交換酸度 y1による非火山性土壌の類型区分，日本土
壌肥料学会，2005.（＊東北大学大学院）

生 物 生 産 科 学 科

研 究 業 績 目 録



119

d-02. 村山成治・松山信彦・齋藤　司・小田桐正英・工藤啓一：低投入型稲作に関する研究，第 6報　不耕起栽培にお
ける合鴨除草の導入，日本作物学会東北支部講演会，2005.

　植物遺伝生態学研究室

a-01. SUGIYAMA S. Polyploidy and cellular mechanisms changing leaf size: Comparison of diploid and autotetraploid 
populations in two species of Lolium. Annals of Botany 96 : 931-938, 2005.

a-02. SUGIYAMA S. Developmental basis of interspecific differences in leaf size and specific leaf area among C3 grass 
species. Functional Ecology 19 : 916-924, 2005.

a-03. SUGIYAMA S. Relative contribution of meristem activity and specific leaf area to shoot RGR in C3 grass species. 
Functional Ecology 19 : 925-931, 2005.

a-04. 杉山修一・豊川好司（2005）地域の未利用バイオマスの飼料化と循環型農業　日本草地学会誌　51 : 213, 2005.
d-01. 杉山修一　気候温暖化に対する牧草の適応ポテンシャル II. オーチャードグラスにおける高温条件下での光合成

低下のメカニズム 日本草地学会第 60回講演発表会　2005.
d-02. 気候温暖化に対する牧草の適応ポテンシャル III. 光合成の温度反応はオーチャードグラスとトールフェスクの分

布南限の差を説明できるか　日本草地学会第 60回講演発表会，2005.
d-03. MOHAMMAD-ZABED H., OKUBO A., MAEDA, S., SUGIYAMA, S. Plant species diversity and soil microbial diversity 

in semi-natural grasslands. Journal　日本草地学会第 60回講演発表会 2005.
d-04. SUGIYAMA S. The cellular basis of interspecific differences in leaf size among C3 grass. XVII International 

Botanical Congress, 2005.

　畜産学研究分野

a-01. 徐　春城 1）・豊川好司：青森県に産出されるリンゴジュース粕およびトウフ粕の飼料特性とその利用．日本草地学
会誌，51 : 220-225. 2005.

d-01. 鈴木裕之・齋藤陽介 2）・豊川好司：卵丘細胞の付着程度がブタ卵の減数分裂の進行と細胞骨格の再配置に及ぼす
影響．第 20回東日本受精卵移植技術研究会大会講演要旨 58-59頁．2005.

d-02. 鈴木裕之：加齢卵の細胞骨格異常．第 46回日本哺乳動物卵子学会大会．日本哺乳動物卵子学会誌 22 （2） : S12. 
2005.

d-03. 椛嶋克哉・鈴木裕之・豊川好司：加齢ハムスター卵における細胞骨格の分布変化．第 46回日本哺乳動物卵子学会
大会．日本哺乳動物卵子学会誌 22 （2） : S42. 2005.

d-04. 鈴木裕之・齋藤陽介 2）・豊川好司：卵丘細胞の付着程度がブタ卵の表層顆粒およびミトコンドリアの再配置に及
ぼす影響．第 55回東北畜産学会大会．東北畜産学会報 55 （2） : 28. 2005.

d-05. 曹　陽・伊徳　行＊・鈴木裕之・豊川好司：笹搾汁残渣のサイレージ化と嗜好性改善効果．第 55回東北畜産学会
大会．東北畜産学会報 55 （2） : 38. 2005.（＊ ,日本ハルマ株式会社）

d-06. 鈴木裕之・早川晃司 3）・豊川好司：成熟培養されたハムスター卵の減数分裂の進行と細胞骨格の変化．第 105回
日本畜産学会大会講演要旨．71頁．2005.

  ��������������������������������������������������

 1） 徐 春城 現在は独立行政法人畜産草地研究所
 2） 齋藤陽介 現在は宮城県職員
 3） 早川晃司 現在は北海道大学大学院

　生産管理システム学

a-01. 張　樹槐・高橋照夫・福地　博・嵯峨紘一：栽培様式の違いがダイコンの間引き作業及び生育に及ぼす影響，農
作業研究 39 （4） , 191̃196, 2004

a-02. 張　樹槐・須藤洋史・福地　博：リンゴ果実の品質評価への三次元画像計測技術の応用，Information 7 （6） , 721-728, 
2004

d-01. 福地　博・張　樹槐・加藤弘道・佐藤かおり：柔軟性の有るパイプを利用したリンゴ収穫用キャッチングフレー
ムに関する研究，農作業研究第 40巻別号 1, 67̃68, 2005

d-02. 上野有穂・張　樹槐・福地　博：リンゴ果実の品質評価への三次元画像計測技術の応用，農業環境工学関連 7学
会 2005年合同大会講演要旨集，191, 2005
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環 境 生 物 学 講 座

　植物病理学研究室

a-01. HARADA Y., NAKAO S. ＊1, SASAKI M., SASAKI Y., ICHIHASHI Y., SANO T.: Monilia mumecola, a new brown rot 
fungus on Prunus mume in Japan. J Gen Plant Pathol 70 : 297-307. 2004.

a-02. TANAKA, K., HATAKEYAMA, S., HARADA, Y.: A new species, Massarina magniarundinacea. Mycotaxon 90 : 349-
353. 2004.

a-03. TANAKA, K., HARADA, Y.: Bambusicolous fungi in Japan（1）: four Phaeosphaeria species. Mycoscience 45 : 
377-382. 2004.

a-04. TANAKA, K., HARADA, Y., BARR M.E ＊2 : Bambusicolous fungi in Japan（3）: a new combination, Kalmusia 

scabrispora. Mycoscience 46 : 110-113. 2005.
a-05. TANAKA, K., HARADA, Y.: Bambusicolous fungi in Japan（4）: a new combination, Astrosphaeriella aggregata. 

Mycoscience 46 : 114-118. 2005.
a-06. TANAKA, K., HARADA, Y., BARR M.E.: Trematosphaeria: taxonomic concepts, new species from Japan and key 

to species. Fungal Diversity 19 : 145-156. 2005.
a-07. TANAKA, K., OOKI, Y., HATAKEYAMA, S., HARADA, Y., BARR M.E.: Pleosporales in Japan（5）: Pleomassaria, 

Asteromassaria, and Splanchnonema. Mycoscience 46 : 248-260. 2005.
a-08. Shirouzu, T., Harada Y.: Bambusicolous fungi in Japan （2）: Phialosporostilbe gregariclava, a new anamorphic 

fungus from Sasa. Mycoscience 45 : 390-394. 2004.
a-09. HANDA,T., HARADA,Y.: Flagelloschpha japonica: a new species of minute basidiomycete. Mycoscience 46 : 265-

267. 2005.
a-10. HANDA,T., HARADA,Y.: Succession of microfungal flora on Rodgersia podophylla plants at the forest side of 

Cryptomeria plantation. Mycoscience 46 : 129-136. 2005.
a-11. HATAKEYAMA, S., TANAKA, K., HARADA, Y.: Bambusicolous fungi in Japan（5）: three species of Tetraploa. 

Mycoscience 46 : 196-200. 2005.
a-12. TAKAHASHI, Y., ICHIHASHI Y., SANO T., HARADA Y.: Monilinia jezoensis sp. nov. in the Sclerotiniaceae, causing 

leaf blight and mummy fruit disease of Rhododendron kaempferi in Hokkaido, northern Japan. Mycoscience 46: 
106-109. 2005.

a-13. TAKAKI, F., SANO, T., YAMASHITA, K. ＊3, FUJITA, T., UEDA, K., KATO, T.: Complete nucleotide sequences of 
attenuated and severe isolates of Leek yellow stripe virus from garlic in northern Japan: Identification of three 
distinct virus types in garlic and leek world-wide. Arch. Virol. 150 : 1135-1149, 2005.

a-14. OGAWA, T. ＊4, TOGURI, T. ＊4, KUDOH, H. ＊4, OKAMURA, M. ＊4, MOMMA, T. ＊4, YOSHIOKA, M. ＊4, KATO, K. ＊5, 
HAGIWARA, Y. ＊5, SANO, T.: Double-stranded RNA-specific ribonuclease confers tolerance against 
Chrysanthemum stunt viroid and Tomato spotted wilt virus in transgenic chrysanthemum plants. Breeding 
Science 55 : 49-55. 2005.

a-15. YAMAMOTO, Y. ＊6, SANO, T.:  Occurrence of Chrysanthemum chlorotic mottle viroid in Japan. J. Gen. Plant 
Pathol. 71  : 156-157. 2005.

d-01. 八重樫元＊7・李　春江＊7・田山　堅＊7・磯貝雅道＊7・佐野輝男・吉川信幸＊7：リンゴクロロテリィックリーフスポッ
トウイルス分離株間で保存された外被タンパク質アミノ酸配列の部位特異的突然変異解析．日本植物病理学会東
北部会 2004年 10月．福島市

d-02. 高木史恵・佐野輝男・山下一夫＊3：ニンニクとリーキから分離された 3つの異なるタイプのリークイエロースト
ライプウイルス（LYSV）について．日本植物病理学会東北部会 2004年 10月．福島市

d-03. 生井恒雄＊8・菅野智成＊8・佐野輝男：山形県に分布するセイヨウナシ輪紋の病菌について　日本植物病理学会東北
部会 2004年 10月．福島市

d-04. 川口陽子・雪田金助＊9・原田幸雄：ブルーベリーの環紋葉枯病（新称）とその病原菌について　日本植物病理学
会東北部会 2004年 10月．福島市

d-05. 畠山　聡・原田幸雄：Pseudocercosporella smithiiによるクリンソウ葉枯病（新称）日本植物病理学会東北部会 
2004年 10月．福島市

d-06. 仲谷房治＊10・原田幸雄：リンドウさび病（新称）の発生とその病原菌について　日本植物病理学会東北部会 2004
年 10月．福島市
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d-07. �木史恵・佐野輝男・山下一夫＊3：ニンニクから分離されたタマネギ萎縮ウイルス（Onion yellow dwarf virus ; 
OYDV）強毒・弱毒株の全塩基配列の比較　日本植物病理学会 2005年 3月．静岡市

d-08. 佐野輝男 ･田川雅也 ･御所野正文・山本晋玄・山端直樹：ホップ矮化ウイロイド－ブドウ分離株の宿主適応変異
の解析　日本植物病理学会 2005年 3月．静岡市

d-09. 藤田　隆・小笠原勝弘・藤田佳奈子・吉田恵理・佐野輝男：ヤマトイモから分離されたヤマノイモモザイクウイ
ルス（JYMV）分離株の外被タンパク質遺伝子の塩基配列解析．日本植物病理学会東北部会第 41回大会 2005年

9月．弘前市

d-10. 山下一夫＊3・杉山　悟＊10・佐野輝男：ロベリア，プリムラおよびリモニウムに発生したインパチエンスネクロ
ティックスポットウイルス（INSV）．日本植物病理学会東北部会第 41回大会 2005年 9月．弘前市

d-11. 辻　雅晴・佐野輝男：トマト品種“Micro-Tom”と“Rutgers”のウイロイド感染に対する感受性の違い．日本
植物病理学会東北部会第 41回大会 2005年 9月．弘前市

d-12. 八重樫元＊7・磯貝雅道＊7・佐野輝男・吉川信幸＊7：リンゴクロロティックリーフスポットウイルス感染性 cDNAク
ローンのアグロイノキュレーションによる Nicotiana occidentalis への効率的感染．日本植物病理学会東北部会
第 41回大会 2005年 9月．弘前市

d-13. 鈴木陽裕，畠山　聡，田中和明，原田幸雄．：シウリザクラ紅点病菌について．日本植物病理学会東北部会第 41
回大会 2005年 9月．弘前市

d-14. TANAKA, K., HATAKEYAMA, S., HARADA, Y.: Massarina-like species on bamboos and their hyphomycetous 
anamorphs having chiroid conidia. Joint meeting of the Mycological Society of Japan and Mycological Society 
of America. Hilo, Hawai, USA, 2005

  ��������������������������������������������������

＊ 1. 大分県カンキツ試験場
＊ 2. カナダ・シドニー市
＊ 3. 青森県農総研県南果樹
＊ 4. キリンビール㈱
＊ 5. 静岡県農試
＊ 6. 秋田県農試
＊ 7. 岩手大学農学部
＊ 8. 山形大学農学部
＊ 9. 青森県農総研リンゴ試験場
＊ 10. 青森県農総研フラワー

　昆虫学・進化生態学研究室

a-01. HIRUMA, K., and RIDDIFORD, L.M.（2004） . Differential control of MHR3 promoter activity by isoforms of the 
ecdysone receptor and inhibitory effects of E75A and MHR3. Dev. Biol. 272, 510-521.

a-02. HIRUMA, K., and RIDDIFORD, L.M.（2005） . Regulation of the ecdysone-induced cascade of transcription factors 
that lead to the induction of dopa decarboxylase. In The 1st International Symposium of Entomological Science 
COE“Development and Metamorphosis” . p. 8. March 2-3, 2005, Kyoto, JAPAN.

a-03. KESHAN, B., HIRUMA, K., and RIDDIFORD, L.M.（2005） . Developmental expression and hormonal regulation of the 
transcription factors, E75C and E75D, in Manduca sexta. 15th International Congress of Comparative 
Endocrinology, May 22-28, 2005. Boston, MA, USA.

d-01. 城田安幸，阿部錬平 1）：りんご（Malus domestica）の抗腫瘍効果（5）リンゴジュース中のどの成分が免疫賦活効
果を有するか？　日本癌学会 第 64回総会，2005.（1） 東北大学大学院 農学研究科）

d-02. 城田安幸・井戸川基規・加藤　彰・松井佳之・金子悠太：無農薬りんご園の害虫管理（1）　「放置」園におけるモ
モヒメシンクイの発生．第 49回日本応用動物昆虫学会大会，2005.

f-01. 城田安幸：特許，発明の名称，「免疫賦活剤」，特許番号，第 3662248号，2005.
f-02. 城田安幸：「午後は○○ おもいッきりテレビ；最新の研究で判明した，リンゴの健康効果を最大限に生かす食べ

方」．日本テレビ放送（スタジオ出演および監修），2004.
f-03. 城田安幸：免疫力を高める，無農薬未熟果実入りリンゴジュース．アグリビジネス創出フェア 2004，2004.
f-04. 城田安幸：りんごはすごい！医果同源．平成 17年度全国国立大学法人助産師教育専任教員会議　特別講演 , 2005.
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　動物生態学・野生生物管理学研究室

a-01. 佐原雄二・鵜野浩一郎・東　信行：個体識別法によるメダカの生態調査－予備的研究．弘前大学農学生命科学部
学術報告．7, 26-29. 2005

a-02. AZUMA, N, C. FURUBAYASHI, T. SHICHIRI, M. WADA, N. MIZUNO and Y. SUZUKI: Bioluminescence and mating 
behaviour in pony fish, Leiognathus nuchalis, Bioluminescence & Chemiluminescence 13, 3-6, 2005

a-03. WADA, M. G.M. BARBARA, N. MIZUNO, N. AZUMA, K. KOGURE and Y. SUZUKI : Expulsion of symbiotic luminous 
bacteria from pony fish, Leiognathus nuchalis, Bioluminescence. & Chemiluminescence 13, 99-102, 2005

c-01. 佐原雄二：「メダカと水田」宍道湖自然館展示解説，p28-35. 2004
c-02. 佐原雄二：「カダヤシとメダカ」宍道湖自然館展示解説．p62-65. 2004
d-01. 相澤郁・佐原雄二：環境教育の場としてのビオトープとその利用法．日本理科教育学会東北支部第 43回大会． 2004
d-02. 佐原雄二・鵜野浩一郎・東　信行：個体識別法によるメダカの生態調査－移動と成長の個体変異．日本生態学会

第 52回大会．2005
d-03. 足立友克・佐原雄二：カイツブリのエササイズおよびエサ種選択実験．日本鳥学会 2005年度大会．2005
d-04. 越智真之・佐原雄二：繁殖期におけるカンムリカイツブリの採餌生態．日本鳥学会 2005年度大会．2005
d-05. 古林千春・七里朋子・樫村　昇・和田　実・東　信行：海の魚のコミュニケーション～ヒメヒイラギとオキヒイ
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